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第 I 章 調査研究の概要 

1. 背景・目的 
経済・社会が大きく変化する中で、複雑化する国内外の諸課題を解決するため、科学技術イノベ

ーション政策におけるエビデンスに基づく合理的な政策形成の重要性が高まっている。こうした状

況に対応するため、文部科学省では、拠点大学及び関係機関と連携し、科学技術イノベーション政

策における「政策のための科学」推進事業（「以下、SciREX 事業」という。）において、拠点大学を

中心として、教育・研究の支援や科学技術・学術政策研究所において政策研究等を進めてきた。 

一方、政策形成に具体的に貢献する研究成果を創出するための、研究者と行政官による連携の在

り方や、どのような形であれば最も効果的に成果を生むことのできるのかという点は、実際に研究

プロジェクトを実施する中で試行錯誤をしているものの、十分明らかになっていない。 

国内外においても、様々な分野において、エビデンスに基づく政策形成を目指し、研究の成果を

政策に生かそうとする取組や行政と連携した研究の実践が徐々に増えてきている中、上記の知見は

どの分野においても共通する部分のあるものである。こうした取組を広く調査し、文部科学省にお

ける既存の取組と比較分析し、これらの総合的な知見の共有の在り方を探索・試行することで、エ

ビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の政策形成の実現を図ることを本業務の目的とし

た。 

 

 

2. 実施内容 
(1) 有識者会議の開催 
各調査の実施方針や(5)で示すイベントの企画内容の検討・実施・フィードバック等について専門

的助言を得るため、有識者で構成される会合（有識者委員会）を設置し、計 2 回開催した。 

 

(2) 検討会の開催 
行政と連携した研究活動から得られた知見の共有を図る方策、特に(5)で示すイベントについて専門

的助言を得るため、実践者で構成される会合（検討会）を設置し、計 2 回開催した。 

 

(3) 国内外の様々な分野における、研究の成果を政策に活かそうとする取組や行政と連携した研

究の実践等の整理 
エビデンスに基づく政策形成を目指して国内外で行われている、研究の成果を政策に生かそうと

する取組事例や、行政と連携した研究の実践事例等について、幅広調査として文献や WEB 等で国内

外の公開情報を元に情報収集し、その上で深堀調査として国内事例のうち 4 件について、研究者や

行政官へのインタビュー等による調査を実施した。 

また、特に海外の事例については、先行研究で調査された機関の文献・インターネット調査を行

い、フォローアップを実施した。具体的には、科学技術振興機構研究開発戦略センター（CRDS）が

2010 年度に作成した報告書「「科学技術イノベーション政策の科学」に関連する海外教育研究機関」

で調査対象とした機関について、デスクリサーチでのフォローアップを行った。 
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(4) SciREX 事業において実施してきた研究活動の整理 
SciREX 事業で実施してきた研究活動のうち、研究シーズと科学技術基本計画からバックキャスト

した科学技術イノベーション政策における重要課題をマッチングして実施した研究を対象として、

個別プロジェクトの報告書・計画書等から知見を抽出した上で、必要に応じて追加的に研究者へ問

い合わせを行った。 

 

(5) 行政と連携した研究活動から得られた知見の共有の在り方についての探索・試行 
上記(1)～(4)より得られた情報・知見や検討内容を踏まえ、行政と連携した研究活動から得られた

知見の共有を図るためのイベント「SciREX オープンフォーラム（以下「オープンフォーラム」と略

記）の企画・運営を行った。また、来場者からのフィードバックを得るため、会場においてアンケ

ート調査を実施した。 

 

(6) 報告書の作成 
上記(1)～(5)より得られた知見を総合し、本報告書を取りまとめた。 
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3. 実施体制 
三菱 UFJ リサーチ&コンサルティングの 4 名の研究員が、事務局として各調査やオープンフォーラムの実施を担当した。 

 

【調査研究事務局】 

家子  直幸  社会政策部 主任研究員 

大垣 俊朗  公共経営・地域政策部 研究員 

鈴庄 美苗  公共経営・地域政策部 研究員 

立石 大二  国際研究室 研究員 

 

図表 I-1 調査実施フロー 

 
  

Ⅱ有識者会議・検討会資料の作成、開催

有識者会議（第1回）

有識者会議（第2回）

・調査実施概要案の報告
・オープンフォーラム企画案について

・オープンフォーラムの振り返り
・来年度のイベントについて

検討会（第1回）

検討会（第2回）

・オープンフォーラムの企画案
（詳細）について

・オープンフォーラム検討の状況報告
・当日の運営の詳細について

Ⅵオープンフォーラムの開催（イベント） ⅤSciREX事業の研究活動整理（文献）Ⅲ国内事例調査ー幅広調査（文献）

Ⅲ国内事例調査ー深掘調査（ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ)

Ⅳ海外事例調査（文献）

整理表（事例一覧）の作成

参考資料の目次（概要紙）の作成

公表に向け参考資料、参考資料目次の整理

参照すべき文献の抽出、事例収集

先導的な事例の抽出

先導的な事例の
行政・研究双方へのインタビュー

CRDS報告書の確認、整理項目の提案

公開情報の入手・整理

企画（素案）作成

オープンフォーラムの開催

アンケート集計・フォーラムふりかえり

報告書（案）の作成

幅広調査の結果を参照

旧重点課題に基づくプロジェクトの情報収集

整理項目の提案
①テーマやリサーチクエスチョンの見直し、
②大会場・中会場の参加者のイメージの再設定、
③ポスターセッションの可能性を再考

企画（案）修正

各セッションについてコーディネーターと協議

ポスターセッションの設計

当日の流れ・アンケートの設計

最終調整 研究と行政の協働のヒントの抽出

CRDS報告書の更新、考察

公開情報の翻訳・分析
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第 II 章 有識者会議及び検討会の開催 

1. 有識者会議及び検討会の全体像 
(1) 有識者会議・検討会とオープンフォーラムの関連性 
本調査研究においては、行政官と研究者の連携・共創・協働を進めるべく、連携・共創・協働に関

わってきた有識者の知見や教訓を供覧し、また政策や研究の最前線に立つ参加者同士も経験を共有し

あえる場であるオープンフォーラムを開催した。このオープンフォーラムでは、知見を共有する場に

留まらず、科学による政策課題の解決を目指す“政策コミュニティ”の形成に寄与する場にもなるこ

とを目指した。 

このような充実した内容のオープンフォーラムを開催することを目指し、SciREX 事業等に造詣の

深い有識者からの知見やアイディア等の専門的助言を得る有識者会議及び検討会を設置した。 

有識者会議・検討会とオープンフォーラムの準備・開催・振り返りの関連性は下図のとおりである。

なお、第１回有識者会議では、オープンフォーラムの全体像について専門的助言を得るだけでなく、

本調査で実施する調査全体についても示唆を求めた。 

 

図表 II-1 有識者会議・検討会とオープンフォーラムの関連図 

 
 

(2) 各会議での主な検討事項と得られた助言の概略 
各会議での検討事項と得られた専門的助言の概略は以下のとおりである。（有識者会議及び検討会

の委員や議事要旨などの詳細については後述）。多くの委員がオープンフォーラムの当日の登壇や事

前の準備などにも直接的に参画し、各委員との協働及び有識者会議・検討会との密な協働・連携を図

ることで、オープンフォーラムの開催に至った。 

 

  

有識者会議・検討会資料の全体像

有識者会議（第1回）

有識者会議（第2回）

・調査実施概要案の報告
・オープンフォーラム企画案について

・オープンフォーラムの振り返り
・来年度のイベントについて

検討会（第1回）

検討会（第2回）

・オープンフォーラムの企画案
（詳細）について

・オープンフォーラム検討の状況報告
・当日の運営の詳細について

Ⅵ章 オープンフォーラムの開催（イベント）
企画（素案）作成

オープンフォーラムの開催

アンケート集計・フォーラムふりかえり

①テーマやリサーチクエスチョンの見直し、
②大会場・中会場の参加者のイメージの再設定、
③ポスターセッションの可能性を再考

企画（案）修正

各セッションについてコーディネーターと協議

ポスターセッションの設計

当日の流れ・アンケートの設計

最終調整
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図表 II-2 有識者会議・検討会の主な検討事項と得られた専門的助言 

日程 会議名称 主な検討事項 

（→：主に得られた専門的助言） 

2019 年８月６日 第１回有識者会議 ・各調査の実施内容案 

・オープンフォーラムの企画案（全体像について） 

→オープンフォーラムのテーマ、参加対象者について

総合的な助言を得ると共に、ポスターセッション等

の新たな企画の提案があった 

2019 年８月 20 日 第１回検討会 ・各調査の実施内容案 

・オープンフォーラムの企画案（詳細について） 

→第１回有識者会議の議論を踏まえ、具体的な各セッ

ションのリサーチクエスチョン、登壇者、タイムス

ケジュールについて検討会委員の中で協議が行わ

れ、具体的な開催案のイメージについて助言を受け

た 

2019 年 12 月９日 第２回検討会 ・オープンフォーラムの実施内容 

・ポスター発表の応募案件について 

・オープンフォーラム当日の対応 

→これまでの事務局におけるオープンフォーラムの開

催準備の状況報告に対し、当日のスタッフの動き等

の詳細な内容について助言を受けた 

2020 年１月 15 日 オープンフォーラムの開催 

2020 年３月 12 日 第２回有識者会議 ・各調査の実施報告 

・オープンフォーラムの開催報告 

・今後のオープンフォーラムに向けた論点整理 

→オープンフォーラムの開催結果を受け、今後のイベ

ントについて具体的なテーマ等の助言を受けた 
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(3) 有識者会議・検討会での助言を踏まえた来年度のイベントについての示唆 
上記のように有識者会議・検討会との密な協働・連携により、オープンフォーラムを開催した（オ

ープンフォーラムの開催概要はⅥ章で詳述）。オープンフォーラムの事前参加登録者数は 186 名とな

り、研究機関や行政、メディアなど幅広い分野から多くの参加があった。また第２回有識者会議でも

第 II 章 2(2)②のとおり、オープンフォーラムの結果について概ね高い評価を得た。 

このようなオープンフォーラムの開催結果を受け、第２回有識者会議では、来年度のイベントにつ

いての提案（経済以外の日本の強み、イノベーションチャレンジ、不確実性と危機などのイベントの

テーマ案）などを得た。このような意見を考慮して、今後開催されるイベントでは一層の内容の充実

に資する検討が求められる。 

 

① イベントを通じて共有すべき成果 

 旧重点課題に基づくプロジェクトや RISTEX のプロジェクト等、9 年目までに取り組まれたテ

ーマは、今回のオープンフォーラム等を通じ、ある程度公表できた。来年度以降は、例えば共

進化プロジェクトなど「最新の SciREX 事業の成果」を特徴づける場が良いのではないか。 

 今回のオープンフォーラムでは、学生のポスター発表など、学生の成果が関心を集めた。SciREX

センターのサマーキャンプ等、「人材育成の成果」も見えるような場が良いのではないか。 

 政策と科学を繋ぐためには、行政と研究機関との間の密なコミュニケーションやネットワーク

の一層の拡大が必要だとの意見があった。SciREX センターがこれまで尽力した「ネットワー

ク形成の 10 年目の成果」が見えるような場が良いのではないか。 

 SciREX センターは政策と科学を繋ぐ、国の中心的な拠点であるため、国内外の同分野を先導

する研究者にとって参加意欲の湧くコンセプト（登壇者含む）が必要ではないか。その際、海

外に発信する観点で、経済以外の日本の強みを発信できるような場が良いのではないか。 

② イベントに必要な仕掛け 

 登壇者と参加者との間での双方向のやり取り（ポスター発表、アンケートシステム等）が好評

であったことから、より相互のコミュニケーションの活性化を図るとよいのではないか。その

際、参加者の意見に対応できるだけの十分な時間設定が必要ではないか。 

 公式のコミュニケーションだけでなく、非公式のコミュニケーションにも繋がるような仕掛け

があっても良いのではないか。 

 STI や自然科学などのテーマに限らず、関係学会に所属していない研究者や SciREX 事業に関

わりの薄い研究者も参加したいと思える、時流に沿ったトピック・登壇者が必要ではないか 

③ イベントで取り扱うテーマ 

 次年度は東日本大震災から 10 年目で、かつ開催時期次第では新型コロナウィルスの影響を受

ける可能性もある。そのため「不確実性と危機」や「危機的状況でのエビデンスの役割」など、

東日本大震災や感染症などを振り返り検討するようなテーマが良いのではないか。 

 研究によるエビデンスやオプションを、政策のための情報として行政に正しく伝達する（研究

と政策を）「つなぐ人（仲介者）」の重要性は一層高まると考えられる。このような人材のキャ

リアパスの現状を明らかにするとともに、これから求められる人材養成の在り方を考えるセッ

ションが設けられると良いのではないか。 
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2. 有識者会議 
(1) 有識者会議の概要 
本調査研究を実施するにあたり、5 名の学識者からなる有識者会議を設置した。その上で、2019

年 8 月～2020 年 3 月にかけて会合を 2 回開催し、各調査の実施方針やオープンフォーラムの企画内

容の検討・実施・報告書のとりまとめ等について専門的助言を得た。 

 

【有識者会議委員】 

狩野 光伸氏  岡山大学大学院ヘルスシステム統合科学研究科教授 

小林 信一氏  広島大学高等教育研究開発センター特任教授 

小林 直人氏  早稲田大学リサーチイノベーションセンター研究戦略部門副研究部門長 

服部 篤子氏  同志社大学政策学部教授 

平川 秀幸氏  大阪大学 CO デザインセンター教授 

 

【オブザーバー】 

山下 恭範氏  文部科学省科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官、 

   評価・研究開発法人支援室長、政策科学推進室参与 

長澤 幸祐氏  文部科学省 科学技術・学術政策局企画評価課政策科学推進室 

安藤 二香氏  政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター専門職 

鈴木 和泉氏  政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター専門職 

 

（順不同） 

 

図表 II-3 有識者会議の開催状況 

日程 回数 主な検討事項 

2019 年 8 月 6 日 第 1 回 ・各調査の実施内容案 

・オープンフォーラムの企画案（全体像） 

2020 年 3 月 12 日 第 2 回 ・各調査の実施報告 

・オープンフォーラムの開催報告 

・今後のオープンフォーラムに向けた論点整理 
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(2) 有識者会議での議事要旨 
２回の有識者会議では、委託事業の内容の相談・報告を行ったが、特に 2020 年１月に開催したオ

ープンフォーラムの企画と結果のフォローアップが中心的な議題となった。 

 

① 第１回有識者会議 

第１回有識者会議のアジェンダと配布資料は以下のとおりで、オープンフォーラムの企画について

は事前に文部科学省担当官及び SciREX センター担当者と協議のうえ、素案を提示した。 

 

【主なアジェンダ】 

（１）調査実施概要について 

（２）オープンフォーラムについて 

（３）事例調査について 

（４）その他 

【配布資料】 

○ 議事次第 

○ 出席者名簿 

○ 資料１ 調査実施概要 

○ 資料２ オープンフォーラム企画（素案） 

○ 参考資料１ 重点課題に基づくプロジェクト一覧 

○ 参考資料２ 社会技術研究開発センター「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発プ

  ログラム」プロジェクト一覧（第 1 期） 

 

 議事の中では、調査実施概要とオープンフォーラムについて、それぞれ以下のような意見が挙げ

られた。このうちオープンフォーラムについては、有識者の意見を踏まえ、その後第 II 章 3 に記載

の検討会を開催し、①テーマやリサーチクエスチョンの見直し、②大会場・中会場の参加者のイメ

ージの再設定、③ポスターセッションの可能性などの提案について協議を行うこととした。 

 

〇調査実施概要 

・ 調査結果の整理の仕方はいろいろ考えられる。アウトカム、対象、リサーチメソッドなど、着

眼点によって整理の仕方は変わるだろう。社会科学における認識論・存在論・意識論などの発

想も踏まえつつ、数量データや実証主義の観点に偏りすぎないようにしなければならない。 

・ 過去の旧重点課題に基づくプロジェクトを見ていると、アウトカムのレベル差がかなりあり、

うまくいっているものばかりではない。この現状も踏まえる必要がある。 

・ SciREX センターの立ち上げでは、平成 26 年に 3 つのカテゴリ分けを想定していた。①政策課

題の発見・発掘（接合点の探索）、②定量的データを活用した可視化の方法論や政策オプション

の提示、③違いや多様性を理解した上での合意形成や共通理解醸成など、政策・社会に実装さ

れること、である。本来、これら①～③はシームレスであるが、事例の分析軸の一案になりう

るのではないか。 
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・ RISTEX やイシューベースの取組も事例調査の対象になるのではないか。生々しい面白さがある

かもしれない。 

・ 科学に投資し続ける意義を説明する必要がある。科学技術が「モノ」を作らなくなった今の時

代において、科学が「考える材料づくり」としての意味付けを持つことを説明する必要がある

だろう。 

・ これまで「研究は役に立つものだ」と言いすぎた、と指摘する海外の研究者もいる。科学は社

会の役に立つと誇張して漠然とした期待を醸成し、そこに予算を投資するストーリーはいずれ

崩壊するし、そんなに簡単に「科学＝使えるモノ」にならないという一面も理解してもらう必

要がある。両にらみでいるべき。 

・ 科学によって、あたかも唯一解が見つかるというのは勘違いである。いくつかのオプションを

示すのがせいぜいで、それを決定するのは行政や政治のはずである。 

・ 科学も常に正しいわけではなく、時代ごとの相場観のうえに成り立っており、万能であった

り、唯一解を常に持っていたりする訳ではない。しかしながら、科学に存在意義がないのでは

なく、思考法や相場観自体を形作ることに寄与している。 

・ EBM が流行ったあとに EBPM が流行ってきた。ただし、海外の事例だけを引いているだけで

は、エビデンスの活用が社会に根付いたとは言えないだろう。EBM で起きたことと同様なら

ば、日本では学習のレベルにとどまりかねない。海外の事例もある種のリテラシーとされるよ

うに、「国の外からの信用付与」が過剰に働く日本文化があるように思う。 

・ SciREX 事業では、データを使って何かをすることだけが重要なのではなく、実装の科学やナラ

ティブも重要だとしている。また、研究者も行政官もお互いが仲介者、つまり「つなぐ」役割

を発揮することも重要。今後は「つなぐ」を専門的に手掛ける仲介者を育てることも必要にな

るだろう。 

 

〇オープンフォーラム 

・ 各セッションについて、どんな問いを設定するのか。問いをベースに素案を見直す方が面白い

かもしれない。 

・ SciREX 事業の難しさはコミュニティの拡大にある。ここにはまだ工夫の余地があり、結果的に

は広がっていない。最初の段階で広げる仕掛けを入れていなかったことと、研究者が研究を一

生懸命頑張りすぎたのが広がらなかった背景かもしれない。 

・ 各セッションに統一感がない印象である。見てほしい人、届けたい人が混乱する可能性がある

ので、全体を通じて「政策に寄与する科学」等のメッセージを入れるべきだろう。メッセージ

には、ポジティブなものを設定すべき。本音ベースで話してもらう、引き出せるような内容に

してほしい。 

・ 現場の人間にとって、自分の研究テーマとの親和性に気付いてもらうこともオープンフォーラ

ムの一つの大きな成果になるのではないか。それ自体が、実装の可能性を高めることにもつな

がると考えられる。 

・ 参加者に自分ゴトと感じてもらうためには、ワークショップ形式とするのも一案だろう。 
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・ 事業開始から現在までを見ているが、すれ違いも多く、うまく発展していると言えない部分も

ある。間違いがあった実態も振り返らないことには、本当のストーリーは描けないだろう。そ

のため、全体を俯瞰して見られる人が振り返りをするとよいだろう。 

・ 参加者には様々なニーズがあると思われる。聞きたい人と、しゃべりたい人のどちらもが参加

できるように、大会場と中会場がパラレルであっても良いだろう。 

・ ポスターセッションは大いにやるべきで、参加者に掲示スペースを提供できると良いだろう。

サマーキャンプで優秀な学生の発表をポスターで紹介するのも一案だろう。 

・ 自治体レベルの取組の方が現実的な課題として進んでいる気がする。国レベルの問題となる

と、なかなか難しいかもしれない。このような自治体の事例を取り上げるか。 

・ 東京にはない視点、東京の目線での枠組みに当てはまらない事例が地方部の自治体にはあるだ

ろうし、面白い観点が得られる。地方のほうが大学と行政は大変に距離が近く、産業界とも強

固に接続している。むしろ、地方部での政策のための科学の意義も考えねばならない。 

・ 分野横断的あるいはメタな研究は、フォーカスが明確な分野に比べると、正直なところ、成果

や連携が見えにくい。とはいえ、個別の事例（イシュー）だけでなく、メタレベルももちろん

必要だろう。 

 

② 第２回有識者会議 

第２回有識者会議のアジェンダと配布資料は以下のとおりである。第２回有識者会議は新型コロナ

ウィルスの影響を考慮し、オンラインでの開催とした。通信環境に配慮し、各委員には事前に資料を

配布して効率的な運営に努めた。 

 

【主なアジェンダ】 

（１）各調査の結果報告 

（２）オープンフォーラムの開催報告 

（３）その他 

【配布資料】 

○ 議事次第（本資料） 

○ 出席者名簿 

○ 資料１－１ 国内事例の調査結果概要 

○ 資料１－２ SciREX 事業（旧重点課題）の調査結果概要 

○ 資料１－３ 海外教育研究機関の調査結果概要 

○ 資料２－１ オープンフォーラム プログラム 

○ 資料２－２ オープンフォーラム ポスター発表リスト 

○ 資料２－３ オープンフォーラム 来場者数及び会場アンケート集計結果 

○ 資料３ 今後のオープンフォーラムに向けた論点 

○ 参考資料  第１回有識者会議議事概要 

 

会議では、調査実施概要とオープンフォーラムについて、多くの意見が示された。有識者会議の 5

名の委員のうち4名にはオープンフォーラムへの直接的な参画（モデレーター等）があったことから、
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オープンフォーラムの開催結果の振り返りを行い、概ね好評な結果を得たことを確認した。また、

SciREX 事業が 10 年度目を迎える来年度には、改めてイベントを実施する可能性もあることから、今

後のイベントについての提案（国際的な発信、アワード型の仕掛け／等）やテーマ案（不確実性と危

機、行政と研究をつなぐ役割／等）などを得た。 

 

〇オープンフォーラムの振り返り 

・ 概ね参加者は喜んでいたという反応が多かった。 

・ 一方、ポスターセッションは予想以上に活発で、ポスターを挟んで議論できる時間がもう少し

あれば良かったのではないか。また、参加者が評価者となり、賞を授与するような仕組みにして

も良かっただろう。 

・ 公式な登壇の舞台があった今回のようなケースでは、登壇時には「公式には言えない」としなが

らも、非公式のテーブルでオフレコの話ができる仕掛けがあると良いのではないか。 

 

〇今後のオープンフォーラムのあり方 

・ 日本が今後、経済力ではなく何を強みとして国際社会に主張していくのかを考える必要がある

だろう。またこういった内容について、アジア地域や ASEAN などで国際的に議論する場も必

要ではないか。例えば高齢社会に関係する課題など、特定のテーマについて、各国の施策を統一

した形で取り上げることも面白いのではないか。 

・ 科学技術と社会の在り方、考え方が 21 世紀から変わっている。DARPA グランド・チャレンジ

や、Challenge.gov なども興味深い。サマーキャンプの学生等に向けて、このようなイノベーシ

ョンチャレンジの小型版をやっても良いのではないか。 

・ フォーラムによるネットワークだけでは（継続性という観点からも）不十分だろう。組織体にし

て情報を集約したクリアリングハウスのようなものを作っておくべきだろう。 

・ 新型コロナウィルス関係をめぐる状況を見ていると、SciREX 開始 10 年目、かつ東日本大震災

10 年目となる来年度のフォーラムで、「不確実性と危機」をテーマに扱うのも良いかもしれな

い。例えば東日本大震災関係では様々な分野の専門家がいるが、分野ごとに専門家が充足して

いたかどうかを検証するのも興味深いと思う。 

・ 科学はあくまで確率を高めた情報は提供できるが、最終判断は政治が行うべきだろう 

・ ディシプリンを背負う研究者・行政のそれぞれから距離を置いた立場として、SciREX が果たせ

る役割があるのではないか。 

・ 科学と行政の間に密なコミュニケーションをとる体制を作ることも重要だろう。 

・ 行政と研究の間をつなぐ人材が活躍する場がどうあるべきか、ということも重要である。本来

であれば行政と研究の間にいる人材は強みであるはずだが、研究、行政の両側で働き口がなけ

れば若手人材にとって魅力的でない。 
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3. 検討会 
(1) 検討会の概要 
本調査研究を実施するにあたり、5 名の有識者からなる検討会を設置した。その上で、2019 年 8

月～2019 年 12 月にかけて会合を 2 回開催し、オープンフォーラムの企画内容や実施方法等について

専門的助言を得た。 

なお、安藤委員、井上委員、鈴木委員、吉岡委員には、オープンフォーラムの各セッションのコ

ーディネーターとして、企画内容詳細や登壇者との打合せ等にもご参加いただいた。 

 

【検討会委員】 

安藤 二香氏  政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター専門職 

井上  敦氏  NIRA 総合研究開発機構研究員 

鈴木 和泉氏  政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター専門職 

村木 志穂氏  文部科学省 高等教育局学生・留学生課法規係長 

吉岡  徹氏  一橋大学イノベーション研究センター講師 

【オブザーバー】 

山下 恭範氏  文部科学省科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官、 

   評価・研究開発法人支援室長、政策科学推進室参与 

長澤 幸祐氏  文部科学省 科学技術・学術政策局企画評価課政策科学推進室 

（順不同） 

 

図表 II-4 検討会の開催状況 

日程 回数 主な検討事項 

2019 年 8 月 20 日 第 1 回 ・各調査の実施内容案 

・オープンフォーラムの企画案（詳細） 

2019 年 12 月 9 日 第 2 回 ・オープンフォーラムの実施内容 

・ポスター発表の応募案件について 

・オープンフォーラム当日の対応 
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(2) 検討会での議事要旨 
２回の検討会では、委託事業のうちオープンフォーラムの開催についての詳細の検討を行い、実施

内容や告知方法等に関する具体的な提案や助言を得た。 

 

① 第１回検討会 

第１回検討会のアジェンダと配布資料は以下のとおりである。オープンフォーラムの企画について

は、事前に文部科学省担当官及び SciREX センター担当者との協議のうえ設定した素案と共に、有識

者会議での各委員の指摘を提示しながら、再度企画案を検討するための協議が行われた。 

 

【主なアジェンダ】 

（１）調査実施概要について 

（２）オープンフォーラムについて 

（３）その他 

【配布資料】 

○ 議事次第（本資料） 

○ 出席者名簿 

○ 資料１ 調査実施概要 

○ 資料２－１ オープンフォーラム企画（素案） 

○ 資料２－２ オープンフォーラムにご芳名のある先生方の略歴一覧 

○ 資料２－３ 第 1 回有識者会議 議事概要（未定稿） 

○ 参考資料１ 重点課題に基づくプロジェクト一覧 

○ 参考資料２ 社会技術研究開発センター「科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発

  プログラム」プロジェクト一覧（第 1 期）） 

 

 議事では５つの論点を設定して協議が行われ、各セッションや、フォーラムの時間の配分につい

ても具体的な討議がなされた。また、各セッションの登壇者の他、詳細を設計・具体化し牽引する

コーディネーターの調整も行われた（最終的な調整結果は、第 VI 章のとおり）。 

 

〇フォーラムのタイトル、キーコンセプト、対象 

・ 「課題解決」をテーマにしてはどうか。例えば、「課題を解決する科学」あるいは「科学で課題

を解決する」といったキャッチコピーを据えてはどうか。 

・ その際、「社会」課題とすると、SciREX が標榜する「科学技術のための」が弱まることにも留

意し、「課題解決へのチャレンジとその乗り越え方」などの表現が妥当か。 

・ SciREX コミュニティ以外の参加者にも関心を持ってもらえる、コミュニティの拡大を意図した

ものにすべきではないか。 

 

〇フォーラムの全体構成 

・ 文部科学省からの趣旨説明を追加する。その際、オープンフォーラムのキーコンセプトと、各

セッションのストーリーが見えると良いのではないか。 
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・ セッション５は、実施するとしても時間は比較的短くする方向か。 

・ セッション１、セッション３は大会場にはまるテーマだろう。発散型でなるべく多くの話題提

供があり、参加者へのインプットを重視して進められると良いのではないか。 

・ セッション２と４は中会場のテーマとしたい。話題提供者を絞り、議論を中心にし、マイクを

フロアにも渡せるようなイメージのものにする。従って、中会場は、ファシリテーターが必要

になるだろう。 

 

〇各セッションの企画内容 

【共通事項】 

・ セッションごとの「問い」は、企画ペーパーや告知ウェブサイトにも記載する。 

・ 参加型の形式を取る場合、運営側がモチベーションを高く持って、参加者の意見や情報を欲し

ていないと難しい。セッションごとに、司会進行やコーディネーターとの検討を踏まえて、参

加型の形式で実施するかを検討する。 

・ ポスターセッションは参加の間口を広げ、自由に議論できる参加型の場にする。アウトプット

イメージは「来るだけ」ではなく「来て話せる機会を得る」としたい。 

・ 2 つのセッションをパラレルで進め、「情報を使う可能性の側面と、それによる功罪の側面」、も

しくは「市民意識と政策形成」など、サブテーマを設けてもよいかもしれない。 

・ セッションを立てる視点として、政策形成プロセス（アジェンダ設定→研究・協働→実装）ご

とにセッションを置くことも一案である。ただし、メタレベルをテーマとすると参加者にとっ

ては抽象度が高すぎて分かりづらいと思われるため、ケーススタディから紐解く見せ方のほう

が望ましいのではないか。 

・ 全体に共通するキーワードとして「パートナーシップ」があるのではないか。 
【ポスター発表】 

・ ポスター発表をピッチ形式でとする方法もあるが、その場合は発表者と参加者の密なコミュニ

ケーションが難しい。プレゼン 3 名×10 分としてもよいが、オープンな会場を用意して議論を

してもいいかもしれない。あるいは、論点だけ用意しておいて、あとはフリーな場としてもよ

いかもしれない。 

・ SciREX コミュニティ以外の人にポスターの発表掲示の機会を提供することは有効である。事前

審査で申請者の所属等と抄録などを提示してもらい、審査をするイメージか。 

・ 学生の繁忙状況も踏まえ、ポスターセッションの場に発表者が常駐するのではなく、付箋等で

コメントを貼ってもらう形式でも良いのではないか。 

 

〇セッションのコーディネーター 

・ 大会場は発散型とはいえ、セッションごとの問いやテーマ設定は必要である。特に、タイトル

や登壇者案などを事務局、検討会委員と引き続き協議するため、幾つかのセッションにはコー

ディネーターとして委員の参画をお願いしたい。 

・ 特に中会場は参加型の仕立てとしたいので、当日のファシリテーションも重要になる。一層の

作りこみが必要になるだろう。 
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〇広報活動 

・ 告知は可能な限り早期から行うことが望ましい。 

・ 告知の際には、全体に通底するキーコンセプト（趣旨）を発信し、オープンフォーラム全体の

ストーリーが見えると良い。 

 

② 第２回検討会 
第２回検討会のアジェンダと配布資料は以下のとおりである。第１回検討会以降、コーディネータ

ーを中心に継続的に検討した、オープンフォーラムの各セッションの詳細（進行イメージを含む）の

報告や、ポスターセッションの申し込み状況の報告を行った。また、現時点でのオープンフォーラム

への参加申し込み状況を報告すると共に、当日の詳細なタイムスケジュールを共有した。 

 

【主なアジェンダ】 

（１）各セッションの企画内容 

（２）ポスター応募案件 

（３）当日の流れ 

（４）追加告知方策 

（５）その他 

【配布資料】 

○ 議事次第（本資料） 

○ 資料１－１ オープンフォーラム企画（12/9 時点案） 

○ 資料１－２ 各セッションの進行イメージ（12/9 時点案） 

○ 資料２ ポスター発表申込一覧 

○ 資料３－１ ご登壇者の集合時間と場所 

○ 資料３－２ 各会場のタイムライン 

○ 資料４ 参加申し込み状況（12/9 時点） 

○ 参考資料１ フライヤー（12/9 時点） 

○ 参考資料２ プログラム（12/9 時点） 

 

 議事の要旨は以下のとおりである。当日の協議では、各セッションの進行を確認し、配布資料や

当日のアンケート調査で尋ねる項目等を検討した。また、オープンフォーラム当日の円滑な運営に向

けて仔細な確認を行った。 

 

・ ポスター発表としてどういったものがあるか、一覧があった方がよいだろう。 

・ チラシには QR コードを付けてもらえるとありがたい。また、文部科学省内にも周知できるよ

う、ポスターを作成・掲示できないか。 

・ 会場でのアンケートからは、どのセッションが良かったのか、どのポスター発表が興味深かっ

たのかを知りたい。 

・ 来場の動機として、テーマ、登壇者など、何に関心があったのかを確認したい。 

・ 各セッションにタイムキーパーが必要である。また、打ち合わせ時間がお昼にかかる場合は、
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お弁当の手配も必要だろう。 

・ 会場設営について、飲み物や資料を置けるようなサイドデスクは必要だろう。 

・ クロージングセッションについては、その後に交流会や会場復元作業があるため、時間が伸び

ないような工夫が必要だろう。 

・ セッションの当日打ち合わせの時間帯は、15:00 だと他のセッションが聞けなくなるので、お

昼前に集合して開催するようにする。 
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第 III 章 国内事例調査 

1. 実施概要 
(1) 実施目的 
政策と科学を繋ぐ研究を取り巻く状況について、有識者会議（Ⅱ章参照）においての指摘として、

①政策のアウトプットを志向した研究の量が多くないこと、②政策と研究を繋ぐような研究フィール

ドが分野としても成熟しているとは言えないこと、また③政策と科学を繋ぐ研究のコミュニティも限

定的であるという指摘があった。一方で、文部科学省によれば、国内では、「様々な分野において、研

究の成果を政策に生かそうとする取組や、行政と連携した研究の実践が行われるようになってきてい

る」（本調査研究仕様書より）としており、少しずつ国内において政策と研究を繋ぐ研究事例が蓄積さ

れていると考えられる。しかし、現時点では、政策形成に具体的に貢献する研究成果を創出するため

の、研究者と行政官による連携の良い在り方に関する知見や、効果的に成果を生みだすための創意工

夫に関する知見が必ずしも広く共有されているとは言えない。 

このような状況を受け、政策アウトプットを志向するような行政と研究の共同研究事例が量・質と

もに一層拡充することを目指し、本業務において、分野を問わず国内事例の情報収集を行い、SciREX

事業に限らない、政策と科学を繋ぐ研究事例について、幅広く調査を行い、実態把握、整理を行うこ

ととした（以降この調査を「幅広調査」とする。）。 

また SciREX 事業に限らない国内事例において、行政官と研究者との協働や共進化の過程において、

蓄積された試行錯誤の末のノウハウや知見があることが期待される。これらは必ずしも汎用的な知と

までは言えなくとも、ケースごとのストーリーから導かれる個別の工夫や知見があると期待できる。

このため、幅広調査の他、より具体的な協働や共進化のストーリーを詳細に把握し、深掘った情報を

得る調査（以降この調査を「深堀調査」とする。）を行い、行政官・研究者の協働における課題・克服

に関する具体的な情報を得ることを目指した。 

 

(2) 調査の全体像 
政策と研究の協働の過程には、大きく 3 つの段階があり、各段階において協働の障壁となりうる課

題があるとしている（Ⅱ章参照）。このような有識者の意見を受け、本調査では、大きく図表 III-1 の

3 つの段階（Stage１課題の特定とアジェンダ設定、Stage２分析・ソリューション開発、Stage３政策

や社会への知見の実装）ごとにどういった課題やリスクがあり、どのように克服をしていったかを明

らかにすることとした。 

 

図表 III-1 政策と研究の協働の３つのフェーズ 

 

 

特に Stage１課題の特定とアジェンダ設定においては、行政官が政策ニーズを表明した上で形成さ

れた「ニーズ主導」の事例と、研究者が研究シーズを表明した上で形成された「シーズ主導」の事例

が想定されるが、いずれも分析対象とし、偏りのないように把握することとした。また、SciREX 事業

Stage１ 課題の特定とアジェンダ設定
研究者と行政官の接合点の探索

Stage２ 分析・ソリューション開発
定量・定性的な情報の分析、
理論の構築や技術開発等

Stage３ 政策や社会への知見の実装
成果発表、政策提言、政策への活用

次なる協働の可能性
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のうち、旧重点課題に基づくプロジェクト等が設定するリサーチクエスチョンは、国レベルの課題や、

政策と科学を繋ぐことに直結するものもある。今回の幅広調査では、必ずしもそういったリサーチク

エスチョンでなくとも、研究目的の中に施策反映が意図されているように見える事例であり、挑戦の

途上にある事例についても対象とした。 

 

上記を踏まえ、図表 III-2 のように幅広調査と深堀調査を実施した。 

 

図表 III-2 幅広調査と深堀調査の概要 

調査名 目的 調査対象 収集項目 
幅広調査 行政官・研究者の共同研究の

概略的な情報を一覧できる事
例リストを作成する 
また、読者がこれらの成果にアク
セスし、詳細な研究内容への関
心を高める 

20 事例 ・社会的背景 
・行政サイド・研究サイドの主体 
・協働開始時期 
・取組内容 
・成果概要 
・主な成果物の HP（報告書、発表資料
等） 

深堀調査 ３つのフェーズごとの行政官・研
究者等の関係性・動機・意義、
協議の様子について把握する 

４事例 ・関係構築・協働開始の経緯 
・研究課題の発掘・特定 
・研究計画の立案・資源調達、体制構
築のプロセス 

・分析段階での直面した課題・克服のプ
ロセス・教訓 

・プロジェクトの成果に関する評価 
・成果の活用、政策立案での協働・関与 
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2. 幅広調査 
(1) 調査手法 
幅広調査は、20 事例について公開情報を基に情報を整理し、調査研究の社会的背景、行政サイド・

研究サイドの主体、協働開始時期、取組の概略、成果の概要、主な成果物の HP（報告書、発表資料

等）を取りまとめた。調査対象の選定方法、手法、調査項目については、図表 III-3 のとおりである。 

 

図表 III-3 幅広調査の調査手法等 
 

調査方法の概略 

対象選定の観点  以下の事例を対象として選定した 
 研究者と行政官が参画して研究計画を立案したと考えられる事例 
 研究目的に施策反映が重視されている事例（分析・実証が政策オプション・地域

政策・戦略に関連） 
 国レベル、政策と科学を直結するリサーチクエスチョンでないものも積極的に対象とす

る 
 分野についても、SciREX 事業同様、科学技術イノベーション（STI）分野に限らず、

人文社会分野も対象とした。対象分野例は以下のとおり 
 科学技術イノベーション分野：環境、農業、ものづくり、イノベーション、情報通信、観

光、インフラ、ライフサイエンス、ナノテク、災害 ／等 
 人文社会分野：政策マネジメント、医療・保健、福祉、子育て・教育、産業 ／等 

調査手法  公表されている文献等の情報を基に、デスクリサーチを行い、それらの情報から概要をまと
めた。なお、公開されている情報のみで概要を取りまとめ、特段の問合せ等は行っていな
い 

 対象文献は以下のとおり 
 公開情報（自治体・研究機関の WEB） 
 文献・報告書等に掲載されている先行事例紹介 
- 地方創生に資する科学技術イノベーション推進タスクフォース（内閣府：平成 27

～28 年）の事例紹介 
- 科学技術・学術審議会「地域科学技術イノベーションの新たな推進方策について

～地方創生に不可欠な「起爆剤」としての科学技術イノベーション～」（平成 31
年 2 月）の事例紹介 

- 神奈川県政策研究センター「根拠に基づく政策運営（EBPM）」（中間報告）
（平成 30 年 8 月）の事例紹介 

- 総務省「ビッグデータを活用した行政課題解決に関する調査研究」（平成 31 年
3 月）の事例 

 RISTEX（社会技術研究開発センター）実施プロジェクト（実施済） 
 その他（第 2 回 SciREX オープンフォーラムでのポスター発表事例） 

調査項目  社会的背景 
 行政サイド・研究サイドの主体 
 協働開始時期 
 取組内容 
 成果概要 
 主な成果物の HP（報告書、発表資料等） 

 

 

 



20 

(2) 調査結果 
図表 III-4 のとおり、20 事例について一覧化した。なお、下表中は研究機関側から協働の成果が発信されているものに着色をした。 

 

図表 III-4 幅広調査 結果一覧 
N
o. 

分
野 

自
治
体
名
等 

事業名 行政側の
主体 

研究機関側
の主体例 

開始 
時期 

出典 
研究成果物
例 URL 

取組内容 社会的背景 研究成果及び行政側における活用 
（行政側の活用については太字） 

1 福
祉 

大
阪
市 

生活保護
データ解析 

大阪市
ICT 戦略
室 企画
担当活用
推進グル
ープ 

大阪市立
大学地域
連携センタ
ー（公共
データ解析
プロジェクト
チーム） 

平成
28 年
度～ 

自治体ホームペー
ジ 
生活保護受給開
始と大阪市への転
入についての傾向
分析と対応につい
て（報告）大阪
市福祉局生活福
祉部保護課 
https://www.ci
ty.osaka.lg.jp/t
emplates/chon
aikaigi2/cmsfile
s/contents/000
0434/434006/
01.pdf 

 生活保護受給
者データに基づ
く、年齢や性
別、開始・受
給期間などさま
ざまな事項の
関係や要因分
析 

 社会情勢とし
て、生活保護
の不適正受給
が問題視され
ていた。 
市の生活保護
開始にかかる
審査が「甘い」
との事実を検
証する必要が
あった 

 被保護者の転入元に地域的な偏りは見られなかった 
 就労先を求めて大阪市に転入するも傷病等で保護

受給開始となった世帯が西成区に多く見られた 
 大阪市には大都市の特性として、暮らしやすい環境

が備わっている。上記の理由から、市の生活保護審
査が甘いという事実はないことを確認できた 

 しかし転入利用の 12 件において、保護申請に至る
経過・事情において注視を要する事例が存在したこと
を受け、専門チームを作り全庁的な体制を講じること
に 

2 将
来
予
測 

文
部
科
学
省 

ＡI を活用
した、日本
社会の未
来と高等教
育に関する
シミュレーシ
ョン 

文部科学
省高等教
育局 

京都大学
こころの未
来研究セ
ンター 
日立製作
所基礎研
究センタ日
立京大ラ
ボ 

平成
30 年
度～ 

省庁ホームページ 
https://www.
mext.go.jp/co
mponent/b_m
enu/shingi/tou
shin/__icsFiles/
afieldfile/2019/
01/25/141136
0_11_2_1.pdf 

 2040 年の未
来に関して、情
報収集・体系
化に基づく定
量的モデルによ
るシナリオ列
挙・分岐によ
り、人口・財政
等の将来評価
を実施 

 文部科学省に
おける「「2040
年に向けた高
等教育のグラ
ンドデザイン
（答申
（案））」の
議論の参考と
するため、
2040 年という
時代に向かう
未来シナリオを
検討することが
必要となってい
た 

 ２万通りのシミュレーションは、大きく８つのシナリオに
収斂。高等教育の質の向上・充実は、持続可能性
や社会的パフォーマンスに寄与する度合いが高く、
2040 年の将来を見据えた場合、9 年～10 年後
（2027 年～2028 年）頃までに答申案で提言さ
れている改革を着実に実行することが重要。またシナリ
オが分岐する時点ごとに必要な高等教育政策につい
て示唆 

 文部科学省有識者会議での資料報告に 
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3 教
育 

埼
玉
県 

埼玉県学
力・学習状
況調査 

埼玉県教
育局義務
教育指導
課 

慶應義塾
大学 SFC
研究所、 
文部科学
省  

平成
28 年
度～ 

自治体ホームペー
ジ 
埼玉県学力・学習
状況調査データ活
用事業における分
析結果 
https://www.p
ref.saitama.lg.j
p/f2214/gakut
you/20150605
.html 

 科学的な教育
効果の測定・
分析手法の開
発 

 科学的な教育
効果の評価手
法は国際的に
も確立していな
い。（学力評
価の国際比較
はある） 
｢平均点｣を重
視する従来の
学力調査への
違和感。 

 毎年の継続調査が可能なよう IRT（項目反応理
論）による学力テストと、非認知能力も含むアンケー
ト調査を開発、分析 

 子ども一人ひとりの学習支援カルテを作成し現場教
員の指導改善を実施。「主体的・対話的で深い学
び」に加え学級経営が子どもの非認知能力や学習方
略を向上させ、子どもの学力向上につながることが明
らかに 

4 子
育
て
・
教
育 

尼
崎
市 

学びと育ち
研究所設
立・運営 

尼崎市こ
ども青少
年局こど
も青少年
部こども
政策課 

大阪大学
大学院 
経済学研
究科、熊
本大学 
教育学部
等全国の
研究者等 

平成
29 年
度～ 

自治体ホームペー
ジ（研究所概要
http://www.cit
y.amagasaki.h
yogo.jp/manab
u/msk/100564
8.html） 

 有識者を主体
とする子育て・
教育等に関す
る行政データの
分析・政策提
言 
保有データの
公募利用制度
を実施。平成
30 年度以降
は学力・生活
実態調査「あ
まっ子ステップ・
アップ調査」実
施 

 学校教育への
市民の期待は
高いが満足度
は低い。総合
戦略策定時に
も子育て世代
の転出超過が
顕著になってい
た。 
「切れ目のない
支援」ということ
の拠点として、
外部の研究者
等を迎えなが
ら、子ども一人
ひとりの状況に
応じその力を
伸ばすような研
究を進める必
要性 

 個人情報を消すハッシュ化をしたデータをベースにし
て、クラスサイズごとの教育効果などの研究、伝統的に
あるそろばん授業の効果検証、出生体重の健康に与
える影響や、（市の健康政策の一環である）あまっこ
検診のデータを分析しており、いずれも検証中という段
階である（調査時点） 
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5 子
育
て 

能
勢
町 

能勢町子ど
もの生活に
関する実態
調査 

能勢町 大阪府立
大学等 

平成
28 年
度～ 

自治体ホームペー
ジ
http://www.to
wn.nose.osaka
.jp/kurashi/kos
odate/chosa/in
dex.html 

 子どもの生活
実態を把握
し、支援を必
要とする子ども
や家族への対
応策検証を行
うため、実態調
査を大阪府及
び能勢町を含
む府内 13 市
町と共同実施 

 子どもの貧困
の課題が深刻
化するが、大
阪府内の各自
治体がばらばら
の指標で調査
するのではな
く、共通の指標
で調査すること
の必要性 

 困窮度別に 4 段階に分け、母子世帯における家計
の赤字状況、困窮度が高まる程ひとり親世帯の割合
が増えること、困窮世帯においてははじめて親となった
年齢が低い割合が高いことなどが分かった 

 これらを受け、現行の施策、課題を明らかにし、今後
の計画を具体的にどのように変更するかも明記・公
表 

6 イ
ン
フ
ラ 

高
知
県 

アセットマネ
ジメントシス
テム開発 

高知県 高知工科
大学 

平成
17 年
度頃
か 

地方創生に資する
科学技術イノベー
ション推進タスクフ
ォース（愛媛大学
防災情報研究セ
ンターHP 
https://cdmir.j
p/files/h27_me
-
report/symposi
um_data1.pdf
） 

 高知工科大学
による橋梁点
検・アセットマネ
ジメントの運
用・改善 

 対症療法的な
維持管理への
問題意識、ア
セットマネジメン
トシステムの必
要性 

 職員の点検実績を分析し、点検システムの在り方を
研究。地方自治体でも実装できるシステムを目指し、
職員による橋梁点検マニュアルを策定。点検コストの
縮減と管理者責任の両面を意識した点検項目に。 

 現在は橋梁だけでなく道路のアセットマネジメントも目
指す 

7 食
品 

香
川
県 

希少糖研
究・開発・
商品化 

香川県 香川大学 ー 地方創生に資する
科学技術イノベー
ション推進タスクフ
ォース(内閣府 HP 
https://www8.
cao.go.jp/cstp/
tyousakai/chiiki
tf/1kai/sanko5
_2.pdf） 

 香川県におけ
る地域イノベー
ション創出の取
組として、香川
大学・民間企
業・大学発ベ
ンチャー企業と
希少糖の研究
開発とバイオク
ラスター形成事
業・産業成長
戦略の立案、
食品ブランの創
出につなげてい
る 

 和三盆が有名
な地域であり
地場産業に関
連し、香川大
学農学部では
糖類に関する
研究が盛んな
地域だった。さ
らに、実用化に
向けての解消
すべき技術的
課題があり 

 希少糖の実用化（ブランド開発）だけでなく、研究も
個人単位から組織単位のものとなった。希少糖の開
発において、県外のカギとなる企業が参加できたのは、
国プロとして県内企業の関係に固執したものでなかっ
たためという示唆も導出されている 
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8 交
通 

福
岡
市 

福岡市水
素リーダー
都市プロジ
ェクト 

福岡市 九州大学 平成
26 年
度～ 

地方創生に資する
科学技術イノベー
ション推進タスクフ
ォース（国土交通
省 HP 
http://www.ml
it.go.jp/commo
n/001153318.
pdf） 

 福岡市水素リ
ーダー都市プロ
ジェクトで、九
州大学やベン
チャー企業と産
学官連携して
実証実験を実
施 

 ―  汚泥処理方法を改善し、2 段階処理を 1 段階処理
に改造し、消化対象汚泥が倍増し下水バイオガスが
増加。このバイオガスを利用し燃料電池などのもととな
る水素をうみだすこと実証実験を実施 

 経済部局との連携も視野に入れて検討を前進させ
ている模様 

9 繊
維 

福
井
県 

炭素繊維
複合材料
技術開発 

福井県工
業技術セ
ンター 

福井大学 平成
27 年
度頃
か 

地方創生に資する
科学技術イノベー
ション推進タスクフ
ォース（内閣府
HP 
https://www8.
cao.go.jp/cstp/
tyousakai/chiiki
tf/2kai/siryo1_
1.pdf） 

 福井県工業技
術センター・ふく
い産業支援セ
ンター・福井大
学の産学官連
携による炭素
繊維複合材料
技術開発と地
域企業への技
術普及・航空
産業を含む地
域産業の創出 

 福井県の地場
産業である繊
維産業を一層
振興したい。 

 ユーザに試作品を提供可能な製造装置を開発し、
壊れにくい構造を持つ炭素繊維複合料を開発 

 地域企業へ技術普及を行うとともに、大手メーカにも
技術営業を行うロジックのもと実施 

1
0 

農
業 

神
奈
川
県 

果樹のジョ
イント栽培
法開発 

神奈川県
農業技術
センター 

筑波大学 平成
21 年
度～ 

地方創生に資する
科学技術イノベー
ション推進タスクフ
ォース（農研機構
HP 
http://www.na
ro.affrc.go.jp/l
aboratory/brai
n/contents/foll
ow_up/pickup/
c02/131392.ht
ml） 

 神奈川県農業
技術センターに
おける果樹の
ジョイント栽培
法（筑波大学
との連携）開
発と各品種・
各地への技術
普及（東日本
大震災被災地
における実証
研究（宮城
県・福島
県）） 

 果樹産地では
生産者の高齢
化、後継者不
足が深刻な問
題であり、販売
価格の低迷と
も相まって危機
的な状況に陥
っている。栽培
の核となる仕
立て法を単純
化し、栽培管
理を大幅に省
力化、簡易化
することが重要
である 

 ジョイント栽培によるナシ新品種、高品質品種の生産
安定技術、カキ、ウメのジョイント仕立てによる早期成
園、省力・安全、安定生産技術等を確立した 

 さらに委託終了後も、自動走行車を活用したナシジョ
イント仕立ての収穫作業時間 20%削減 
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1
1 

産
業 

長
野
県 

科学技術
振興指針
の立案 

長野県 信州大学 ー 「地域科学技術イ
ノベーションの新た
な推進方策につい
て」（文科省 HP 
https://www.
mext.go.jp/con
tent/1407281_
001.pdf） 

 長野県の科学
技術振興指針
で、地域課題
の解決のため
の地域産業・メ
ディカル産業、
ナノテクノロジー
の実現のため、
信州大学と企
業の共同研究
による技術・製
品開発が行わ
れた 

 これまでは、地
域課題を解決
することを目指
していたが、解
決手法のビジ
ネス化を企図。
質的に豊かな
県民生活（貢
献）と市場競
争力を有する
地域産業（自
律）の両方の
実現を目指
し、信州大学
等の各研究者
の研究につい
て、長野県テク
ノ財団が全体
をマネジメント
する仕組みを
設計 

 信州大学を含む研究機関が持つコア技術が強化さ
れ、特に信州大学は、一貫した材料技術の研究強
化により、現状、多数の大型プロジェクトの獲得につな
がっているとともに、地域企業との距離が近くなったこと
で、共同研究が増加し、信州大学は地域貢献度ラン
キングで上位となっている 

1
2 

産
業 

石
川
県 

革新複合
材料研究
開発センタ
ーの設置・
運営 

石川県 金沢工業
大学 

平成
26 年
度～
（但
し
ICC
竣工
の平
成 26
年度
前から
計画
はあ
り） 

「地域科学技術イ
ノベーションの新た
な推進方策につい
て」（文科省 HP
＿
https://www.
mext.go.jp/con
tent/1408199_
002.pdf） 

 金沢工業大学
は革新複合材
料研究開発セ
ンター（ICC: 
Innovative 
Composite 
materials 
research 
and 
developmen
t 
Center）を設
置し、産学官
のオープンな連
携拠点を設置
している。また、
PBL 型の教育
のため、地方
創生研究所を
設置している 

 産学官連携に
よる複合材料
の事業化に向
けた実証開発
の必要性、民
間資金を呼び
こみつつ、地域
で生まれた研
究開発成果の
地域による事
業化の実現に
より、地域の雇
用創出（地方
創生）と経済
活性化が必要
に。クローズド
で途切れてしま
うのではないオ
ープンな連携
拠点が必要 

 ICC はメンバーシッププログラムを設けることや増築な
ど、非競争領域における様々な主体によるオープンな
共同研究から、競争領域での企業等によるクローズの
実証開発まで一気通貫で実施する体制が整えられて
いる 

 具体的にはエネルギーマネジメントや農業 ICT、健
康・見守り支援など多様な研究が実施されており、実
装に向けバックキャストした研究方策の立案が重要だ
と提起。またコーディネータが地域に入り込んで、基礎
自治体や住民等と関係性を築いた上で、地域のニー
ズから課題を設定し、企業との共同研究や委託研
究、実証実験の実施等へつなげていることも特徴か 
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1
3 

医
療 

徳
島
県 

とくしま「健
幸」 イノベ
ーション構
想推進地
域 

徳島県 徳島大学 
阿波銀行 

ー 「地域科学技術イ
ノベーションの新た
な推進方策につい
て」（文科省 HP 
https://www.
mext.go.jp/con
tent/1407281_
002.pdf） 

 糖尿病死亡率
ワースト１位の
地域課題解決
のためにイノベ
ーション構想推
進地域として
大学発ベンチャ
ーの設立を行
い産業創出を
行ってきた 

 徳島県では、
糖尿病死亡率
が全国ワースト
１位だった 

 様々な主体と糖尿病に係る代謝制御機構研究等に
取り組み、これまで、海外大手製薬企業との契約や、
大学発ベンチャー企業の設立（本分野に限らず平成
28 年 11 月から現在までに、新規大学発ベンチャー
が 8 社設立）された 

 更なるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に向け徳島大学では平成 30
年 4 月に大学産業院（資料当時）を設置すること
に 

1
4 

環
境 

オ
ホ
ー
ツ
ク
総
合
振
興
局
管
内
の
自
治
体
等 

北見工業
大学社会
連携推進
機構社会
連携推進
センター 

オホーツク
総合振興
局管内の
自治体等 

北見工業
大学 

ー 「地域科学技術イ
ノベーションの新た
な推進方策につい
て」
（https://sang
akukan.jst.go.j
p/journal/journ
al_contents/20
15/10/articles/
1510-03/1510-
03_article.html
） 

 北見工業大学
が極域研究拠
点として気候
変動調査解明
を実施し、オホ
ーツク地域の
行政並びに民
間機関との共
同研究、研究
交流及び技術
の指導・教育・
開発担当を推
進、環境維持
活動に貢献し
ている 

 日本有数の寒
冷地であった 
北見市を含む
オホーツク地域
は、平成 17
（2005）年
に世界自然遺
産に登録され
た知床に代表
される自然豊
かな地域であっ
た 

 阿寒摩周国立公園内にある摩周湖の水質調査によ
る地球環境変動解明に資する研究などが進められ、
世界の環境維持活動へ貢献 

 また地域振興に向けて抱える課題には共通している
部分が多いため市町村などを繋ぐ合同会議などの実
施や広報も 

1
5 

機
械 

浜
松
市 

地域イノベ
ーション・エ
コシステム
形成 

浜松市 静岡大学 
ブルックマン
テクノロジ 

ー 「地域科学技術イ
ノベーションの新た
な推進方策につい
て」（文科省 HP 
https://www.
mext.go.jp/con
tent/1408824_
001.pdf） 

 静岡大学と
「浜松地域知
的クラスター. 
創成事業」で
大学発ベンチャ
ーのブルックマン
テクノロジの連
携で、イメージ
センサー技術を
社会実装して
いる 

 イメージセンサ
ー技術シーズ
研究を行う静
岡大学があり、
シーズ研究の
価値を高めた
い 

 大学・大学発ベンチャー間の包括的な共同研究契
約や包括的ライセンス契約により、大学の技術を確
実に社会へ実装し、地方における大学発ベンチャー
企業がその地域に影響を与える企業に成長すること
で地方創生に貢献するという仕組みができている 
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1
6 

デ
ー
タ
利
活
用 

和
歌
山
県 

データ利活
用センター
設置 

和歌山県 独立行政
法人統計
センター和
歌山大学 

平成
30 年
度～ 

神奈川県政策研
究センター「根拠に
基づく政策運営
（EBPM）」（中
間報告）（和歌
山県 HP 
https://www.p
ref.wakayama.l
g.jp/prefg/020
100/data/cent
er.html） 

 データ利活用
推進センターの
設置、研究
者・職員で調
査分析を実
施。、行政課
題に関する研
究や県内高等
教育機関にお
けるデータサイ
エンス人材の
育成、民間企
業等におけるデ
ータ利活用推
進等 

 県内産学官に
おけるデータ利
活用を一層促
進すること、ミク
ロデータを用い
ることで多様か
つ高度な研究
分析が実現で
きるとの期待 

 全国の研究者を対象として行政が抱える具体的な課
題に対し、データを利活用した高度な現状分析を行
う公募型研究事業を行う他、人材育成、連携支
援、データ利活用シンポジウムなどの情報発信も行う
ことができている 

1
7 

デ
ー
タ
利
活
用 

奈
良
県 

奈良スタッ
トイベント開
催 

奈良県 近畿大学 平成
27 年
度～ 

神奈川県政策研
究センター「根拠に
基づく政策運営
（EBPM）」（中
間報告）（奈良
県 HP 
http://www.pr
ef.nara.jp/496
29.htm） 

 統計分析専門
員として、近畿
大学の研究者
を招聘し、統
計課に配置。
統計リテラシー
向上のための
取り組みを周
知するため「奈
良スタットイベ
ント」を開催、
スタットジャーナ
ルを発行 

 行政職員や統
計関係者等を
対象に、統計
リテラシーの向
上を図ることに
より、証拠に基
づく政策立案
（ＥＢＰＭ）
を推進する必
要性 

 奈良スタットイベント（統計活用事例発表会）を平
成 27 年度から毎年実施し、平成 30 年度開催は
大阪大学の教授等が講演し 160 名近くの参加があ
り。この他、広報・啓発のための奈良スタットジャーナル
や、県・市町村職員向けのリテラシー向上のためのデ
ータサイエンスセミナーを実施 
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1
8 

地
域
課
題
分
析 

前
橋
市 

ビッグデータ
活用による
地域課題
分析 

前橋市 東京大
学、帝国
データバン
ク、三菱総
研 

平成
29 年
度～ 

神奈川県政策研
究センター「根拠に
基づく政策運営
（EBPM）」（中
間報告）(前橋市
HP 
https://www.ci
ty.maebashi.g
unma.jp/mater
ial/files/group/
7/chougiH2911
15_S2.pdf） 

 東京大学、帝
国データバン
ク、三菱総研と
連携協定を締
結し、ビッグデ
ータを活用して
一連の政策決
定プロセスを支
援する手法を
研究、地域の
現状把握、地
域課題の見え
る化、問題意
識の共有化 

 地域が直面す
る政策課題を
的確に把握
し、有効な対
応策を選択す
ることの必要性
はこれまで以上
に高まってい
る。地域課題
の解決に対し
てビッグデータを
活用する手法
については、ま
だ研究段階で
あり、確立した
ものはない状
況 

 試行的に分析した見える化事例は観光振興：赤城
山訪問者の分析、交通政策：市内の人の流れ分
析を実施 

 例えば観光振興では、拠点施設を中心にエリア全体
を周遊させる仕掛けづくりに活用できる可能性を示唆 

1
9 

イ
ン
フ
ラ 

横
浜
市 

電力変動
価格制普
及のための
実証実験 

横浜市 東芝・パナ
ソニック・東
京電力 

平成
26 年
度～ 

神奈川県政策研
究センター「根拠に
基づく政策運営
（EBPM）」（中
間報告）（経産
省 HP 
https://www.
meti.go.jp/com
mittee/summa
ry/0004633/pd
f/018_04_00.p
df） 

 横浜市・東芝・
パナソニック・東
京電力の共同
研究で、電力
の変動価格制
普及に向けた
効果的方法の
実証実験を実
施 

 節電効果の高
い電気料金体
系の検討が必
要に 

 電気代節減額の情報提供を受けた上で 希望者が
6000 円のインセンティブ付きで変動価格制に申込を
する群が他の 3 群に比べ加入率が高く、節電効果も
高く、政策の選択肢をあらかじめ整理（その後も東
京電力等と横浜市の連携は続いている） 

2
0 

医
療 

横
浜
市 

官民データ
活用による
超スマート
社会の実
現に関する
包括連携
協定 

横浜市 横浜市立
大学、
NTT 

平成
26 年
度～ 

「ビッグデータを活
用した行政課題解
決に関する調査研
究」（横浜市 HP 
https://www.ci
ty.yokohama.l
g.jp/city-
info/koho-
kocho/press/ir
yo/2018/2018
1120-046-
28590.files/ph
pb9rVXE.pdf） 

 レセプトデータ
分析、データサ
イエンスによる
救急需要の予
測、医療ビッグ
データを活用し
たがんに関する
実態把握 

 高齢化の進展
に伴い医療需
要の増加が見
込まれる中、
医療に関する
課題把握と解
決に向け医療
ビッグデータを
活用することの
期待が高まる 

 NDB データを用い、市内の医療機関で、がんの治療
を受けた患者について、分析を行った。がんの治療に
おいては、７割近い患者が薬物療法を受けているこ
と、働く世代のうち、外来化学療法を受けているがん
患者の通院実態として、年間あたり平均 13.8 回の
通院を要していたことなどが明らかに 

 がん治療において薬物療法の役割が大きいこと、仕
事と治療の両立のための柔軟な制度設計を行うため
に重要な基礎データとなり得た 
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(3) 調査結果からの考察 
本調査では、前述のとおり、大きく図表 III-1（再掲）の 3 つの段階（Stage１課題の特定とアジェ

ンダ設定、Stage２分析・ソリューション開発、Stage３政策や社会への知見の実装）ごとにどういっ

た課題やリスクがあり、どのように克服をしていったかを明らかにすることとした。幅広く 20 事例

を調査する中で、大きく５つの考察が得られた。 

 

図表 III-5 政策と研究の協働の３つのフェーズ（再掲） 

 

 

① Stege１ 課題の特定とアジェンダ設定 ― 行政ニーズ主導と、研究シーズ主導 

共同研究の開始が行政側の明確なニーズに端を発する事例と、研究側のシーズ（No７,15）に端を

発するものとがあった。また、行政側のニーズの中でも個別の具体的な課題に端を発するもの（個別

課題：No１,19,20）もあれば、より総合的、包括的な政策や計画立案のニーズ（総合的な課題：No２,

４,５,11,18）によるものもあった。 

 

② Stage２ 分析・ソリューション開発―既存の行政データの限界 

既存の行政データは、そのサンプル数、データの蓄積年数から見ても研究・分析対象として十分な

データ量になると考えられる。しかしながら、古くから同じ調査項目が取られているデータの中には、

現在の課題を基に行う分析にそのまま活用することが難しいものもある。また、個人情報保護に関す

る条例等の規定によっては、研究者に情報を提供するために、行政側で膨大なデータ処理を行うこと

も必要になり、既存の行政データの中には研究活用のための加工の手間が障壁となる可能性もある

（No４,20）。 

 

③ Stage２ 分析・ソリューション開発―開かれたネットワークと繋ぐコーディネーターの必要性 

行政と研究の協働が一時的、単発のものになることを防ぎ、継続的な共同研究を生み出すためには、

開かれた場が必要であるとし、研究機関等を設置する事例もあった。こういった事例では、ネットワ

ークが開かれ広がっていくことを意識しているように見える（No12,14）。また、地域課題の発見等の

際に、地域の実態を把握する者と研究を繋ぐコーディネーターが重要な役割を果たしていることを指

摘する事例（No.12）もあり、繋がりを生み出す仕掛けが重要になっていることが伺える。 

 

④ Stage３ 政策や社会への知見の実装―研究成果の活用・発展の主体 

共同研究による第一次の研究成果が明らかになったのち、政策への具体的な活用や、着実な実装に

向けた追加研究、実装範囲の拡大に向けた新たな実証研究を行うなど、発展している事例も確認でき

た。このように発展している事例では、公表情報上は、ある程度行政側もしくは研究機関側が主体的

に動いているとみられる。例えば、行政側が具体的な政策への活用を公表している事例は No１や No

５など、研究者側が新たな研究方針を公表している事例は No６,10,15 などが挙げられる。 

 

Stage１ 課題の特定とアジェンダ設定
研究者と行政官の接合点の探索

Stage２ 分析・ソリューション開発
定量・定性的な情報の分析、
理論の構築や技術開発等

Stage３ 政策や社会への知見の実装
成果発表、政策提言、政策への活用

次なる協働の可能性
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⑤ Stage３ 政策や社会への知見の実装―行政固有の人的資源の現状と説明責任の必要性 

20 事例の中では、社会実装や研究の発展に至る事例もあれば、具体的な社会実装や政策改善にまで

は至っていないと考えられる事例もある。実装の難しさには、いくつかの障壁があると考えられる。

まずは、行政側が果たす必要のある、行政固有の説明責任が想定される（No６）。また、行政側のマ

ンパワーや研究リテラシー、統計リテラシーの限界についても、リテラシーの向上を測ることに注力

している事例もある（No17）。このような行政固有の人的資源（リテラシーも含む）の現状や果たす

べき説明責任があることを研究側も理解したうえで、行政組織でも活用できる仕組みが求められるだ

ろう。 
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3. 深堀調査について 
(1) 調査手法について 
４事例について行政側、研究側の双方に個別インタビューを実施し、協働・共進化する過程をスト

ーリーとして認識し、図表 III-1 政策と研究の協働の３つのフェーズの 3 つの段階（①課題の特定と

アジェンダ設定、②分析・ソリューション開発、③政策や社会への知見の実装）ごとにどういった課

題や障壁があり、どのように克服していったかを具体的に把握することとした。 

 

図表 III-6 深堀調査の調査手法等の概略について  
調査方法の概略 

対象選定の観点  研究者と行政官の協働の過程にストーリーがあり、課題・克服が参考となりうる事例 
（公開情報４事例） 

調査方法  関係機関（行政側、研究側）へ個別インタビュー調査（１～2 時間程度） 
 聞き取り内容について組織での確認が必要なものもあるため、事前にヒアリングシ

ートを共有 
 非公表情報も含め研究概要の追加資料を入手、確認 
 インタビューの実施 
 インタビュー議事について、認識に齟齬がないか改めてインタビュイーに確認 

インタビュー調査項目例 
（事例ごとに個別にインタビ
ュー調査項目は策定） 

①課題の特定とアジェンダ設定 
 協働開始前から行政・研究者の関係はあったか。 
 研究者側の参加経緯、参加意義・モチベーションはなにか。 
 行政側の潜在的・顕在的な政策ニーズをどのように整理・提示したか。 
 研究者側からどのような政策科学のテーマが提示され、協議していったか。 

 （基礎研究成果発信のニーズ、学会提案、委員会・有識者会議での検討） 
 庁内での承認・予算獲得をどのように行ったか。 
 研究として独創性・新規性の整理、政策への社会的インパクトの想定をしたか。 
 課題特定・アジェンダ設定段階での課題・克服はどのようなものであったか。 

②分析・ソリューション開発 
 行政側は研究計画・体制をどのように支援したか。 
 研究者はどのように体制構築を行い、実施期間・研究規模・資源（人員・予

算）調達を含めて研究計画を立案したか。 
 関連省庁・自治体への説明・合意形成（行政側）、アカデミア・学会等の協力

（研究者側）はどのように行ったか。 
 体制構築・計画段階での課題・克服はどのようなものであったか。 
 研究においては、どのように進捗の記録・報告、確認をしたか。 
 研究手法・進捗に課題が生じた際に、研究者・行政側はどのように対処・協議し

たか。 
③政策や社会への知見の実装 

 アウトプットのイメージについてどのように提示したか。 
 行政側はどのように研究成果を政策立案に活用・発信しようとしたか。 
 研究者側は、政策オプションの提示をどこまで行ったか。 
 研究者は研究成果を学会発表・論文投稿などしたか。 
 研究者が、プロジェクトの評価をどのように行い、行政側は達成度をどのように受

け止めたか。 
 研究者が成果の活用、政策立案・評価に関与することはあったか。 
 成果の活用に関する課題・克服はどのようなものであったか。 
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また、調査対象については、図表 III-7 のとおりの４事例を選定した。 

 

図表 III-7 深堀調査の調査事例の概要 
N
o 対象プロジェクト 行政側 研究側 概要 概略 URL 例 

１ ＡＩを活用した、長
野県の持続可能な
未来に向けた政策研
究について 

長野県 京都大学
こころの未
来 研 究 セ
ンター 
日立製作
所基礎研
究センター
日立京大
ラボ 

長野県 5 か年計画に基づき、Ａ
Ｉ（人工知能）を活用した、長野
県の持続可能な未来に向けた政
策研究を実施 

長野県 HP 
https://www.pref.
nagano.lg.jp/kika
ku/kensei/ai/ai.ht
ml 

２ 人工知能（AI）を
活用した児童虐待
対応支援システム 

三 重 県
児 童 相
談センタ
ー 

産業技術
総合研究
所  人 工
知能研究
センター 

AI を活用した児童虐待対応支
援システム実証実験・開発（虐待
対応にあたる児童相談所職員の
一時保護に際してのアセスメントシ
ートの策定、活用） 

三重県 HP 
https://www.pref.
mie.lg.jp/TOPICS/
m0325000011.ht
m 

３ 日本のソフトウェア技
術者の生産性及び
処遇の向上効果研
究  

独 立 行
政 法 人 
情 報 処
理 推 進
機構 

同志社大
学 STEM
人材研究
センター  

日本のソフトウェア産業の発展に
向け社会科学の立場から労働の生
産性を把握、国外比較分析 

IPA HP 
https://www.ipa.
go.jp/sec/rise/ind
ex.html#06-2 

４ 太陽光発電の実証
実験（暮らしのスマ
ート・エネルギーイノベ
ーション） 

南 あ わ
じ 市 
沼 島 
等 

立 命 館 グ
ローバル・
イノベーショ
ン 研 究 機
構 （ R-
GIRO ）
暮らしのス
マート・エネ
ルギーイノ
ベーション
研究拠点 

立命館 の中核研究組織として
2008 年に設立された分野横断型
の研究組織R-GIROにて、再生可
能エネルギーの発電状況に応じて
需要が変動するよう、価格を変動さ
せる実証実験 

立命館 HP 
http://www.ritsu
mei.ac.jp/rgiro/ac
tivity/program/thi
rd/projects/mine
moto.html/ 
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(2) 調査結果について 
４事例についての調査結果の概略は図表 III-8 のとおりで、Stage ごとに課題や障壁があった事例や、そういった課題を克服する工夫をしていた事例が

確認できた。 

 

図表 III-8 深堀調査の結果の概略 
 Stage１：課題の特定とｱｼﾞｪﾝﾀﾞ設定 Stage2：分析・ｿﾘｭｰｼｮﾝ開発 Stage3：政策や社会への知見の実装 
事例
１： 
長野県
×AI 政
策提言 

 京都大学広井教授が日立と「日本は持続
可能か」との問いに関し、AI を用いた協働
研究を開始（日立京大ﾗﾎﾞ）。協働につ
いてﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽしたところ、新聞で報道され
た。 

 同時期、長野県では 5 か年の総合計画
を協議中で、AI 等の先端技術を活用する
旨の方針が議論されていた。知事や所管課
が報道を知り、長野県から日立京大ﾗﾎﾞへ
連絡。 

 大枠のﾃｰﾏ（持続可能性、ﾘﾆｱ）は広井
教授と知事で定め、その後は事務方が日立
京大ﾗﾎﾞとｾﾞﾛﾍﾞｰｽで研究の範囲や実施
方法を約半年間かけて詰めていった。 

 長野県は専任 1 名（PJ 稼働中異動なし）と庁内各
課の若手 4～5 名の体制。成果に不確実性があり、ﾁｬ
ﾚﾝｼﾞﾝｸﾞな研究だと理解した上で取組んだ。 

 若手職員は、部局を横断した業務のつながりを意識した
り、政策を多面的に見たりして大いに勉強になった。 

 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等の実施ﾏﾆｭｱﾙ類がなく、戸惑いもあった。疑
問がある都度、研究者に確認が必要となり、研究計画
からは 1 か月程度遅延した。研究側はﾏﾆｭｱﾙ形成の過
程だったのかもしれないが、結果的に行政への期待が
見えにくい部分もあった。 

 AI ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝは、人間の作るﾓﾃﾞﾙ、AI によるｼﾐｭﾚｰｼｮ
ﾝ、人間の解釈・政策形成の 3 段階。ﾓﾃﾞﾙを作る人間
（ここでは行政職員）の価値観や思想が反映される。 

 研究側からみると行政職員がﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを持ち続けてい
ることも重要。研究を前向きに捉え、十分な時間を割
けて、理解能力の高い県職員がいたことで、研究に大
きな変化をもたらしたのでは。 

 行政での初の試みであり、依頼時点で明確
な期待値があったとは思わない。ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
結果は想定外の要素が含まれるが、予想の
範囲を大幅に逸脱する結果も出にくく、やっ
てみないと分からないが、結果的に行政から
は一定の満足度が得られたのではないか。 

 行政側でも、当初より実証段階なので
（政策や提言等でなく）研究として発表し
ようと想定していた。結果発表段階では改
めて議論したが、研究としても始まったばかり
で、個別事業にそのまま活用するには更なる
議論が必要だと判断した。知事も政策に直
結させるのは慎重な意向だが、庁外の圧力
はあった。 

 今後、政策の大局的・長期的な方向性を
検討する際に、議論を促すﾂｰﾙとして活用
できればと考えている。 

事例
２： 
三重県
児童相
談センタ
ーでの
AI 活用 

 管内での死亡事例を契機に児童相談所の
業務を検証し、特に虐待事案等での一時
保護の判断が課題となった。県から研究者
へは具体的テーマというより「リスクアセスメン
トシートの開発等をしなければ」と相談。 

 研究側も指標設定やリスクアセスメントの
判断・意思決定に関心があり、自身の現
場経験からも実用的なツールが必要との

 指標の設定が難しかったが、現場とコミュニケーションを密
に取り、課題を整理した。職員の中には報告書などを後
で記載する人もいたが、だからこそ実用面を重視した。 

 研究体制は 2014 年度まで 1 人だったが、研究の意
義や価値に対する過小評価の声も聞かれたため、
2015 年度から児童福祉分野の大家に協力を仰いだ。 

 現場からはシート導入が過剰なアセスメントにつながり業
務がパンクするとの懸念や、Yes/No が判断できるなら

 行政側では研究協力のためだけでは現場
は動かないが、使い勝手がよく、付加サー
ビスとしてのフィードバックも受け入れられる
ので研究が進んだ。業務効率化に繋がるメ
リットもある。有意な危険因子を見つけたこと
から、予防的に取組むために、研究は AI を
用いた共同での実証研究に進んでいる。 

 県側は知事の評価次第の面もあり、知事か
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問題意識を持っていた。プレッシャーもありつ
つ、現場とビジョンを共有して協働を開始。 

 2013 年度から県委託費で予算を得たが、
研究費用すべては賄えず、自身でも研究費
を工面。行政は奏功事例でないと税金であ
る予算を付けられず、実証実験等のトライア
ルでは、結局自身で予算を獲得するしかな
い。 

人間は不要では、との意見がベテランを中心にあったが、
県の方向性として理解が進みつつある。研究者が顔の
見える関係性で、現場の意見に真摯に向き合い、分析
のフィードバックなど改善に協働してくれたことも大きい。 

 研究者としては、研究計画が大きく変更されたという感
覚はなく、もともとアジャイル型だと認識していた。ただ、着
手時点で研究者側には「リスク計算の自動化（今でい
う AI）」の構想があり、県側にも伝えていたが、行政側
は当時データ分析結果の利活用への実感のなさもあり、
当時は夢物語という捉え方をされていたかもしれない。 

らは一定の評価を得ていたように思う。現場
や本庁職員の認識の点では徐々に変化を
感じるが、政策立案に直接的に繋がってい
る実感はまだあまりない。 

 自治体の研究助成金だけで続けていくこと
は難しい。行政が課題解決のために研究す
る風潮は乏しく、委託による研究の枠組み
では行政とフェアな関係になりづらい。国の
研究費も新規性のあるテーマにつきやす
く、長期的な研究（例：コホート研究な
ど）には予算がつきにくい。 

事例
３： 
ｿﾌﾄｳｪｱ
産業にお
ける労働
市場 

 （独）情報処理推進機構（行政側）は
ｿﾌﾄｳｪｱ工学研究基金という民間基金を継
続すべく、社会での実践に活きる委託研究
を公募。 

 同時期に行政側委員から既存ﾈｯﾄﾜｰｸを通
じ「社会科学的研究をしてほしい」と研究側
に依頼。 

 公募設計時点から、行政側は企業の実施
しないﾃｰﾏでの調査特化研究の公益的意
義を感じ実施。研究者側も学術界だけで
なく広く社会にｱｳﾄﾘｰﾁすることの重要性を
感じる。 

 また行政側では社会へのｲﾝﾊﾟｸﾄを意識し、
Stage3 の論文投稿や、年に 1 回の研究
の活用報告を義務に。 
 

 進捗管理は行政側が 2 か月に 1 回と高頻度で実施。
特に請負契約に慣れていた行政が委託研究に対して
「当初計画通り」でないことの齎す利点や手戻り、研究
独特の曖昧さについて理解が得にくい 

 研究側は、行政側のｽｹｼﾞｭｰﾙ、経費処理など事務的な
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの厳密さに不慣れな部分も⇔行政と
研究者を仲介する研究側のｵﾌｨｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ（企業で
R&D 経験豊富）がいたため研究者側は柔軟に対応 

 行政側の委員会委員が企業出身で研究者のｽｹｼﾞｭｰﾙ
感覚に当初理解できない部分も。一方で研究側の視
点では、研究と行政の事務局を上手く仲介する存在と
して委員会を認識 

 研究成果を行政出版のｼﾞｬｰﾅﾙに査読付き
で論文投稿することがあらかじめ義務化→
研究側によって、委託報告からﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ
した成果発表となり、現在もｱｳﾄﾘｰﾁが継続 

 行政側も年間 20-30 回程度、論文配布
するなど周知。研究者側も講演などでｱｳﾄﾘ
ｰﾁ。 

 基金による本ﾃｰﾏの委託研究は終了。背景
には産業界では研究の成果が即時で使わ
れにくい点にある。ｿﾌﾄｳｪｱ工学という分野
が企業においても既に実践段階の研究蓄
積があることも一因で、ｺﾞｰﾙｲﾒｰｼﾞを事前
に共有しておくことが必要ではないか。 

 （政策への活用の限界を感じる部分はある
が、企業の変容を通じ、政策を変えていける
と期待） 
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事例
４： 
太陽光
発電の
実証実
験 

 立命館大学峰元研究室では太陽電池の
開発・活用を手掛け R-GIRO において文
理融合の研究を進め、積極的に情報公開
をしていた。 

 淡路島の総合特区指定（行政が主導）
を契機に、行政側はｼｰｽﾞとなる資金を集め
るべく、事前に神戸大や学会、兵庫県の工
業技術ｾﾝﾀｰとのﾈｯﾄﾜｰｸを構築。 

 ﾈｯﾄﾜｰｸ発展を目指し、行政側は R-GIRO
にｺﾝﾀｸﾄ。淡路島の沼島における地域実証
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（環境省予算事業）を開始。 

 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの 1 人である県の工業技術ｾﾝﾀ
ｰ（行政と研究の繋ぎの役割で、県庁
OB）の方と研究者は旧知の仲だった。 

 太陽電池の需要ｻｲﾄﾞから消費電力を抑止できるかとい
う本 PJ の試みは、参加する地域住民の十分な理解を
得る必要があるが、これまでの実績が限られていることな
どから問題が発生。特にｻﾝﾌﾟﾙ世帯数が限定され、その
中で対照群を設けることに行政側の理解を得られにく
い。 

 行政側は人事異動等により成果を政策に活用するとい
うことより地元でのﾄﾗﾌﾞﾙが生じないようすることに関心
が移る。 

 研究側も自治体政策への反映に働きかけるより全国ﾚ
ﾍﾞﾙでの研究成果の周知に注力するようになった。 

 行政はｼｰｽﾞ資金獲得、特区申請等の段
階では熱心であったが、時間経過に伴い関
心が徐々に低下した印象。 

 研究は、住民と合意しながら新たな研究課
題に取り組むため、想定以上の問題にも対
峙しながら進める必要があったが、研究ｽﾋﾟｰ
ﾄﾞについても行政側の理解が得られにくい。 

 行政と研究との関係については、県庁 OB
といった人的な関係性や信頼を維持・発展
させることが重要か。 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ政策は元々自治体の裁量が少ない
ため、政策反映のｲﾒｰｼﾞについて、行政と
研究との間で事前に十分な意思疎通を図
ることが重要か。 

 

(3) 調査結果から見える考察 
４事例を共通して見ると、図表 III-9 のとおり、Stage ごとにいくつかの考察が得られた。まず Stage１：課題の特定とアジェンダ設定においては、過去

の研究成果の幅広い発信や既存のネットワークにより協働のきっかけを得ているように見える。さらにこの Stage１の段階で、行政側と研究機関側がアウ

トプットのイメージや政策活用のイメージ等の将来像を共通して認識を持てるよう、丁寧に研究計画を策定していることも重要な要素だと考えられる。

続いて、Stage２：分析・ソリューション開発の段階では、特に分析段階での時間感覚のずれや、研究計画の変更についての柔軟性の違いなど、行政側と

研究機関側のそれぞれの文化や考え方にずれが見え始め、協働の障壁となっていることが示唆される。さらに行政側には人事異動があるケースも多く、

そういった人事異動があると Stage１で定めた方針がぶれる可能性も伺えた。 

こうした Stage１、２の課題からは、行政と研究を繋ぐコーディネーターの必要性や、行政側の（モチベーション維持も含めた）持続可能な体制構築な

どが重要になると考える。この繋ぐコーディネーターの必要性については、幅広調査の考察③：開かれたネットワークと繋ぐコーディネーターの必要性

とも共通している可能性がある。さらに、行政側の持続可能な体制という観点では、幅広調査の考察⑤：行政固有の人的資源の現状と説明責任、とも一部

で共通性が見受けられる。なお、深堀調査の事例でも行政官の研究リテラシーに関する指摘や、行政側の果たすべき説明責任に研究側が大幅に対応範囲

を増やした事例があった。 

Stage３では、行政側・研究側のゴールイメージのずれや、双方で発信に対する意欲が揃わないという障壁も確認できた。この点は幅広調査の考察⓸：

研究成果の活用や発展には主体的に牽引する者が必要であることとも共通していると考えられる。例えば、研究側や学術界が持ちにくい新たな発信のチ



35 

ャネルを行政側が提供することも一つの有効な手法ではないかと思われる。 

 

図表 III-9 幅広調査の結果から見える考察 
 Stage１：課題の特定とｱｼﾞｪﾝﾀﾞ設定 Stage2：分析・ｿﾘｭｰｼｮﾝ開発 Stage3：政策や社会への知見の実装 

Stage
ごとに
見える
考察 
 

 研究概要が分かる形で研究側がﾒﾃﾞｨｱや
既存ﾈｯﾄﾜｰｸを通じ、積極的に成果発信を
して研究可能な範囲が見えることが重要で
はないか。 

 行政と研究をつなぐｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの存在は
重要で、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰに適切な人事上の処
遇があることが必要ではないか。（また、利
益に直結しない緩やかな人的ﾈｯﾄﾜｰｸも重
要。） 

 行政側の求めている事項（特に住民ニー
ズなど）が不明確なケースも多く、行政側
のニーズやビジョンが協議開始時点から大
枠でも伝達できると良いのではないか。 

 研究にはﾁｬﾚﾝｼﾞﾝｸﾞなものもあり、必ずしも直線的、当
初計画通りに進まないこともあるが、研究側のﾀｲﾑｽﾊﾟﾝ
と、行政側のﾀｲﾑｽﾊﾟﾝに折り合いをつける譲り合いが
必要ではないか。その際、研究者の言語も行政側のﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの言語も分かる仲介者が重要か。
（ﾀｲﾑｽﾊﾟﾝに連動し行政側の必要とする住民調整な
どがかえって研究側のｽｹｼﾞｭｰﾙを遅滞させる要因にもな
るため、行政側と研究側のそれぞれ得意な部分を積極
的に補いあう分担見直しも必要か。） 

 行政側の体制構築（専任体制や人事異動の回
避）の工夫によっては、研究中に行政側がﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ
を高く維持することができ、研究側のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向上に
寄与するのではないか。また人事異動等によって行政
側の知見やノウハウが薄れてしまうことを避けられるよ
う、基盤的な研究や統計リテラシーを高めることも必要
ではないか。 

 政策反映のｺﾞｰﾙｲﾒｰｼﾞ（対象先、時
期、内容の粒度）を事前にすり合わせて
おくことが必要ではないか。（ﾁｬﾚﾝｼﾞﾝｸﾞ
な研究の場合はその前提を共有すべきで
はないか。逆にｱｳﾄﾘｰﾁ等を重視する場合
には、当初から行政・研究双方で合意す
べきではないか。） 

 行政側が、研究側の持ちにくい研究側、
学術界以外へのｱｳﾄﾘｰﾁﾁｬﾈﾙを提供する
ことが発信を促すのではないか。 

 

 

上記のとおり、幅広調査の考察と共通した部分が深堀調査の考察でも見受けられ、事例のストーリーを追っていくことでいくつかの障壁を克服するヒ

ント（コーディネーターの設置など）が得られたといえる。 
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(4) 各事例の詳細な聞き取り概要 
４事例に関連した個別インタビューを下記のとおり実施した。 

なお、事例１の研究側については、オープンフォーラムにおける概要と重複するため、Ⅵ章を参照

されたい。また、事例４については、行政側の直接の担当者へのインタビューは実現しなかった。 

① 事例１ ＡＩを活用した、長野県の持続可能な未来に向けた政策研究について（行政側） 

「AI を活用した、長野県の持続可能な未来に向けた政策研究」長野県 聞き取りメモ 

日時：2020 年 3 月 2 日（月） 13:00-15:00 

場所：オンラインインタビュー 

対象：長野県庁企画振興部総合政策課 宮脇様 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

 

（１）研究者との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

①研究の始まり、テーマ設定の経緯 

 2017 年 9 月に、広井先生の研究グループが「AI の活用により、持続可能な日本の未来に向けた

政策を提言1」（京都大学、日立製作所（日立京大ラボ））を発表したことを、知事はじめ県の関係

者が新聞報道で知り、関心を持った。12 月には、東京で広井先生から直接話を聞いた。 

 AI 活用に関心を持ったのは、県の総合 5 か年計画を策定（2016～2017 年度に議論を重ね、2018

年 3 月に策定）している中で、①EBPM を進めていく上でのツール、きっかけになるのではない

かと考えたこと、②持続可能な未来については長野県も問題意識を持っていたこと、がある。 

 長野県と日立京大ラボとの間でメール、電話でのやりとりを行い、2018 年 5 月に、日立京大ラボ

（京都市）で最初の打合せを行った。研究のテーマや進め方を固める前に、事務レベルで課題や

検討項目を整理することが主なミッションだったが、顔合わせや、ベースとなる知識や認識の共

有ができたことで、研究にスムーズに入っていくことができた。 

 2018 年 7 月には、広井先生、日立京大ラボ、MURC、長野県の関係者が日立京大ラボに集まり、

研究のテーマ、進め方などを決めた。2017 年に日立京大ラボが取り組んだテーマの長野県版とい

うことで、まずは「持続可能な社会を実現するために」というテーマに取り組んでみて、その経

験を活かしながら、「リニア中央新幹線の開業効果を高めるために」というテーマに取り組んで

みようということになった。 

 前例である 2017 年の日立京大ラボの取組を教えてもらいながら進めていくという感じだったた

め、研究者側との認識のずれを感じるようなことは特になかった。 

②作業量、成果の見込み 

 作業量については、初めての取組で見込みを立てるのが難しかったので、年度内に終えるという

大枠のスケジュールを立てた。2017 年の日立京大ラボの事例を参考に、１テーマ当たり３か月と

した。 

                                                        
1 http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2017/09/0905.html?__CAMCID=lknjlhToJY-
387&__CAMSID=DiOhCBGdccgvBh-
18&__CAMVID=GDoHcBGDcCGVbH&_c_d=1&_ct=1583274362714 
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 実際には、「持続可能性」はテーマが広範な上、試行錯誤を繰り返したため、予定以上の時間がか

かった。「リニア」は、その経験を活かして、できるだけコンパクトに実施した。 

 研究の成果については、自治体をフィールドにした初めての実証研究ということで、有意な結果

が出る、出ないも含めて成果であると考えていた。長野県では、総合５か年計画の『学ぶ県組織

への転換』という項に、「科学的データや証拠に基づく政策形成（EBPM）を重視するとともに、

AI（人工知能）など先端技術を用いた将来推計手法を活用するなど、政策形成能力の向上に取り

組みます2」と掲げていて、政策形成の過程も重視している。実際に、研究に参加した若手職員か

らは、政策を立案する際、因果関係を考えること、俯瞰的視点を持つことの重要性を再認識した

という声や、その訓練になったという声が多く聞かれた。 

 

③住民との関係 

 この研究を進めていくうちに、AI を使って何かものごとを決める場合には、住民や議会への説明

責任をどうやって果たすかが重要な論点だということを改めて認識した。 

 この研究では、AI を使う部分を明確にして、それ以外は人間がコミットすることで、一連のプロ

セスを理解、解釈できるようにしている。 

 

（２）協働の開始＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞ 

①人員の確保―ワークショップ 

 県の人員としては、総合政策課の担当者 1 人（宮脇氏）と、「持続可能性」のテーマについては、経

済、社会、環境分野の企画担当課から各１人、統計室から１人の若手職員に加わってもらった。 

 担当課には、事前に趣旨や進め方などを説明していたため、係数設定など作業量の多い時期には、周

りの職員のサポートも得られた。 

 「持続可能性」のワークショップは、9 月に長野県庁で、県の職員と、日立京大ラボ、MURC の約 10

名で行った。テーマが広範な上に、参加者全員で意見を出し合いながら進めたため、丸２日かかった。 

 ワークショップは、2017 年の日立京大ラボのやり方を教えてもらいながら進めた。参加者の人数が多

かったため、ファシリテーターを決めたり、それぞれの得意な分野に応じた役割分担ができれば良か

った。扱うテーマが大きいと、メンバー構成や役割分担、進め方に工夫が必要である。 

 事務局的な部分は長野県が担当したが、やり方を教えてもらいながら作業を段取り、進めていくには、

難しい面もあった。 

②関係課とのやりとり 

 「持続可能性」は、初めて取り組むテーマで必要なマンパワーが見込みにくかったため、経済、社会、

環境分野の企画担当課と統計室という最小限のメンバーに入ってもらった。「リニア」は、担当局と

現地機関（上伊那、南信州）に入ってもらった。 

 ワークショップのように集まらないとできないようなもの以外は、Web 会議を積極的に活用した。特

                                                        
2 
https://www.pref.nagano.lg.jp/kikaku/kensei/soshiki/shingikai/ichiran/sogokeikaku/documents/chap
ter7.pdf 
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に係数設定は、皆の疑問や課題を持ち寄って、解決方法を共有しながら進めていく必要があったため、

Web 会議を高頻度で行った。 

 「持続可能性」は 700 近く、「リニア」は 400 超の係数を設定したため、かなりのマンパワーを必要

とした。 

③当初予定からのスケジュールの遅れ 

 当初は８月～10 月で「持続可能性」、11 月～１月で「リニア」のテーマに取り組む計画だったが、

「持続可能性」が 1 月までかかってしまい、「リニア」を 12 月～２月に同時並行で進めざるを得なか

った。「持続可能性」に時間がかかったのは、キーワードを因果関係でつなぎ、係数を設定していく

作業に試行錯誤を繰り返したため。 

 係数設定は、疑問点があるたびに研究者に確認しながら丁寧に進めた。作業マニュアルがあると良か

ったのかもしれないが、この試行錯誤がマニュアルづくりにつながっていくという順序なのかもしれ

ない。 

 作業には手戻りもあったが、皆で協働していたこともあり、職員のモチベーションが下がることはな

かったと思う。 

④研究者との視点の違い 

 研究者との視点の違いについては、ユーザー（行政）と立場が違うので、全くないということはない

と思う。 

 この取組は始まったばかりで、いつまでに、どういうところを目指す、というものがはっきりしてい

るわけではない。色々な人が色々なやり方でやってみて、課題を少しずつクリアしていく中で、だん

だん見えてくるものなのかもしれない。 

 実際、研究を始めた頃に思っていたことが、後になって、やっぱり違うかなと思い直すようなことも

あるので、決め打ちしないで試行錯誤を繰り返していければと思う。 

 

（３）＜Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

①研究成果の発表と発展 

 研究成果を発表する段階で、政策研究なのか、政策提言なのかという議論はあったが、取組の実情に

合わせて政策研究という表現を使った。 

 この公表のトーン（政策提言ではなく、政策研究として扱うこと）については、総合５か年計画で、

学びながら取り組む、EBPM の一貫として取り組む、という位置付けがなされていたため、自然な流

れだったと思う。 

 実際の政策づくりに活用するというレベルで考えると、まだクリアしなければならない課題は多い。 

②研究者と行政の間の期待値の差 

 行政側の期待は、研究者に受け止めてもらえていると思う。 

 研究者側が行政に何を期待しているかについては、スケジュールが押したこともあり、あまり聞くこ

とができなかったが、色々な取組が行われているので、率直に意見交換をさせていただければと思う。 
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③今後に向けて 

 現在は、昨年度取り組んだテーマのうち「持続可能性」について、精度の向上を図るべく、研究を進

めている。キーワードの抽出、因果関係の付与、係数の設定、どの部分も奥が深くて、検討、改善の

余地がたくさんある。 

 AI の出した結果が唯一無二の答えというわけではないので、AI に投入した因果連関モデルについて、

キーワードや因果関係、係数を入れ替えると結果がどう変化するのか、複数のシミュレーションを行

いながら、より良い政策を探していくといった使い方もできれば、と考えている。 

（以上） 
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② 人工知能（AI）を活用した児童虐待対応支援システム（研究側） 

三重県児童相談センター×AI 産業技術総合研究所 研究員 高岡様 聞き取りメモ 

日時：2020 年 3 月 17 日（水） 9：00-10:00 

場所：オンラインインタビュー 

対応者：産業技術総合研究所 研究員 高岡様 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

（１）行政との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

 研究の取り掛かりであるリスクアセスメントシート作成のきっかけは、2010 年度に三重県で１

か所の児童相談所で2人の死亡事例があったことにある行政側からのオーダーで研究者伝いに高

岡氏の元に話があった。自身も現場での非常勤勤務歴を経たうえで、研究職（当時は千葉大学に

2011-2013 年度在籍しており、2013 年度より学術振興会特別研究員 PD＆海外特別研究員。）に在

籍しており、声掛けがあるまでの間もこの分野の KPI の整理やリスクアセスメントの意思決定に

関する統計分析等を継続的に行っていた。したがって、研究側としても KPI 設定やリスクアセス

メントの判断・意思決定について見たいという気持ちや、（国レベルの実用的なアセスメントシ

ートがないということもあり、）現場の課題感としても実用的なアセスメントシートが必要だと

いう問題意識を持っており、モチベーションを持って協働ができた。 

 三重県からは委託費という形で予算を得ていたが、それだけでは研究費用すべてを賄えない部分

もあるため、自身でも研究費を捻出していた。事業目的については行政と研究側の相互で、ある

程度合意があったように思う。 

 現場の経験からも保護の基準が曖昧であると思っており、現場に実用できるモノサシを作りたい

と思っていた。海外の事例も参照しながら、通告があった段階からいくつかの段階で Danger （今

ここにある危険）と Risk（将来的な危険）との見極めを行う必要があるが、これらを上手く整理

する必要があった。 

 始点においても、課題設定（アセスメントシートを作成）が明確であった事業といえ、行政と協

働的な関係を維持できた。 

 （政治的なオーダーで始まった事業ゆえ政治的なリスクについてどう考えていたかという質問

に対して）行政の仕事ゆえ、政治的な要因があることは付き物だと思っている。（政治も含め）行

政側のビジョンと自身のビジョン（子どもの虐待の再発を防ぐ）が大きくずれていないので問題

として感じなかった。自身は元々基礎研究より応用研究を行っており、研究自体の捉えも「子ど

もの安心・安全な社会を作るために実務、研究、技術開発、教育、政策研究のすべてが必要」と

いう考えを持っていたため、研究はあくまでそういった社会の実現のために必要な１ピースであ

ると考えていた。児童相談所も公的な機関である以上、政治、政策、法律などの制約の中で検討

すべきイシューであることも自明であった。そういった認識から、政治的なプレッシャーもあり

つつ、子どもの安全を守るというビジョンの元、現場と共同できたと言える。 

 

（２）アセスメントシートの開発＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞ 

 2013 年度の事業着手時点で研究者側には「リスク計算の自動化（今でいう AI）」を目指しており、
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そのことも WG で三重県側にも伝えていた。しかし行政側は当時データ分析結果の利活用とい

うものへの実感のなさもあり、夢物語という捉え方をされていたかもしれない。全体の長期設計

としては①問題の現状を評価する段階、②現状の理由を探索する段階、③予測を立てる段階、④

予測に基づきより良い対応をリコメンドする段階を研究者側でイメージしていた。 

 2013 年度の研究は WG を中心に、①問題の現状を評価する段階、②現状の理由を探索する段階

の 2 つの段階を毎月繰り返していた印象である。WG において KPI の設定も協議していた。WG

形式になったことは、研究者自身も三重県のローカルな事情については分からない部分もあるの

で、中堅～管理職の児童相談所の職員や児童相談センターの職員の考え方や地域性への配慮を含

めて協働できた点において良かったと感じている。 

 本調査では KPI の設定が非常に難しかったと言える。この KPI の設定において現場とのコミュ

ニケーションを密に取らせてもらい、（KPI になりうる）現場の課題が多すぎる状況を丁寧に整

理していくことにした。2013 年度、当初何をするのが現場の本調査として意味があるかについて

ブレストを 3 ヶ月程繰り返し、現場の課題を出してもらうようにした。ブレストの結果、マンパ

ワー不足による疲労、スーパーバイザーの質、受け入れ可能な保護所の児童人数（キャパシティ

等の政策的課題）、担当者間の性質の違いによる良さと悪さ、一時保護基準などの課題が浮き上

がった。また、都度データを集め、少数であってもデータ分析結果を提示することで現場でも保

護基準がバラバラであるということについて共通の課題認識を少しずつ持つことができたと考

えられる。 

 合意形成のプロセスを重視していた背景として、自身の現場経験を踏まえると、現場で勤務して

いると、例えば福祉行政報告例のクロス表の列と行の合計値が合わなくても良いのでは、という

感覚の方もいる。職員の中には、リスクアセスメントの類も含め、報告書などは付けるのが面倒

であり、後から記載することが多いと感じていた。だからこそ現場で実用的な点を重要な落とし

どころとした。 

 但し自身は 2013 年 8 月からカナダに留学（統計解析及び現場フィールドワーク、コンピュータ

ーサイエンスの分野）しており、三重県とのコミュニケーションは 1 か月に 1、２回程度の Skype

等のオンライン会議が主になっていた。最初はオンライン形式のコミュニケーションに行政側も

懐疑的だったが、「やったらできるもんだな」という感覚に変わっていった。 

 分析途中での行政側との合意形成の様子は、最初は「研究なんて使えるのか」「データを集めるこ

とで業務負荷が増えた」という行政側の研究に対する懐疑的・批判的な視点について、1 つずつ

活用できる答えを返すようにして、徐々に合意形成ができてきたように思う。もちろん職員全員

からの理解と信頼が得られているとも思っていないが、多少の温度差があろうと、目的であるビ

ジョンは一緒であると思いながら進めてきている。また、データの分析結果を（オンラインであ

っても）事前配布だけでなく、フェイストゥフェイスで説明し、現場が気になる点はすぐリアル

タイムでその機会に話し合えるように意識しており、コミュニケーション（コミュニケーション

のための時間、渡航費用含めて）を取ることは厭わなかった。三重県側も自身の帰国スケジュー

ルにあわせて打ち合わせの場を設定してくれたのがありがたかった。 

 コミュニケーションを大切にしていたことの背景には、自身のゴール設定として AI（データ分析

の利活用）の実装にはデータ自体の収集（担当者バイアスをなるべく少なくするため、何のデー

タを、いつ、どこで、どのように、誰が集めるのか）と、分析結果のチューニング（AI のパラメ
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ータチューニングまで）を継続することと、データ分析結果を見た現場職員の印象との間の揺ら

ぎを調整する（現場が求める結果と研究者がした結果の摺り合わせや、研究結果自体が現場職員

にとって納得できるものかどうか）ことを掲げていたことがある。 

 研究体制としては、2014 年度までは 1 人でやっていたが、研究に対する研究の過小評価（研究な

んて使えないという評価や、研究に協力する義務はない、研究に付けるお金があるなら人を雇う

お金に付けるべきではないかといった現場の意見等を含む）の声も背景として、2015 年からは山

本恒雄先生にも協力を仰いだ。自身から山本恒雄先生にお声掛けをし、参加協力を得たので三重

県にも正式に報告した。 

 現場からの改善提案は歓迎すべきものだと考えていたため、その改善提案の一つとして家族のス

トレングスを大切にしたいという意見をいただき、その家族のストレングスに係る情報を入力で

きるようにしたことなど。 

 但し自身として大きく研究計画が変更されたという感覚はなく、「計画変更」よりもアジャイル

型の研究といった方が適切なように思っていた。というのも、自身は前述のとおりコミュニケー

ションに時間を掛けることには全く問題を感じておらず、計画が横道に逸れることは歓迎すべき

ことだと考えている。むしろ自身は研究と実務、開発、教育研修をアジャイルで回していきたい

と考えているし、現場にいた経験からどうしても行政側は政策決定が揺れることや人事で知見が

引き継げないことも含めた形で研究計画の再設計や調整を行う必要があると考えていた。 

 こういったアジャイル型の研究に研究者が慣れていることや不確実性への耐性があるのは、自身

が現場経験があることと、研究としても不確実性を扱う分野（ベイズ推論など）に親しみがあっ

たからかもしれない。いずれにしてもこういった不確実性の高い研究分野でもモチベーションが

高くできるのは、日本での先行研究があまりなく、オリジナリティの高いプロジェクトとして、

子どもにとっての安全な社会を現場と研究者として一緒に作っていくというビジョンが共通し

ているからであった。日本ではこの手の研究が少なく、海外にはリスクアセスメントシートなど

はあるが仕組みも法律も違うため、全てを欧米のように真似すればいいというモデルでもないこ

とから、一から現場と作っていく点に面白さがあるとも言える。 

 分析途中の段階で行政に対して困った点をしいてあげるとすれば、「明日までに本庁に見せない

といけない」といった急なオーダーがあったりしたことだが、行政のよくあることで、現場側も

困っていることのため、そこは研究者として尽力した。他に研修で自身が現場の職員にデータ分

析結果を伝えても心に響かなかった内容でも山本先生が同じ内容を現場の実状に合わせて伝え

ると、明確に現場職員に伝わる部分もあり、その点は若手研究者として不甲斐なさのような感覚

もあったが、こういった部分は自身の力不足と捉え、逆に山本先生から学ばせて頂いている部分

でもあった。 

 他には、行政側の統計リテラシーについても、途中研究者側で意識すべき点があった。分析途中

段階から行政職員の側に AI に対する幻想のようなものが生まれてきた部分もある。これは現場

の職員にはきちんと伝わっていても、議員や本庁からの質問で「虐待死亡事例を AI でゼロにで

きる根拠を示すように」などの無理なオーダーもあったように記憶している。また統計結果に通

常の頻度論におけるデータ分析に慣れた人からは、ベイズ統計や機械学習の結果提示については、

P 値で示さないので、その結果の見方が慣れないと指摘されることもあった。 

 行政はうまくいった事例でないと税金である予算を付けられない背景がある。だからこそ、実証
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実験などのトライアルでは、結局自身や産総研での大型予算を獲得するしかない。 

 （行政側の不条理さについて寛容であることについて）①経験と②Respect があると思う。①経

験については、自身も児童相談所で働いていて非効率な現場を知っていたということ、また厚労

省の仕事もしていた経験からデータがなければ定性的にエビデンスに基づかない政策決定をせ

ざるを得ない部分があることを知っていた。②Respect については、最前線にいるのは現場の方

で、現場では判断の難しいケースに対応し、直接子どもを守ることができるのは現場の方々のお

かげであり、現場の方々にしかできないことである。だからこそ、子どもの安全を守るためには、

子どもの安全を守る現場の人達をサポートさせて頂くという研究者の思いがある。この 2 つの要

因ゆえ、行政からの多少無茶なお願いがあったとしても耐えられるし、研究者として耐えるべき

だという矜持を持っていた。 

 

（３）アセスメントシートの政策活用について＜Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

 アセスメントシート自体は、行政予算という視点では一旦区切りをしているが、当初の計画時点

からアセスメントシートを毎年度更新することについて行政側と合意を得ているので、更新や定

着のための研修や管理職への説明は継続している。三重県のアセスメントシートは、虐待死亡事

例を契機としたため三重県の当時の状況に沿ったアセスメントシートを当初開発しているが、状

況変化に応じどんどん変更・改善されていくものだと思っている。 

 現在、自身は研究フィールドを、三重県を越え、全国共通のアセスメントシートづくりに拡大し

ている。 

 行政側の評価については、知事の評価次第という感じがあり、知事からは一定の評価を得ていた

ように思う。トップの評価を得ることが、ある程度行政の意思決定において意義があることも感

じた。 

 評価はそれなりにあったように思うものの、政策立案にまで直接的に繋がっているという実感は

まだあまりないものの、現場、本庁の職員のリスク認識の高まりや、一時保護所の不足感などを

実感してもらえるように、少しずつの変化は感じる。しかし B/C 分析に足るほどのデータや、予

算獲得のためのエビデンスという観点ではまだ十分と言えず、この点は長期的にデータ収集から

政策に使えるデータ分析までの課題だと思う。 

 政策立案に繋げるためにはおそらく議員の力やロビイングが必要になるが、議員は新しいものに

関心が高く、継続的かつ長期的な児童虐待対応における政策提言はあまり期待できない。また、

新しいものには誤解を含めて過度な応援も、エビデンスに基づかない恣意的な批判も両方あるよ

うに思う。そのため、議員に対し正確な理解を促すことも欧米同様に必要だろう。EBPM を進め

る上では、議員だけでなく知事の任期などコンサルが行っているようなポジション分析も行うこ

とも重要と考えられる。 

 現場職員の研究への信頼について、職員によっては、こういったデータ利活用や新しい仕組みに

対する心理的な不安があるのだろうと思うので、そういった心理的な障壁も含めて丁寧に説明を

続けていくことが必要なのだろう。ベテラン職員も含めた現在のデータを次なる現場の担い手に

繋げていきたいという思いを伝えていきたい。 

 （協働先を増やす予定に関する質問に対して）本来、AI や IoT 実装には、ファンコミュニティを

増やしてから世にリリースされていると思う。 
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 今後の展開について、研究助成金だけで続けていくことは難しいと思っている。というのも、研

究の枠組みになると行政側とフェアな関係にならず、お願いする研究者とお願いされる行政側と

いう立場になりがちである。行政にとっても必要な課題解決のスキームであり、そのために行政

が研究をしていくという風潮が欧米だと普通である（アメリカなどでは児童相談所に研究部門が

併設しているところが多い）が、まだ日本はそのレベルにない。研究費の支給という形態で見て

も、研究予算は新規性のある研究にお金がつきやすいが、長期的な研究（例：コホート研究など）

には予算がつきにくい。持続可能性を考えると価値を作る民間サービス化を視野に入れていくこ

とが必要不可欠だと思う。（現場のナレッジをつなげている介護系の民間サービスも参考になる

と考えている。）こういった取組は持続可能性を持つべきだと思っており、産業界やソーシャル

アントレプレナーの仕組みも参考にしながら、政府だけに任せるのではなく事業としてビジネス

面でも価値を出すことに力点を置く必要があると考えられる。 

 より実装に繋がる AI にしていくという研究を現在続けているが、データのプラットフォームの

構築とデータの標準化、個人情報保護法の修正（秘匿性と利便性のバランス）などにも今後取り

組む必要があると思っている。特に AI の予測結果に対して現場が腑に落ちるためには、データ

と現場の間のチューニングが必要であるためこの部分の現場とのコミュニケーションコストを

惜しまないように引き続き意識したい。 

 （三重県のあとフィールドを厚労省の調査研究にも広げたことについて）データを使う行政側が

どう使いたいと思っているかを予め把握し、調整しておかないと協働は形骸化すると思っている。

現在厚労省の作る全国共通のリスクアセスメントシートは自由記述形式でデータが集まらない

という問題を抱えているので、全国レベルのリスクアセスメントシートを改良することに取り組

んでいる。しかし全国レベルのものが単一に一つあれば良いという意味ではなく、各地域の地域

性を踏まえたチューニングが必ず必要になるので、この点も厚労省に理解と協力を御願いしてい

く必要があると思っている。 

（以上） 
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③ 人工知能（AI）を活用した児童虐待対応支援システム（行政側） 

三重県児童相談センター×AI 三重県 児童相談強化支援課 聞き取りメモ 

日時：2020 年 2 月 26 日（水） 15：00-16:00 

場所：三重県児童相談センター 

対応者：三重県児童相談センター児童相談強化支援室 室長 川北様、児童相談強化支援課 課

長 村田様 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

 

（１）研究者との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

 三重県では平成 24 年度に発生した 2 件の死亡事例についての検証が行われ、再発防止に向けて

の提言がまとめられた。特に大きな課題として、どういった判断で一時保護をするか、というこ

とが挙げられた。この危険度の査定について、これまでは各児童相談所での判断だったが、事件

を契機として、何らかの判断基準が必要だと考えた。（なお、三重県は 5 つ児童相談所があった

が、後述のように知事も引き続き虐待等について関心をもって取り組んでおり、現在は 6 つの児

童相談所に増設されている。） 

 高岡先生との関りの契機は県側からのアプローチによるもの。県としては、報告書を受けて海外

の文献の翻訳に取組んでいたが、知事より外部研究者にリスクアセスメントの日本語訳を委託す

るよう指示を受け、当初声を掛けていた別の先生に事情があり、高岡先生に繋がった。この県側

からの要請を受けて、現場の職員の意見を踏まえながら研究者とともにアセスメントシートを開

発した。 

 なお、高岡先生は児童相談所の課題提言時点では一切の関与はなく、提言を受けてからの相談で

あったようだ。 

 最初のアセスメントシート開発については、依頼形態は委託であった。高岡先生に委託費という

形で依頼をしていたようで、委託仕様も探せばあるだろう。しかし、委託仕様の決定に至るまで

のやりとりについては、課長・室長とも当時は別の部署にいたためわからない。 

 おそらく当初の委託仕様では、危険度の判断の的確性を担保し、またアセスメントツールが先行

している海外事例の調査にも基づきながら、アセスメントツールを開発するという依頼になって

いた。また、一時保護判断に当たっての意思決定の明確化や、エビデンスに基づく判断のバック

アップに寄与するものにするようにという指示も記載されていたようだ。また、こういったアセ

スメントシートの開発が児童相談所の決裁を効率化することや、人的資源の効率性確保にもつな

がるように、ということも目的としていた。 

 別紙資料に記載の虐待対応のポリシーについては、アセスメントシートを作る前に先立って、県

独自の方針を立てよう、ということになり、3 つを定めた 

 ポリシーの 1 つ目は、保護者の関係性維持よりも児童の安全を優先すべきということである。今

でこそ（社会の風潮としても）当たり前の感覚、対応できているような感があるが、当時は画期

的だったように思う。そもそもこれまでは、三重県の方針というものもなく、ケースワーカーが

それぞれ個別に判断せざるを得なかった。（なお、現在は、介入と支援を切り分けるべきとの意見

もある。） 

 ポリシーの 2 つ目は、児童相談所が間違ってはいけないという概念を外すこと（傷があって虐待
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と確信を持てなくても、ケガがある時点で危険を察知するということ）。3 つ目は加害者を探すの

ではなく、安全責任に焦点を当てるべき（加害かどうかは司法の範疇）ということである。 

 こういったポリシーを背景として、アセスメントシートは緊急出動を検討する 6 項目と、一時保

護を検討する 15 項目が設けられた。これは、国のアセスメントシートよりも厳しいものになっ

ている。 

 アセスメントシートを使うのは児童福祉司だけでなく、通告直後の受理会議時点から職員全員で

活用しており、三重県のすべての児童相談所の、すべての通告ケースにおいて活用している。 

 アセスメントシートの活用の流れは、①通告があった際に受理会議にてアセスメントツールを基

に確認→②出動した場合には、そこでの情報をベースにしてアセスメントツールを再度修正、③

一時保護をしない場合はその理由を記載する、というもので、このアセスメントシートに情報を

入力しないと次の入力作業に進めないシステムとなっている。（開発当時から、アセスメントシ

ートが紙データでは、データ分析ができないため、システムにすることにしており、その際に、

手順の中に必須で入れ込み、データ収集をした。） 

 

（２）アセスメントシートが導入されはじめてから＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞＜

Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

 25 年度に開発を行い、26 年度にアセスメントシートを現場に導入した。しかし当初から一時保

護対応件数の多い北勢部は既にキャパ不足の感もあり、北勢部に限り 26 年度途中からの導入と

なった。導入による一時保護件数を見ると、別紙のとおり、27 年度の伸びが非常に大きいように

見えるのは、その背景がある。通告件数の伸び以上に、アセスメントシートによる一時保護件数

の伸びが増えている。 

 リスクアセスメントシートを現場で活用することの障壁としては、福祉行政職側から見ると、「な

んでも保護になってしまう」と反発があった。これは導入の段階よりも前の策定段階からで、非

常に強い抵抗感が一部であった。 

 研究者側が、作って活用してデータを集めて分析する、ということまでを見据えていた点が、職

員には研究のためと映ったところも見られた。 

 アセスメントシートが導入された際の行政側の反応も厳しく、一時保護所の定員がパンクするの

ではという懸念や、シートの Yes/No で判断できるのであれば、人間が行う必要があるのか、と

いうことで反発があった。 

 反発は全員に共通するものではなく、三重県の基準として使用するという職員には抵抗感は少な

かったが、（ある程度過去の経験を基に活動するような）ベテラン層は特に抵抗感があった。経験

数の少ない職員にとってはツールによって「三重県はこの方針なので！」と言い切れるため使い

やすいが、経験の多いベテラン職員にとってみると、例えば次のようなケースでは経験値と、ア

セスメントシートとのギャップが生まれる。（事例：発達障害のある子どもの対応に苦慮する親

については、あざがあっても、チェックシートに基づきすぐに一時保護をしても良くないのでは、

と思うケース） 

 導入された以上は活用しながら年数を重ね、分析に基づくフィードバックを得ていく中で、この

方向で三重県は進んでいくんだよね、という雰囲気で進みつつある。 

 研究者側にとって多くのデータを集めたいという意向もあっただろうが、システム上入力しない
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と、次の入力に進めないという必須の仕組みが良かったように思う。 

 （職員も全員がデータにアレルギーを持っている訳ではなく、一部はデータにアレルギーを持っ

ているが）今後の一時保護の在り方を考えると、データが集まっていく必要があるのではという

問題意識を持った職員もいた。 

 データアレルギーがある職員はフィードバック研修に参加しない訳ではなく、むしろ積極的に参

加して発言していたように思う。研修の参加率は全体的に良く、満足できない分析結果であれば

意見を積極的に研究者に伝えていた。研究者の高岡先生とは顔の見える関係性であったことも大

きい。また高岡先生側から見ると、現場の率直な意見を知りたいというニーズもあり、真摯に向

き合い、改善に協働してくれた。 

 行政予算は大きな問題が発生した後に予算がつくことが多く、2 事例があったためにこういった

アセスメントシートを作ること、その予算が確保出来た。（本来ならば大きな問題が発生する前

に予算がつき、対応できていることが望ましいのだが。） 

 研究成果の活用、については職員向けの研修という形でフィードバックを行っている。 

 県ではこのフィードバックを続けてもらうことと、分析を続けてもらうことをセットで、毎年度

継続して委託している。この研修は全国で虐待についての講演を行っている山本恒雄先生に講師

を依頼しており、形としては山本先生の従事者として分析担当の高岡先生がいるイメージだ。研

修が委託業務に入っていることで、データのフィードバックを職員が受けられ、現場の経験値と

してなんとなく思っていたことを裏付けるデータに基づく事実を理解し、次の保護ケースの実践

に活かすノウハウを得られている。 

 研修については、（当時）5 つの児童相談所すべてに年に 1 回行う、というもので常に高岡先生と

山本先生の 2 人の先生が来てもらうというものである。 

 行政側が予算確保を行うと費用対効果を示すよう財政部局に言われてしまうこと、また、3-5 年

スパンの長い事業の場合、成果保障が一層必要になることなどの要因から、こういった実験的な

取組には予算が付きにくい。 

 研究者側のインセンティブとしては、現場で実装した研究データの蓄積があることと、現場デー

タに基づいたシステムの仕組みを開発できるメリットがある。県の提供するデータについては、

県に返却させており、データの共同所有のようなことや利用許可などは与えていない。むしろ三

重県のデータは三重県のものでしかなく、三重県のビッグデータに基づく AI 予測も他の自治体

で必ずしも意味のあるものにはならないだろう。 

 実装により、現場の反発などはあったが、実際にアセスメントシートを取り入れることで保護日

数の短期ケースは増加傾向にある。これは、アセスメントシートが導入される前にためらってい

たようなケースでも、積極的に一時保護を行い、「早期に対応して早期に帰す」ということができ

るようになってきている。なお、別紙のデータにおける短期間の保護日数は基本的には家庭に帰

すことが出来ている。 

 アセスメントシートが導入されるまでは、一時保護をためらい、大きな問題があってから一時保

護していたため、家庭に返すまでに 2 週間以上かかっていたように思う。 

 このような別紙のデータが示すことは、アセスメントシートの導入によって、緊急保護をためら

わない意識の浸透を表している。 

 さらに虐待再通告率が低減していることも分かっており、一時保護件数増加に伴い保護者対応も
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多くなっているように思えるが、再通告が減っているというメリットも分かった。 

 また分析結果からは再発率が高いことの背景も導かれ、過去に通歴があることや、保護者が若い

こと、首から上の傷やあざがあることが有意な関係性を持っていることが分かった。 

 こういった研究者にとってメリットのある取得データによって導かれる事実によって、行政側も

（もちろんすべてではないが）なんとなく思っていた経験値的な部分が判然としはじめ、行政側

にとってもメリットを感じるようになったことで、さらに調査すべき内容、分析すべき内容がな

いかの改善を促進したのだろう。 

 なお、リスクアセスメントシート（H25）のあとに、ニーズアセスメントシート（H26）も作っ

ており、この策定のために 1 年間の WG を設けた。ニーズアセスメントシートは家庭の強みを見

られる性質のもので、現場では、家庭と相談しながら完成させていくもの。 

  

（３）AI システムツールの開発＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞＜Stage3＿政策や社会へ

の知見の実装＞ 

 平成 26年度から始まったアセスメントシートにより、有意な危険因子を見つけることが出来た。

この危険因子について「（子どもへの対応が）終わってから（事後的に）分かる」ではなく、そう

いったデータをリアルタイムに活用出来ればということになり、AI システムツールの開発をす

ることになった。この提案自体は高岡先生の方からだった。 

 AI システムツールは、タブレット端末を導入し、危険因子もアラートで出るようにしている。な

お、現在は実証実験中（2 児童相談所と 20 台数）の段階である。 

 AI システムツールが現実的にワークしたことの背景には、行政側にとっても使うメリットがあ

ったからだと思う。元々児童相談センターのシステムでは、ケースに関する報告を、帰社後にワ

ードなどで入力していた。しかし、この AI システムツールはタブレットで出先でも記録が入力

できる、デジカメなどの写真データよりも精度が高いなど、使い勝手が良かった。それゆえに、

記録データが集まっていったといえる。研究の協力のためだけ、では現場では絶対に広がらない

が、どこかに記入しなければならないのであれば、より使い勝手のいいもので、かつ更なる付加

サービス（重篤度や再発率の予測）がある AI ツールの方が良いということで、受け入れられた

のだろう。 

 予測機能のデータのみをもって即一時保護の判断をする訳ではないが、補助判断材料の一つとし

て活用している。アセスメントシートとの大きな違いは、事後的にデータを活用するのではなく、

一時保護の検討が必要なその場での判断材料として、データ活用が出来た点にある。 

 さらに AI システムツールにより、前述のとおり使い勝手がよく、出先で即時記録でき、現場に

いない職員にもデータが即時で共有できたことで、電話連絡の回数や帰庁を待っての会議、とい

うことが減り、業務効率化に繋がっている。時間外手当が減らせる可能性も財政的にもメリット

がある。＜行政側にとっても他部局にも+の影響を与える可能性＞ 

 AI システムツールの導入を行政側から振り返ってみると、確かに行政側にも、一時保護件数が今

後増えていく将来において、児童福祉司を増やすという国の対応に本当に対応できるのかという

不安感や、特にベテラン職員が指導に時間を費やされケース対応できなくなるのではないかとい

う危惧、国の対応方針への限界を感じていたこともあった。先々の人手（児童福祉司）が足りな

くなったときの対応という意味でも、職員にとっては AI システムツールは（SV にまでなるかど
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うかはわからないがそれに類する程度までは）活用できる判断材料になるという風にも考えてい

る。 

 実証実験中（２児童相談所と 20 台数）は使い方を覚えるなど一時的に現場職員に負担が増えて

いる部分もあるように思い、「研究に使われている」と思っている職員もいるだろうが、トップダ

ウンで進めているので、上手く進む部分もあるのかもしれない。なお、アセスメントシートの導

入当時はセンター所長が旗振りをしていたが、その後、知事からの要望も重なり、どんどん進ん

でいった。 

 （今後、高岡先生との研究が実証実験だけでなく拡大・継続されるかという観点では、研究者に

とってもメリットを提供する必要があり）三重県の農村部ではデータ数が少なく、研究フィール

ドとしては魅力がないかもしれないだろう。その場合は県としては他の類似自治体のケースも参

照せざるを得ないこともあるかもしれない。 

（以上） 
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④ ｿﾌﾄｳｪｱ産業における労働市場（研究側） 

ｿﾌﾄｳｪｱ産業における労働市場 同志社大学中田教授 聞き取りメモ 

日時：2020 年 2 月 26 日 11:30-12:30 

場所：同志社大学 

対象：同志社大学大学院総合政策科学研究科教授 中田喜文 様 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

 

（１）情報処理推進機構（IPA）との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

①関心を持った理由 

 同志社大学では 2003 年に文部科学省 21 世紀 COE プログラムに採択された。自身の問題意識は、

平成不況と言われる中でイノベーションによって日本の国際競争力を高めることであり、その一

環で様々な研究プロジェクトを統括していたが、次第に研究統括だけでは飽き足りないと考える

ようになった。 

 特に、イノベーションと自身の専門との接点はそのイノベーションを生み出す研究者・技術者で

あり、専門領域と日本の再生がつながると捉えることができた。そこで技術者の研究を始めたが、

徐々にソフトウェア産業の技術者に軸足を移すようになった。日本はものづくりの技術者が強い

社会環境だが、社会における価値の源泉が徐々に遷移する中で、技術者全般の中でも特にソフト

ウェアが重要だと思うに至った。しかしながらソフトウェア技術者に関しては先行研究が乏しか

ったことから、それを研究しなければと考えて軸足を移していった。 

 友人でもある國井秀子氏は日本のソフトウェア技術者の先駆け的存在で、価値創造を自ら担って

きた人物であるが、あるとき國井氏と話していて情報処理推進機構（IPA）の話題になった。國

井氏は研究のアドバイザーとして関与しており、ソフトウェアに関する基礎研究を奨励したいと

考えているが社会科学系の研究がないため、応募して助けてくれないかと誘われて、公募に提案

することになった。 

 自身はそれ以前にも技術者全般についての研究をしてきたが、ソフトウェアとハードウェアの技

術者の違いについては深められていなかった。IPA を契機として、そのようなことを意識し始め

た。 

②研究のゴール 

 ソフトウェア技術者たちがクリエイティブに仕事をできる環境を作りたいと考え、それを研究の

ゴールに設定していた。 

 國井氏は、自身が公募に提案した時点ではアドバイザーからは外れていた。IPA では情報サービ

ス産業協会（JISA）の会長が公募プログラム（RISE）の審査委員長をする慣行があり、当該の 2014

年度の公募でも、やり取りしていたのが JISA の会長横塚裕志氏だった。 

 

（２）協働の開始＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞ 

①研究計画の修正 

 研究の採択時よりも、採択後に進捗報告をする中で、研究計画への修正依頼があったことのほう
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が多かったように記憶している。初期段階ではある程度はフリーハンドだったが、徐々に成果を

出し始めてやり取りする中で、大幅な修正が出てきた。 

 具体的な修正事項としては、生産性指標に関することよりも工程管理のほうで議論したように記

憶している。研究者は COE や科研費などでフリーハンドに研究することに慣れており、研究の

審査を通過するとフォローを受ける機会が少ない。一方で、IPA では研究開始後もきっちりフォ

ローするので、〇〇年目のこの段階では〇〇の部分が遅れているのではないか、といったプロジ

ェクトマネジメントをする。非常にしっかりやることに驚いたものの、一緒に研究を作っていき

たいとの意欲が強かった印象である。 

 研究者は研究が好きなので、あるフェイズでは時間をしっかりかけることを良しとする。それで

よいものを作れば学術的な貢献になると考えるし、論文としてアウトプットが出せれば自分も周

囲も問題視しない。そういった経験を積んできた中で、IPA はやってほしいことを具体的に伝え

てくるため驚いた。ただし、研究者が公募に提案を書いたからには、それはそれでやり切る大切

さを感じた。 

 研究者は理論的枠組みを土台にするため、先行研究を丁寧に分析するなど、知的好奇心が向くと

ころに集中してしまいがちである。本研究ではそれが 1 年目にあり、IPA と現状の評価に対する

差異が生じることになった。例えば、生産性の概念に対する考え方を構築する際、ソフトウェア

技術者の生産性は掴みどころがなく、理論として可視化する難しさを感じたが、IPA ではそれを

曖昧にしたまま進むことを選んだ。研究者としては、生産性の本質が曖昧なのであれば指標化は

本来的にはよくないかもしれず検討が必要だが、IPAでは活用できるアウトプットが欲しいため、

曖昧な状態のままでも前進しようとしていた。 

 互いに合わない部分があり、互いに譲った。例えば、プログラムとして 1 万行で書いたものを 100

時間で割る、といった生産性の古典的な概念もあるが、本来はナンセンスなやり方だが、IPA で

は多面的な指標の 1 つとして把握しておきたい（過去との比較もしたい）との希望があった。新

たな指標を作りつつ、既存の指標も活用する、といったことが行われた。 

②大学側のコーディネーター 

 研究所のオフィスマネジャーは、もともと京セラの執行役員として活躍した方で、自身も博士号

を持っており、R&D 部門の役員も経験していた。民間企業側での産学連携の経験もあるなど、実

績が豊富だった。プロジェクトマネジメントも研究のことも理解しており、すごく苦労したと思

うが、IPA とのやり取りの調整役を担ってくれた。 

 オフィスマネジャーの役割は、研究所が当時の COE で建てられた大所帯で、最大 20～30 件のプ

ロジェクトが同時並行しておりマネジメントだけに忙殺されてしまっていたところの支援であ

る。オフィスマネジャーが来た時点でも 10 件ぐらいのプロジェクトが実働しており、個別の状

況を丁寧に見る時間的余裕がなかった。そこで、オフィスマネジャーが現場の情報を把握し、そ

れを基にセンター長が判断するスタイルを作っていた。 

③事務方とのコミュニケーション 

 サーベイでデータ収集をすると、例えば 1,000 人×200 問のような小規模なデータだったとして

も、データがエラーなく入力されているか、回答ミスがないか、といったクリーニングが必要に

なる。そのため、基本統計量を見ながら異常値を探したり、何か変だと思うことや仮説からずれ
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ていることがあればデータに戻って探したりして、行き来を繰り返しながらデータセットを作る。

これだけでもすごく時間がかかるが、このことはなかなか多くの人に伝わらない。さらに分析で

も同様の過程が生じる。 

 多くの研究は、直線的な変化はしないものである。しかしながら、IPA 側からは「まだデータセ

ットを修正してるのか、まだ次の作業に進めないのか」などと言われたこともあった。ほとんど

進捗していないように捉えられたことから、コミュニケーションが難しいと感じた。 

 審査委員会は JISA の会長をはじめ実業側、つまりソフトウェアを実際に開発したり使用したり

する人たちで、極めてよく理解してくれていた。委員会が開催されると、都度前向きなコメント

をくれるなど、研究の価値を理解し、励ましてくれたりして、研究者と IPA の間に立ってくれて

いたようにも感じた。 

④IPA への期待 

 IPA 自体は独立行政法人でもあるので官僚的な組織文化だったが、審査委員会からの意見に則っ

てやっていくことは、すなわち産業界の声を聴くという姿勢でもある。自らのミッションに照ら

せば、産業界を見て研究を実施するのが重要なのは当然である。 

 研究費としての使い勝手は悪かったため、研究所の自由予算から支出したものもあった。潤沢な

予算を十分に持っていないと、研究者はスピーディーな研究ができないが、本研究では恵まれた

環境にあった。 

 公募に対して提案をしたのは自分であり、やりたい提案を出したということが、まずは前提にあ

る。通常の研究助成とは異なるものの、請負という感じはなかった。企業との接触は以前からあ

り、自分のネットワークで調査もしていたので、特に IPA に手伝ってもらいたいということはな

かった。 

 データ収集の際にはグローバルなネットワークを活用でき、自身の研究費も一定程度は活用でき

たので、軸が変わったということもなかった。IPA にアウトプットを提供することで、ソフトウ

ェア開発企業へリーチできる可能性も高いということで、研究を社会に還元できるという点を考

慮してやった部分は大いにあった。 

 

（３）＜Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

①査読つき機関紙 

 IPA は研究と政策・社会との窓口になっているので、研究者としてはそれを大いに使いたいと思

っていた。学術誌では社会に還元したとは言いづらい面もあるが、IPA では特定の読者層が読む

機関紙を持っており、一般的に研究者がリーチできる人たちではないという面でもありがたかっ

た。また、日本のソフトウェア産業のコアに位置付けられる JISA の会長が審査委員長をするの

も、成果を享受し生産性を上げて競争力を高めていく当事者なので、よいことだと考えていた。 

 論文の内容が変わったことについては、アウトプットのズレではなく「変化」と捉えている。変

化はデータや分析の修正や多角的な分析の過程で、ふと気づくことがある。これは、いまデータ

分析をしていても講演をしていても同様に感じることである。こういったことも、一つの「進化」

だと位置付けられるのではないか。 
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②企業や行政への働きかけ 

 研究者の研究や発言が公式ルートでどれぐらい反映されるかというと、これまで取り組んできた

中では現実的には厳しいと感じている。やってきても達成感がなく、やりがいがない面もある。 

 そのためには、企業や産業を直接変えるほうがよほど効果的だし、企業が変わらなければダメだ

と思う。例えば、JISA がリーダーシップを取っていけばソフトウェア産業が変わり、日本の産業

が変わっていくはずである。そのため最近では、産業政策ではなく企業側に軸足を移すようにし

ており、以前はやらなかったが、現在はコンサルティングとして JISA 内部の委員会の委員長補

佐のような形で入っている。 

 自治体との接点はあまりない。部分的には京都市や京都府との接点はあるが、国よりははるかに

近い関係性であり、京都府でも産業政策担当の副知事と話せたりする。ただし、国の枠組みは重

要であり、政策を変えるならば本来は国の政策を変えるのが効果的であろう。産業界や労働組合

から行政への要望・政策提言は比較的行われているので、業界団体や労働組合など産業別の団体

が関係省庁に要望を持っていったり、関係議員に話をしたりするのであれば効果はあるのではな

いか。 

 ソフトウェア技術者の労働条件は数字で明確に出てくる。日本ではオーバーワークが世界的に突

出していることを様々なプレスが報道してくれたが、それでも個別企業の問題解決にはならなか

った。日経の「やさしい経済学」でも連載したが、企業の問題は起きてしまった。ペンは強いと

言うものの、それを読んだ企業がものを変えるにはまだまだ距離がある。 

 企業に変化を促すためコンサルティングで深く関与したとしても、最後には企業の意思決定があ

り、研究者はどこまで行っても外部者である。企業へのコンサルティングのほうが政策よりも近

づいている感覚はあるが、産官学の連携における研究者の悩みはいつまでもなくならないのでは

ないか。 

③共進化の推進 

 JISA とは白書を書くことになったが、これはアウトプットの一部であり、JISA の委員会には委

員長補佐（アドバイザー）の形でこれまで 2 年間出席している。2 時間弱の会議では毎回 30 分程

度、分析結果から感じたことを話す機会をもらっている。 

 現在は「働き方改革委員会」で、JISA の主要メンバーが委員会を構成しているため、企業トップ

が変える意思があればできる状況にはなっている。JISA も、研究者の話を聴きたい、研究成果を

使いたいと感じているようである。トップミーティングでの講演も依頼されるなど、協働に非常

に前向きになってきたと感じられる。少しずつだが、変化は着実に起きてきたのではないか。 

（以上） 

 

 

  



54 

 

⑤  ｿﾌﾄｳｪｱ産業における労働市場（行政側） 

ｿﾌﾄｳｪｱ産業における労働市場 情報処理推進機構 聞き取りメモ 

日時：2020 年 3 月 3 日 10:30-11:30 

場所：独立行政法人 情報処理推進機構 

対象：産業プラットフォーム部 兼 イノベーション推進部 リサーチグループ 小沢理康様 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

 

（１）研究者との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

 同志社大学・中田喜文先生の研究テーマは、IPA/SEC（ソフトウェア・エンジニアリング・セン

ター）が実施するソフトウェア工学分野の先導的研究支援事業（RISE）の 2014 年度の公募に対

して提案があったものである。SEC の体制は 50 名程度で、中田先生のプロジェクトを担当して

いたのは小沢氏一人であった。 

 RISE は 2012 年度から実施されたもので、公募枠のうち A 区分はソフトウェア工学に関する先導

的な研究、B 区分はソフトウェア工学の実践的な適用に関する研究、C 区分はソフトウェアが経

済社会にもたらす効果に関する研究で調査研究に近い内容となっていた。なお、D 区分は課題指

定研究である。 

 A 区分も B 区分も、純粋な研究ではなく社会に役立つ研究を募集していたが、製品を開発して企

業内活用や販売することも視野に入れたものであり、ソフトウェア工学およびその応用を扱う研

究が対象とされていた。一方で、調査研究が社会に活用されることも検討した結果、C 区分を設

けることになった。中田先生からの提案は C 区分に該当するもので、C 区分は 1～2 年目は提案

数自体が乏しかったが、初めて C 区分として採択されることとなった。 

 RISE の実施にあたっては RISE 委員会（外部有識者）からも意見をもらって運営してきた。2014

年度公募の RISE 委員会は 6 名の委員に公募区分の考え方、公募提案採択時の審査差だけでなく

研究の中間・最終報告評価にも関わってもらっていた。 

 予算は交付金ではなく、財団法人ソフトウェア工学研究財団からの寄附による基金を活用するも

ので、事業開始時は 1 提案あたり 1,400 万円が上限であった。しかし研究開始時期が 6 月で終了

が 3 月と実質 1 年に満たないことから、もっと時間のかかる研究も対象にしてもいいのではない

かとの考えから、期間が 2 年となる研究も公募提案の対象とし、金額は 2,800 万円を上限とする

ことになった。 

 中田先生の調査研究期間は 2 年であったが、期間中に中田先生側から 2 年間で終わらないので延

長できないかと話があり、RISE 委員会で協議した結果、最後まで研究を実施していただいたほ

うがよいだろうという判断になり、特例として半年間程度延長した。 

 

（２）協働の開始＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞ 

 研究者には進捗報告として 2 か月に 1 回、IPA に報告資料を提出してもらうことにしていた。ま

た、RISE 委員会も年 2 回開催し、中間報告・最終報告を求めることとしていた。 

 IPA では請負契約は一般的なものだが、外部委託は少なく、委託研究の経験は乏しかった。2 年
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間の研究計画の場合に、2 か月に 1 回の進捗報告はサイクルが短かったかもしれない。現在、3 年

間の教材開発委託事業では 3 か月に 1 回の進捗報告としている。 

 中田先生はそうではなかったが、多くの研究者は科研費をイメージして公募に提案してくる印象

がある。科研費であれば自由に使える余地も大きいようだが、RISE では経費が実施計画に基づ

いている必要があり、領収書や相見積などのエビデンスの提出を定めていた。この点で研究者か

らは「使い勝手がよくない」と言われることもあったが、IPA としては会計検査院から指摘され

る可能性もあるため、譲れるところと譲れないところがある。 

 RISE の事業がとりやめとなった背景には、公募の応募件数があまり伸びず、また、当初の目的で

あり研究の前提でもあった、ソフトウェア工学の研究の産業界での活用があまり進まなかったこ

とがある。研究はなかなか企業で活用されず、企業からの問い合わせがあっても共同開発などに

至る例は少ない。公募の提案段階では「企業でもこういった場面で活用されることが期待できま

す」などと書かれているが、実際にはうまくいかないことが多い。ただし企業との共同により研

究が継続実施されている例はある。 

 企業での研究成果活用にあまり積極的でない研究者もおり、「研究成果は公開しておくから、自

由に使って構わない」というスタンスの研究者もいる。一方で、企業からも「学生や研究者が作

ると品質的に不安」という意見もある。 

 当初計画では、中田先生の研究については成果を期待するものではあったが、成果につなげるた

めの実施方法等について注視すべき点があるとの考えから、研究計画をより実現可能性が高い内

容にすべきでは、との指摘があった。これは、ソフトウェア開発のプロジェクトは同じものがな

いため比較が難しく、ソフトウェア技術者の生産性をどう測るかについて非常に難しい面があっ

たからである。測定するためのデータ等取得するため、企業側に協力を求めなければならないが、

開発状況の情報を企業は出したがらない。このような点をどうクリアするか、考え方の修正を

RISE 委員会から求められた。 

 RISE 委員会では研究計画の修正を「できる範囲で検討してもらいたい」という姿勢であったが、

中田先生が柔軟に考えてくれたのは、RISE 委員会の意見に納得してもらえたからではないか。

また、RISE 委員会の委員は企業に所属している方々であり、研究者との対話や進捗報告を通じ

て大学の研究者の研究の進め方や考え方についての理解が進んだところもあったと思われる。 

 生産性の測り方という研究の軸になる部分で考え方の再考が求められたこともあり、当初予定か

らスケジュールに遅れが生じた。そのため、RISE 委員会でも「大丈夫なのか」「進捗が不安」と

いった意見があり、中田先生からの進捗報告を受けるだけではなく、事務局による積極的なスケ

ジュール確認が必要になった。とはいえ、新しいことに挑戦するのが研究であり、期限は定めら

れているものの委託研究でもあるので、ある程度先生に委ねるしかないと考え、バランスを取り

ながら進めた。 

 中田先生以外に、窓口担当をしてくれる研究補助者が同志社大学におり、その方が仲立ちをして

くれた。もともと同志社大学の産学連携関係のセンターにおられた方で、研究全体の進捗管理も

やってくださっていた。スケジュールだけでなく予算面でも、実施計画に沿った経費として認め

られるか等、支出の可否についての詳細な調整窓口となってもらった。 

 一般論として、大学の研究者との共同研究では、事務方と研究者が直接やりとりすると調整が難

渋することがあるが、中田先生の研究では先生自身の理解に加えて、このような仲立ちをしてく
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れる方がいたため、うまく進めることができたと考えている。 

 

（３）＜Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

 RISE では、研究者に研究成果をまとめてもらうとともに、論文を執筆するよう公募要綱に定め

ていた。当時、SEC でも論文紙（SEC ジャーナル）を有しており、採録のための査読を行ってい

たため、論文を提出するだけでなく、ブラッシュアップも求めた。 

 研究結果について、RISE 委員会からは「生産性は技術者の自己評価になるため、客観的なデータ

に基づく生産性とは異なるが、非常に画期的な研究である」との評価を受けた。RISE 委員長でも

ある情報サービス産業協会（JISA）の横塚会長（当時）が「非常に面白い」と関心を持ち、技術

関連のシンポジウムで中田先生に発表を依頼するなどの動きもあった。 

 また、2019 年度の情報サービス産業白書にも研究結果が掲載された。白書は JISA が発行してお

り、その時のテーマにもフィットしたのだと思う。なお、そのことは IPA では知らず、掲載され

ているものを読んで知ったもので、特に働きかけ等は行っていない。 

 IPA では RISE 事業開始当初、企業側に周知して研究成果の発表会を開催したこともあったが、

研究テーマが幅広すぎて集客状況が芳しくなかった。そのため、冊子やウェブサイトで広報した

り、リーフレットを作成して研究成果の広報に努めた。IPA での事業のシンポジウムは年 1 回程

度開催しているほか、セミナーも実施しており、そういったタイミングでリーフレットの配布を

した。セミナーも含めると年 20～30 回は広報の機会があったのではないか。参加者はソフトウ

ェア企業に所属している人が多い。 

 現在、SEC の組織自体はなくなり、社会基盤センターが事業を引き継いでいる。RISE の基金は

新たなソフトウェア工学関連事業に活用することになり、RISE 委員会の名称や役割も変更され

た。新しい事業は 2017 年度から IOT セキュリティの教材の開発を作ることであり、委託先の大

学で開発した教材を適用した講座を 3 年間開講し、その結果をフィードバックしたものが最終的

な教材となる。 

 委託研究事業は終了しているが、公募時点で委託研究終了後も継続して研究を続けてほしいとし

ている。そのため IPA では、中田先生をはじめ各研究者には年 1 回声を掛けてアンケートを実施

したり、企業での採択や論文発表などについて追跡調査したりしている。 

 同志社大学の場合のように研究者と IPA との間の進捗や事務手続き等の仲立ち役を積極的に担

ってもらえる方がいたことは委託者側として大変ありがたかった。他の大学でも事務手続きの仲

介役はいたが、手続き窓口という印象であった。 

 これまでの事業で関わりのあった大学の研究者はおおむね研究の産業界側での実用化よりも研

究そのものの継続や発展を望んでいるのではないかという印象だった。研究者としては当然であ

るが、IPA としては社会に発信する志向を持った研究者やそれらを仲介できる人も期待したい。

大学には産学連携センターのような組織もあり、研究者だけでなく仲介者も活躍できるとよいだ

ろう。 

 ソフトウェア開発の研究に関しては、企業が大学に期待していない面もあるようだ。素材や化学

など特定の領域では大学と仲良くしているが、ソフトウェア開発のような実践的なテーマは企業

内で実施することが多いのではないか。また、ソフトウェアのうちセキュリティ関連の要素技術

を取り上げても、暗号化やネットワークの基礎的技術では共同研究があるにはあるが、現在は企
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業側のほうが最先端の技術を有することが多いのではないか。 

 中田先生のような調査研究内容を企業が直接実施することは少ないので、大学独自からの視点が

得られたと思う。IPA は独立行政法人（政策実施機関）としての立場があり、研究は実施しない

こととなっているが、RISEでは成果が産業界の発展につながる研究を委託するとの立場であり、

大学との関係を深め、研究者の考え方等を知ることができる貴重な経験になったと考えている。 

（以上） 

 

  



58 

 

⑥ 太陽光発電の実証実験（研究側） 

R-GIRO「暮らしのスマート・エネルギーイノベーション研究拠点」 立命館大学 聞き取りメモ 

日時：2020 年 2 月 27 日 13:00-15:00 

場所：立命館大学びわこ・くさつキャンパス 

対象：理工学部 峯元高志教授、経済学部 島田幸司教授 

主な聞き取り概要は以下のとおり。 

 

（１）研究者との協働のきっかけ（Stage1＿課題の特定とアジェンダ設定） 

①研究の概要 

 峯元先生はもともと太陽電池の開発を手掛けており、R-GIRO では大学内で研究グループを作っ

て第 1 期の時点から類似のメンバーで研究していた。第 1 期は太陽電池を設計・製作するところ

に注力していた。太陽電池は開発初期は家庭用でも一件 1 億円程度したが、技術開発により 100

万円程度まで価格が下がって化石燃料よりも安くなり、電力を販売するところも視野に入れられ

るようになってきた。 

 第 2 期からは産学連携にフォーカスした研究を展開し、トヨタ等の企業との接点を拓いた。第 3

期はさらに総合大学としての立命館大学の特色を活かし、エネルギーマネジメントや社会科学の

研究者も参加してもらい、研究を発展させることになった。現在の「暮らしのスマート・エネル

ギーイノベーション研究拠点」という呼称は、第 3 期からになる。 

 R-GIRO の第 3 期は、全体として「少子高齢化社会に打ち勝つ」というテーマを打ち出すことに

なった。電力不足が将来あるとは想定されないが、センシング技術の活用範囲拡大等によって電

力がさらに必要になることは考えられたため、社会的にもっと手軽に安く電力を使いたいとのニ

ーズを研究テーマに設定することにした。 

 第 3 期から研究グループに参加した島田先生の専門はダイナミックプライシングで、需要をマネ

ジメントする研究である。電力を使う部分にフォーカスしたとも言える。具体的には、兵庫県南

あわじ市の沼島という地域（離島）の家庭にスマートメーターを設置した上で、お金と同様に使

用できるポイント（仮想通貨のようなもの）を付与することで、価格インセンティブが電力消費

にどのような影響を与えるかを実験した。つまり、疑似的なダイナミックプライシングを施した

上で、太陽光の変動を需要側で受け止める＝変動に沿った生活が実現しうるかを研究したもので

ある。 

②R-GIRO の研究プログラム 

 R-GIRO 事務局には研究目的・内容を説明し、再生可能エネルギーの中でも太陽電池のポテンシ

ャルを認められて、中間評価を受けつつ軌道修正しながら進めている。また、卒業生が来て意見

をもらう機会もある。本プロジェクトでは NEDO における国プロジェクトのような数値目標設

定をしている。 

 R-GIRO では「社会的課題解決」を標榜しており、それに資する研究に対して予算が付くものだ

が、実際にはそのほとんどを人件費に充当している。そのため、受け入れ教員（リーダー）は若

手研究員に来てもらい、各々がそれなりの研究成果を出せるような環境を整えている。大学内か
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らは博士課程の学生の受入れ、大学外とは若手研究者の育成も併せて実施している。 

 R-GIRO では若手研究員と一緒に働きながら大学院生の教育も行う人材育成に、主として研究費

を人件費として活用している。そのため、設備や消耗品の費用は研究者が各自で研究費を取って

くる必要があった。これら外部の研究費は人件費の捻出が難しく、他方で R-GIRO は人件費が中

心、ということになる。 

 実際に本プロジェクトでも、沼島という限定された地域の 50 世帯における社会実験ではあった

が、スマートメーターやリアルタイムのデータ取得など、社会科学としては比較的お金がかかる

研究デザインだった。R-GIRO のお金だけではすべてを賄うことは難しかった。 

 第 4 期があるかどうかはまだ聞いていないが、プログラムが継続されると期待はしている。 

③行政との接点の構築 

 東日本大震災の後、国を挙げて再生可能エネルギーに注力する動きになったタイミングで、淡路

島エリアは総合特区に指定されていた。人口減少や産業衰退の中で、観光・農業・エネルギー・

環境による地域振興を図る機運が高まり、規制緩和とセットで政策的支援を受けられることにな

ったのが、本プロジェクトを行政と協働することになった発端である。 

 特区指定は、兵庫県を中心として内閣府へ申請し、認定されたものである。ここから、県や市町

の各部局が、技術開発や研究へのシーズ資金を集める動きになっていった。その 1 つとして、環

境省の地球温暖化対策（技術開発実証事業）があり、県市町が民間企業を巻き込んで申請したも

ので、2012 年頃に採択されたことで、ハード整備とともに実験環境を整備していった。その後に

行政・大学・民間企業によるコンソーシアムができ、これが R-GIRO としての本プロジェクトの

下地にもなっている。行政との接点の発端は特区指定だったが、そこに予算を持ち寄って研究が

進んできたと理解している。なお、環境省事業は 3 年間だったので 2015 年頃に終わったが、協

議によりスマートメーターとタブレットは地域に残せることになり、R-GIRO と若干の他の研究

費を使って継続的に社会実験を続けてきた。 

 島田先生の参画は、特区指定後の 2012 年である。兵庫県工業技術センターが、R-GIRO のウェブ

サイトで「価格変動による調整で電力消費を最適化」等の構想を示していたものを見て、需要が

コントロールができるかもしれないことに関心を持ち、峯元先生たちのチームへ連絡があったの

が最初のきっかけである。担当者が島田先生と仕事を一緒にした経験が偶然あり、そのような縁

もあってそれぞれが深く関わり出した。 

④研究体制の構築 

 当初、行政側にはプロジェクトのうちハード部分（直流利用、蓄電池制御）には具体的なイメー

ジがあり、工業技術センターなどが来校したときも理解が得られやすかったが、ダイナミックプ

ライシングに関しては当時、国内で実施例はなく、地域に入って実証するスタイルの研究も行政

側で経験が乏しく、協働開始前は互いに不安があった。 

 県の工業技術センターも行政というより研究者であり、直流で効率よく電力を利用できないか、

需要側でコントロールできないか、といった提案をしたのは行政ではなく研究者サイドだった。

淡路島は太陽光発電にとって恵まれた日照条件を有する地域であり、もともとメガソーラーや大

型風力発電が行われていたため、行政側にも地域振興としてのイメージはあったようである。た

だ、それを技術開発や地域実証へと発展させたのは研究者の努力によるところが大きいのではな
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いか。 

 

（２）協働の開始＜Stage2＿分析・ソリューション開発＞ 

①地域住民の理解・協力 

 沼島は鱧漁で有名な島で漁師の世帯が多く、朝 3～4 時から漁に出るので、説明会は夜 7 時ぐら

いから実施される。本プロジェクトでは電力消費量の確認のためにタブレットを貸与したが、参

加世帯では技術的な不具合が生じることが多々あった。そういったケースでも、当初は行政職員

が対応してくれていた。また、生活状況が分かってしまう事業でもあり、警戒する参加者も多か

ったが、不安感の払しょくや説明のために研究者が根気強く説明した。 

 研究費の獲得には、採択前に地域行政とも協議し協力を取り付けておくことが必要であり、申請

時から協議して予算申請をしていた。 

 研究者（島田先生）が地域に入っていき、地域住民と準備段階からひざ詰めで進めていくのは、

地理的・時間的にも大学に籍を置く研究者にとって非常に負担が大きかった。研究者，行政，参

加住民の間をコーディネートする存在がなければ研究者は地域まで乗り込んでいなかったかも

しれない。偶然の縁も大きい要因だったように感じる。 

  

②研究デザインの説明・理解 

 50 世帯が実験に参加、うち介入は 25 世帯というのは、研究側からすればサンプル数が全然足り

ず、論文も書くのは困難な見通しだったが、機器購入や設置に伴う予算制約や、島が約 250 世帯

だったことから、参加募集としても 50 世帯程度が限界とは見込んでいた。 

 また、当初の研究計画ではベースライン調査については触れられていなかったが、1 年目はスマ

ートメーターの説明と設置を丁寧に行い、実験（データ取得）はせずに、2 年目から条件設定す

ることにした。 

 研究者としても、この手のフィールド実験プロジェクトは当時、走りながら考えるものだった。

参考例としては海外や、経済産業省が京阪奈地域で実施していた類似の実験などがあったが、ベ

ースラインを押さえる、研究デザインを順守する、といった実験の基本的な事項を関係者に理解

してもらう必要が生じた。 

 実証事業の評価委員会でも、進捗確認や中間評価のヒアリングを通じて様々な指摘があった。例

えば、「ダイナミックプライシング」ならば実際に電気料金を変えなければ意味がないのではな

いかと言われたことがあったが、これは電力会社を飛び超えて電力料金を変えることはできない

（電気事業法）ためポイント付与により疑似的価格設定をする（控除率を発電効率に連動させた）

経済実験を設計したものだが、こういった基本的な事項に関する丁寧な意見交換が必要であった。 

 

（３）＜Stage3＿政策や社会への知見の実装＞ 

①研究成果の還元と発展 

 協議会・部会などはかなりの回数を実施しており、行政側の担当者はプロジェクトの進捗を把握

していたはずであったが、成果をすぐ政策へ活かそうといった動きはなかった。エネルギー政策
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の特性を考えても、兵庫県や南あわじ市のようなローカルレベルでの政策反映は短期的には実現

しづらく、フィールドを提供してもらい、実証事業に協力いただけることに感謝しようと考えを

切り替えた。 

 エネルギー行政はほとんど国（経産省や環境省）レベルでの議論であることも大きいだろう。こ

れまでの国内の自治体がやっているのはパネル設置時に補助金、省エネ診断，普及啓発が中心で、

持っている権限は小さい。ただし、電力市場の自由化、新電力の参入、「自治体新電力」（エネル

ギー自治）の実現といったことが進めば、今回仕掛けたようなことが自治体権限でも実施し得る

ようになる。近隣行政などが研究成果を見て別の動きにつながったことから、自治体に対しても

一定のインパクトがあったと言えるのではないか。 

 特区の当初の趣旨はローカルレベル（淡路島や沼島）にとっての地域振興であり、直流技術やダ

イナミックプライシングによる生活技術が残せればよかったが、実際に生活技術を定着させるの

は難しいことが研究を通じて見えてきた。研究者としては、少なくとも環境省や評価委員会は大

変興味深い内容だと受け止めてもらうなど成果を認識してもらっていたため、国や世界に視野を

広げて、研究発表等を通じて研究の還元に努めることにした。 

 ただし、せっかく研究の社会的基盤（協力関係）を構築し、そこに辿り着くために通った回数も

掛けた時間も膨大なものだったので、3 年間の環境省事業で終わるのはもったないと考えた。関

係者も同意してくれたため、民間企業も含めて手弁当での研究チームを別に立ち上げ、継続的に

効果の持続性などを見るために研究を続けた。沼島でスマートメーターを設置し続けると、研究

費の範囲では保証しきれないリスクを抱えてしまうので、自主的な研究グループも現在は終了と

している。この間、他地域とのつながりもできつつあり、次の展開に向けて種を蒔いている段階

である。 

②行政とのネットワーク形成 

 行政は予算を取るときは熱心だが、当初の担当者が異動したり、行政トップが変わったりすると、

行政側はプロジェクトに対する意気込みが変化する印象を持っている。 

 行政側も当初は関心が高くて参加も積極的だったが、ある程度軌道に乗ってくると、最後のほう

は研究者と参加住民・コミュニティとの直接の議論になって、行政には成果報告はする程度とな

った。 

 互いのコミュニケーションの中で、熱意を持って取り組むことが重要である。研究が与えられる

メリット・研究から受け取れるメリットだけでなく、人間同士のつながりがないと続かないので

はないか。民間企業との共同研究はビジネスライクな部分も多く、互いに求めるものも明確であ

る。他方、自治体は組織としての価値観が違ううえに、受益者とイコールではない（資金の出し

手と 1：1 の関係性になっていない）ところで、関係構築が余計に難しくなっている。 

 社会実験は、研究者にとっても行政官にとっても、お互いにリスクの高い取組である。行政職員

は与えられた職務を堅実にこなすことがインセンティブであり、たとえプロジェクトが政治的ト

ップダウンで始まったとしても首長が変われば進めづらい。そのため、結局は人間的な信頼感の

中でやるしかない。 

 研究者は論文数、トップジャーナル掲載数、インパクトファクター獲得といった研究のプレッシ

ャーの中で活動する。研究論文に政策的示唆を書く欄もあるが、それを読むのは政策に詳しくな

い研究者であり、政策に寄り添わなくても研究者としては十分やっていける。行政職員も、科学
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者の知恵を借りなければいけない事態に陥らなければ接点を作る機会もなく、特に基礎自治体レ

ベルでは研究者の手を借りる必要もない。別々の世界にいる研究者と行政職員をマッチするには

仕掛けがいる。 

 学会で国の行政官を呼んでパネルディスカッションをする試みも見受けられるが、一過性で終わ

ることも多い。また、研究者がインターンで行政に行くのも現実的ではない。互いに知り合うチ

ャネルが圧倒的に不足している。 

 研究と行政の間を取り持つコーディネーターの役割は、研究者でも行政職員でもあまり評価され

ていない。アメリカでは行政内に学位を持った人が配置され双方をつないでいる。 

 「研究」と言っても、大学に限らず学会の単位での研究者，行政担当者，民間企業の協働もよい

だろう。こういった協働がなければ、自治体のデータも死蔵されるし、研究者もそれを活用しき

れないままである。こういった隙間は、もっとたくさんあるはずで、そういうコーディネーター

が評価されたり、大学なり行政なりのポストに就けたりする必要があるのではないか。 

 

③研究者同士のネットワーク形成 

 自然科学と社会科学は、視野の範囲・広がりに違いがあるが、相互補完的な関係を作りやすい。

自然科学では再現性はあって当たり前、近視眼的に取組む、効率よく歩留まりを改善するといっ

た特徴があるのに対し、社会科学は社会全体を俯瞰・整理する、パーツに分けてみる、組合せを

みるといった特徴がある。 

 R-GIRO では立命館大学を PR したいというのが主であり、研究の出口は指定されていない。個

別の技術を企業に活用されることでもよいし、新しい学問的発想やシステムのあり方を実証する

ことでもよい。やり方は決まっておらず、それぞれが得意なことをする中で、うまく噛み合った

らすごい価値になる、というストーリーを描くことがプロジェクトリーダーの役割である。 

（以上） 
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第 IV 章 海外事例調査 

1. 調査の概要 
本調査では、国立研究開発法人科学技術振興機構の研究開発戦略センター（Center for Research and 

Development Strategy、略称 CRDS）が 2011 年３月に公表した海外調査報告書「『科学技術イノベー

ション政策の科学』に関連する海外教育研究機関」（以降、過年度報告書とする）が調査対象とした 19

の教育機関のうち 14 機関について3、政策のための科学に関する教育活動の情報を改めて取得し、過

年度報告書との比較から規模的拡大や質的充実といった変化（あるいはそうした変化のないこと）の

把握を試みた。 

調査にあたっては、各教育機関のウェブサイト及びウェブサイトにリンクが掲載されているインタ

ーネット上の情報を用いた。調査対象機関および用いたウェブサイトは次のとおりである。調査結果

サマリは本章の３項に記載する。 

 

図表 IV-1 海外事例調査 調査対象機関 
No. 国 大学 学部等 ウェブサイト 

1.1 英国 サセックス大学 サセックスビジネススクール 
科学政策研究ユニット http://www.sussex.ac.uk/spru 

1.2 英国 マンチェスター

大学 

アライアンス・マンチェスター・ビジ

ネス・スクール 
マンチェスターイノベーション研究

所 

https://www.alliancembs.ma
nchester.ac.uk/research/innov
ation/index.html 

1.3 英国 エジンバラ大学 社会・政治学部 
科学技術イノベーション研究所 

http://www.stis.ed.ac.uk/issti/
home 

2.1 オラン

ダ 国連大学 マーストリヒトイノベーション・技

術経済社会研究所 https://www.merit.unu.edu 

2.2 オラン

ダ トゥエンテ大学 行動科学・経営学・社会科学部 
科学技術政策研究学科 

https://www.utwente.nl/en/b
ms/steps 

2.3 オラン

ダ ライデン大学 社会・行動科学部 
科学技術論センター https://www.cwts.nl 

3.1 米国 ジョージア工科

大学 公共政策大学院 https://spp.gatech.edu 

3.2 米国 アリゾナ州立大

学 

教養学部 
科学・政策・アウトカムコンソーシア

ム 
https://cspo.org 

3.3 米国 ジョージ・ワシ

ントン大学 
エリオット国際関係大学院 
国際科学技術政策修士プログラム 

https://elliott.gwu.edu/intern
ational-science-and-technolog
y-policy 

3.4 米国 ハーバード大学 
ケネディ行政大学院 
ベルファー科学・国際関係センター 
科学技術・公共政策プログラム 

https://www.belfercenter.org/
program/science-technology-
and-public-policy 

3.5 米国 ジョージ・メイ

ソン大学 シェアー公共政策大学院 https://schar.gmu.edu 

                                                        
3 過年度報告書では、19 の調査対象機関のうち「学位を提供していない、或いは、科学技術イノベーション政策と関

連する教育研究の割合が比較的少ない 5 か所に関しては、参考情報として」報告されている。本調査ではこれらの 5
機関は除き、14 機関を対象とした。 
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3.6 米国 スタンフォード

大学 
法科大学院 
法律・科学・技術プログラム 

https://law.stanford.edu/stanf
ord-program-in-law-science-t
echnology 

3.7 米国 マサチューセッ

ツ工科大学 

工科大学院 
データ・システム・社会インスティテ

ュート 
技術政策プログラム 

http://tpp.mit.edu/about 

3.8 米国 カーネギー・メ

ロン大学 
工学カレッジ 
工学・公共政策学科 https://www.cmu.edu/epp/ 

 

 

2. 総括・考察等 
(1) 過年度報告書からの変化 
調査対象とした教育機関については、過年度報告書からの大きな変化はなく、ほとんどの機関にお

いて教育活動の内容や規模は概ね維持されていると総括することができる。但し、以下の点について

は差異が確認された。 

 

 研究対象領域の追加・変更 

サセックス大学の科学政策研究ユニットの新たな研究領域として「持続可能な開発」が確認できた。

マンチェスター大学のマンチェスターイノベーション研究所は、過年度報告書によると「持続可能性」

を主な研究テーマとしていたが、今回調査では研究テーマとして確認できなかった。 

 

 教員数・学生数の増加・減少 

教員数・学生数の増加・減少は複数の教育機関で確認できた。増加・減少の背景を推測できる事例

としては、マンチェスターイノベーション研究所の学生数増加や、マサチューセッツ工科大学技術政

策プログラムの教員数減少が挙げられる。前者については学生数・収入を増やす方策として、教育の

焦点を科学政策からイノベーション・マネジメントに移行したこと、後者についてはプログラムの所

属学科であった工学システム科が廃止されたことが背景要因にあるのではとの推測が可能である。 

 

(2) 研究活動の政策への展開 
研究活動を実際の政策検討へ展開しようとする取り組みについて把握を試みたところ、以下の二事

例が実績として確認できた。 

 サセックス大学の科学政策研究ユニットは、国連 SDGs を達成するための政策設計支援枠組みで

ある「国連科学・技術・イノベーション政策レビュー」を国連貿易開発会議（UNCTAD）に提供

した4。 

 マンチェスター大学のマンチェスターイノベーション研究所は、英国ビジネス・イノベーション・

技能省の委託を受け、政府による公的研究機関のレビューを支援する一連のガイドラインを作成

した5。 

                                                        
4 University of Sussex, “SPRU reframes UN Science, Technology and Innovation Policy Reviews”, 
http://www.sussex.ac.uk/broadcast/read/48665, accessed March 12, 2020. 
5 Manchester Institute of Innovation Research, “Engagement”, 
https://www.alliancembs.manchester.ac.uk/research/innovation/Engagement.html, accessed March 12, 2020. 
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(3) 企業を通じた研究成果の提供 
大学が企業を保有し、その企業を通じて研究成果に基づく製品・サービスを提供している事例が一

件確認できた。ライデン大学が保有する「CWTS B.V.」という企業は、同大学の科学技術論センター

と提携し、以下の３つのカテゴリの製品・サービスを提供している。 

 

 モニタリング・評価…研究実績を、国際的指標あるいはベンチマークとする研究機関との比較に

より評価する。 

 先進的分析…ネットワーク分析、テキストマイニング、ビジュアリゼーション（可視化）を通じ

て、顧客の目的に合わせカスタマイズした計量書誌学的な分析を提供する。 

 トレーニング・教育…研究管理・研究評価のための計量書誌学の活用に関するトレーニング・教

育を提供する。 

 

顧客にはライデン大学等の大学、教育研究病院、研究機関、研究助成機関、政府機関、EU、業界団

体等を含んでいる。 

 

(4) 留意点 
過年度調査では対象機関へのヒアリングを行っているが、本調査は各教育機関の公表情報に基づい

て実施した。従って、公表情報に現れない変化が起こっている可能性には留意が必要である。また、

教員数や学生数については可能な範囲で過年度報告書との比較を示したが、教員には他組織との兼職

者も多く、調査対象教育機関への関与度合い（専任に近いか、兼職の一部かなど）を公表情報から把

握するのは困難であった。従って、数字上の教員増加・減少が実態的な教育活動の規模拡大・縮小と

は一致しない可能性に留意が必要である。 
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3. 海外事例委調査サマリ表 
 

No. 国 大学 学部等 特徴 
（過年度報告書より） 

概要 
（ﾐｯｼｮﾝ、研究領域等） カリキュラム・学位等 教員・学生・キャリア 考察（過年度報告書との比較等） 

1.1 英国 サセックス大学 
University of 
Sussex 

サセックスビジネス

スクール 
科学政策研究ユニッ

ト 
University of Sussex 
Business School 
Science Policy 
Research Unit (SPRU) 

 英国最大の科学技術

イノベーション政策

の教育機関である。 
 経済学・経営学・公共

政策・社会学等をベー

スとした科学技術イ

ノベーション政策の

教育研究を行う。 

 科学政策は、持続可能

で安全・平等な社会作

りに貢献できるとの

信念のもと、実社会の

課題に取り組む。 
 研究領域は「科学・政

策と意思決定」、「エネ

ルギー」、「持続可能な

開発」、「イノベーショ

ンの経済学と産業政

策」、「技術・イノベー

ション経営」。 

 5 つの修士プログラム

と 2 つの博士プログラ

ムを提供。 
 科 学 技 術 政 策 修 士

（ Science and 
Technology Policy 
MSc）では、政策形成の

複雑さを理解するため

のフレームワーク習得

や、科学技術・イノベ

ーション政策の分析を

行う。 

 教員 70 名超、博士プ

ログラムの学生 80 名

超、修士プログラムの

学生 180 名超。 
 卒業生のキャリア事

例は、非営利研究機関

の政策アドバイザー

や、ウクライナ議会議

員等。 
※過年度調査では教員

は 69 名。 

 実社会への展開を想定した科学技術政策を重視する点は

維持されている。教員数も過年度調査とほぼ同じである。 
 研究領域については、過年度報告書では科学政策や技術・

イノベーション政策、環境政策等が挙げられている。今回

調査では「持続可能な開発」という研究領域が新たに確認

された。 
 「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」採択などの

国際的動向を踏まえ、過去との継続性を維持しつつ研究領

域をシフトしているものと推察される。 
 国連貿易開発会議（UNCTAD）に対し、国連 SDGs を達成

するための各国の政策設計支援枠組みである「国連科学・

技術・イノベーション政策レビュー」を提供している（2019
年 5 月公表）。 

1.2 英国 マンチェスター

大学 
University of 
Manchester 

アライアンス・マンチ

ェスター・ビジネス・

スクール 
マンチェスターイノ

ベーション研究所 
Alliance Manchester 
Business School 
Manchester Institute 
of Innovation 
Research (Mioir) 

 1977 年に大学内に設

立された工学・科学・

技術政策研究所で、

2004 年にビジネスス

クールに再編された。 
 再編を機に学生数・収

入を増やす必要性が

高まり、焦点を科学政

策からイノベーショ

ン・マネジメントに移

行した。 

 学術的厳密さと社会

への適用可能性両面

での知見の蓄積に基

づいた教育・研究活動

を行う。 
 主な研究テーマは「イ

ノベーション経営と

競争力」、「新技術・ダ

イナミクス・ガバナン

ス」、「科学技術・イノ

ベーション・政策と組

織」、「システム移行と

社会課題」。 

 学部や修士プログラム

向けにイノベーション

経営に関するコースを

提供。実務家向け短期

コースも実施する。 
 博士レベルでは「科学・

技術・イノベーション

政策博士」、「会計学・

ファイナンス博士」、

「ビジネス・経営博士」

のプログラムを実施。 

 フルタイムスタッフ

50 名超、博士プログラ

ムの学生約 50 名。 
 スタッフのうち、研究

スタッフ（Academic 
Staff）として確認でき

るのは 33 名。 
※過年度調査では博士

プログラムの学生は

30～40 名。 

 過年度報告書では主な研究テーマは 5 分野であったが、今

回調査では「持続可能性（sustainability）」が確認できず、

4 分野に再編成されたと見受けられる（4 分野については

「概要」列参照）。 
 博士プログラムの学生数を見ると、規模的に若干の拡大が

見られる。過年度報告書には「学生を増やして収入を増や

さねばならず、焦点を科学政策からイノベーション・マネ

ジメントなどに移行させた」という記述がある。因果は特

定できないが、教育・研究の重点シフトが規模拡大に効果

を発揮した可能性はあるだろう。 
 英国ビジネス・イノベーション・技能省の委託を受け、政

府による公的研究機関のレビューを支援するガイドライ

ンを作成した実績がある。 
1.3 英国 エジンバラ大学 

University of 
Edinburgh 

社会・政治学部 
科学技術イノベーシ

ョン研究所 
School of Social and 
Political Science 
The Institute for the 
Study of Science, 
Technology and 
Innovation (ISSTI) 

 経済学や経営学の研

究者が協力し、学際的

教育・研究を実施して

いる。 
 生命科学イノベーシ

ョンを最大の研究分

野とする。科学・エン

ジニアリング・医薬分

野での教育コース開

発にも着手した。 

 エジンバラ大学で科

学・技術・イノベーシ

ョンの社会的・政策的

側面に関する教育・研

究に従事していた研

究者を集め、2001 年に

設立された。 
 重点分野は「生命科学

のイノベーション」や

「科学・技術・薬学の

歴史社会学」等。 

 修士・博士プログラム

を提供。講義中心の

Taught Program（修士

のみ）と研究中心の

Research Program（修

士・博士）に分かれる。 
 修士の専攻は「社会に

おける科学技術」、「バ

イオエコノミー経営・

イノベーション・ガバ

ナンス」等。オンライ

ン修士コースも提供。 

 アカデミックスタッ

フ 38 名、客員研究員 8
名、博士課程の学生 34
名。 

※過年度調査ではアカ

デミックスタッフ 22
名、客員・共同研究員

4 名。 

 生命科学やバイオエコノミーに関する教育・研究に重点を

置いている。過年度報告書には「生命科学イノベーション

を最大の研究分野とする」との記述があるが、この特徴は

維持されていると思われる。 
 過年度報告書に「科学・エンジニアリング・医薬分野での

教育コースを開発し始めた」との記述があるが、修士プロ

グラムの専攻の一つである「バイオエコノミー経営・イノ

ベーション・ガバナンス」は今回調査で新たに確認された

ものであり、そうしたコース開発の成果であるとの推測も

可能だろう。 

2.1 オラン

ダ 
国連大学 
United Nations 
University 

マーストリヒトイノ

ベーション・技術経済

社会研究所 

 先進国と途上国の技

術変遷と経済学の分

野に強みを有する。 

 グローバルな視野で、

経済成長を促進する

社会的・政治的・経済

 修士・博士プログラム

の他短期コースやオン

ラインコースも提供。 

 教員 31 名、研究員 56
名、客員研究員 1 名、

博士課程在籍の研究

 「社会的保護」や「移民と開発」等、途上国の経済発展に

伴いうる課題を研究テーマや教育プログラムの中に含ん

でいる。グローバル環境下において低開発地域の経済成長
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No. 国 大学 学部等 特徴 
（過年度報告書より） 

概要 
（ﾐｯｼｮﾝ、研究領域等） カリキュラム・学位等 教員・学生・キャリア 考察（過年度報告書との比較等） 

Maastricht Economic 
and Social Research 
Institute on 
Innovation and 
Technology (UNU-
MERIT) 

 途上国を含め海外か

ら多くの留学生を受

け入れている。 
 マーストリヒト大学

が学位を授与する。 

的要素の研究・トレー

ニングを行う。 
 研究領域は「知識とイ

ノベーションの経済

学」、「構造変革と経済

開発」、「ガバナンスと

組織」、「移民と開発」、

「社会的保護」、「人

口・開発・労働経済

学」。 

 修士号のタイトルは

「公共政策と人間開

発」（Master of Science 
in Public Policy and 
Human 
Development）。専攻は

「イノベーションのガ

バナンス」、「社会起業

と公共政策」等。 

員約 100 名、修士課程

の学生 140 名。 
※過年度調査では教員

17 名、研究員約 40 名。 

を促すことを課題意識として有しているように見受けら

れる。 
 途上国の技術変遷・経済に強みを有するとした過年度報告

書に見られる方向性と、今回調査で確認された重点に大き

な変化はないと見て良いだろう。 

2.2 オラン

ダ 
トゥエンテ大学 
University of 
Twente 

行動科学・経営学・社

会科学部 
科学技術政策研究学

科 
Faculty of 
Behavioural, 
Management and 
Social Sciences 
Department of 
Science, Technology, 
and Policy Studies 
(STePS) 

 イノベーションと技

術アセスメント・ガバ

ナンスに強みを持つ。

科学技術政策を軸と

しつつ、技術ダイナミ

クス、技術アセスメン

ト、社会学に関係する

分野を中心的に扱う。 

 学際的研究と教育、実

務的関与を通じて、社

会における技術・科学

のかじ取りを支援す

る。 
 主要研究テーマは「技

術のダイナミクスと

評価」、「科学・イノベ

ーション政策」、「科学

技術・社会の歴史」。 

 学科として学位授与は

行っていないが、所属

学部の社会科学系プロ

グラムにコースを提供

している。 
 また、トゥエンテ大学

の工学系プログラム向

けに、科学技術の社会

的側面に関する教育を

行う。 

 正教授（full professor）
2名、その他教員11名。

これらを含めスタッ

フ 27 名。 
※過年度調査では教員

15 名、リサーチアソシ

エート 9 名。 

 技術の評価とイノベーションを研究の対象としており、過

年度報告書に見られる研究機関としての特徴は概ね維持

されているものと見受けられる。 
 過年度報告書では教員 15 名とあるが、今回調査でも正教

授・教員計 13 名であり、規模的な面でも大きな変化はな

いものと推測される。 
 過年度報告書では、STePS はマネジメント・ガバナンス学

部所属となっていたが、今回調査では行動科学・経営学・

社会科学部となっている。 

2.3 オラン

ダ 
ライデン大学 
Leiden 
University 

社会・行動科学部 
科学技術論センター 
Faculty of Social and 
Behavioural Sciences 
Center for Science and 
Technology Studies 

 大学管理者が学内教

員の研究成果評価を

必要としたことを背

景に設立された。科学

技術の進展について、

大容量データベース

を用いた分析・評価等

を行う。 
 論文引用度数に基づ

く「ライデン・ランキ

ング」を公表してい

る。 

 科学研究の評価・管理

を支援する上で、計量

書誌学・科学計量学に

特に焦点を当ててい

る。 
 「CWTS BV」という企

業を保有しており、こ

の企業を通じて研究

成果を製品・サービス

として提供している。 

 成績優秀な学部生向け

のコースや、博士号取

得候補者向けの科学計

量学サマースクール、

実務家向けの科学計量

学コースなどを提供し

ている。 
 この他、博士論文・修

士論文の指導も行う。 

 研究スタッフ 42 名、

客員スタッフ 22 名、

技術スタッフ 2 名、マ

ーケティング・セール

ススタッフ 1 名、支援

スタッフ 4 名。 
※過年度調査では常勤

教授 3 名、研究スタッ

フ約 20 名。 

 定量的手法による研究成果評価に焦点を置く特徴は維持

されている。独自の学位プログラムの運営はせず、コース

提供や学位論文指導を行っている点も過年度調査から変

化はない。研究・教育活動は過年度調査以降大きな変化な

く継続中と推測される。 

3.1 米国 ジョージア工科

大学 
Georgia 
Institute of 
Technology 
 

公共政策大学院 
School of Public 
Policy 

 科学技術や工学に関

連する政策領域を対

象とする大学院。科学

技術の哲学・倫理的側

面も重視する。 
 毎年の入学が修士 10
～20 名、博士 5 名～10
名と小規模なプログ

ラムである。 

 科学・技術・イノベー

ション政策を研究領

域の一つに位置付け

る。 
 その他の研究領域は

「エネルギー・気候・

環境政策」、「経済発展

とスマートシティ」、

「プログラム評価・公

共管理・行政」等。 

 公共政策の学士、修士、

博士プログラムを提供

する。 
 科学・技術・イノベー

ションが社会に与える

グローバルな影響の理

解にフォーカスしたカ

リキュラムとしてい

る。 

 教員 36 名。 
 キャリアの可能性と

して（実例ではない）、

政策アナリスト、公共

政策教授、予算アナリ

スト、気候変動アナリ

スト、議員、社会学者

等が示されている。 
※過年度調査では教員

25 名。 

 科学技術分野での政策形成に関する知識及びその実践を

重要と位置付ける方針に変化は見られない。過年度調査と

比較できる修士プログラムの内容もほぼ変化はなく、教育

機関としての活動は概ね維持されていると思われる。 
 教員数が 25 名から 36 名と増加している。過年度報告書に

記載のある科学技術政策や哲学を専門とする教員が多数

との特徴は維持されている。 

3.2 米国 アリゾナ州立大 教養学部  理系博士プログラム  社会の平等・正義・自  1 年制の科学技術政策  教員・スタッフ 9 名、  組織のミッションは変更なく維持されている。学位プログ
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学 
Arizona State 
University 

科学・政策・アウトカ

ムコンソーシアム 
College of Liberal 
Arts and Sciences 
Consortium for 
Science, Policy and 
Outcomes (CSPO) 

の学生を対象として、

専門研究領域の社会

的・政策的含意を理解

するためのワシント

ン政策ワークショッ

プを開催している。 
 研究現場（理系学部）

を活用した自然科学

との融合に強みを持

つ。 

由・全般的な生活の質

の追及に対する科学

技術の貢献を高める

ことを目的とした知

的ネットワークであ

る。 
 研究の注力分野とし

て「エネルギー・イノ

ベーション」と「衛生

研究に関する政策」を

挙げる。 

修士プログラムを提供

し、学生を科学技術政

策に関連する政府・非

政府組織・企業・学術

界でのキャリアに向け

て準備する。 
 この他、ワシントン

DC で議会スタッフな

どと交流する 1 週間の

ワークショップを運

営。 

学生 30 名弱。 
 キャリア事例は、デー

タ政策アナリスト（民

間企業）、投資計画担

当（電気ガス事業者）、

博士プログラム進学

等。 
※過年度調査では任命

教員 18 名（4 名が

CSPO 専任）、提携教員

15 名、事務スタッフ 6
名。 

ラムとして科学技術政策修士プログラムを提供する点も

変更はない。 
 但し、今回の調査ではプログラム名から「専門職」という

言葉が消えており、入学要件についても「科学技術政策に

関する教育・研修・経験があること」が強く推奨されては

いるものの、職業経験は必須とはなっていない（過年度調

査では名称は「科学技術政策専門職科学修士」プログラム。

初期から中堅のキャリアを持つ学生を受け入れていると

報告されている）。職業経験について入学要件の緩和があ

ったものと思われる。 
 ワシントン政策ワークショップは、過年度報告書では期間

2 週間であったが、今回調査では 1 週間となっている。 
3.3 米国 ジョージ・ワシ

ントン大学 
George 
Washington 
University 

エリオット国際関係

大学院 
国際科学技術政策修

士プログラム 
Elliott School of 
International Affairs 
Master of Arts in the 
Field of International 
Science and 
Technology Policy 

 経済学を中心とした

社会科学的アプロー

チに比重を置いた修

士プログラムを持つ。 
 ワシントン D.C.地区

に存在するという地

の利があり、政府機関

からの助成研究等を

通じた政策形成との

近さを強みにしてい

る。 

 「次世代の国際的リ

ーダーを教育する」な

どのミッションを持

つエリオット国際関

係大学院の修士プロ

グラムの一つ。 
 学生が科学・技術に影

響を与える政策分野

の最前線で活躍する

ための能力を身に付

けさせる。 

 国際科学技術政策修士

プログラムでは「エネ

ルギー政策」、「環境政

策」、「国家安全保障」、

「核政策」、「宇宙政

策」、「技術イノベーシ

ョン」から専攻を選択。 
 専門外の大学院生向け

に、国際科学技術政策

サーティフィケイトプ

ログラムも提供する。 

 エリオット国際関係

大 学 院 は 学 部 生 約

2,200 名、大学院生約

800 名、教員 73 名。 
 左記修士プログラム

生の進路は米国計算

機学会、米国科学工学

医学アカデミー、米国

国防大学、米国空軍省

等。進路割合は公的機

関 18％、非営利組織

27%、民間機関 55％。 
※過年度調査では左記

修士プログラムの学

生は 40 名。 

 国際科学技術政策修士プログラムは、エリオット国際関係

大学院が提供する 10 の修士プログラムのうちの 1 つであ

る。国際科学技術政策修士プログラムの履修内容に大きな

変化は見られない。 
 プログラムと関係の深い研究センターとして、国際科学技

術政策インスティテュート（Institute for International 
Science and Technology Policy（IISTP））がある。IISTP は、

国際会議やセミナーを通じ、科学者・政策専門家、政府関

係者、産業リーダーらが、科学技術に関する課題について

協力することを促している。 
 

3.4 米国 ハーバード大学 
Harvard 
University 

ケネディ行政大学院 
ベルファー科学・国際

関係センター 
科学技術・公共政策プ

ログラム 
John F. Kennedy 
School of Governance 
Belfer Center for 
Science and 
International Affairs  
Science, Technology, 
and Public Policy 
Program (STPP) 

 ベルファー科学・国際

関係センターは 1973
年に核の脅威と軍縮

の分析のために設立

された。研究対象領域

は国家安全保障、環境

資源問題、科学技術政

策。 
 STPP は、ケネディ行

政大学院公共政策修

士プログラムにおけ

る政策重点領域の一

つ。 

 科学・技術の人類の福

祉に対する貢献を拡

大する政策の形成・促

進を目標としている。 
 中核的テーマは「科学

技術とエネルギー・環

境」、「科学技術と国際

的な安全保障」等、公

共政策とイノベーシ

ョンが重要な役割を

果たす分野である。 

 STPP はベルファー科

学・国際関係センター

の「研究・教育プログ

ラム」であるとの記述

は確認できるが、STPP
による具体的な教育内

容は確認できなかっ

た。 

 共同ディレクター 2
名、STPP に関与する

教員 12 名。 
※過年度調査では教員 8
名。 

 STPP がベルファー科学・国際関係センターに所属するプ

ログラムである点に変化はない。しかし、STPP が大学院

の公共政策修士プログラムの政策重点領域の一つである

という過年度報告書に示されていた位置づけは失われて

いる。（現在の政策重点領域は「ビジネスと政策」、「民主主

義、政治と機構」、「国際・グローバル関係」、「政治・経済

の発展」、「社会・都市政策」の五領域である。） 
 STPP の研究活動の方向性は維持されているものの、ケネ

ディ行政大学院が提供する公共政策修士プログラムの重

点には変更が加えられたものと推測される。 

3.5 米国 ジョージ・メイ

ソン大学 
George Mason 
University 

シェアー公共政策大

学院 
Schar School of Policy 
and Governance 

 公共政策大学院では

技術・科学及びイノベ

ーション（略称 TSI）
を扱い、幅広い技術政

策を研究の焦点とし

 公共の利益促進をミ

ッションとし、学部

生・大学院生に対し民

間・公的・非営利セク

ターでリーダー・マネ

 13 の学士・修士・博士

プログラムを運営。 
 公共政策修士プログラ

ムでは、科学技術政策

に加え、経済政策・教

 シェアー政策・ガバナ

ンス大学院全体でフ

ルタイム教員 90 名、

博士プログラムの学

生 135 名、修士プログ

 過年度調査以降、少なくとも二度の改称を経て現在に至っ

ている。 
 学位～博士レベルで広いテーマにまたがる 13 の学位プロ

グラムを提供しており、科学・技術イノベーション政策が

どの程度研究・教育において重視されているかを公表情報
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ている。 
 TSI の教員・学生は、

科学的発展と技術変

化のプロセスをより

深く、また新たに理解

することを模索する。 

ージャーになるため

の知識・技術・態度・

価値観を提供する。 
 2016 年 5 月に大口寄

付者の名を冠する現

在の名称へと改称し

た。 

育政策などを含む 13
の分野から専攻を選択

する。 
 履修証明書が与えられ

るサーティフィケイト

プログラム等も運営。 

ラムの学生 770 名、学

部生 795 名。 
※過年度調査では TSI 重
点領域コースと提携

する教員が 8 名、同領

域の博士課程学生が 7
名。 

から把握することは困難であった。従って、過年度報告書

に記載のあった「研究の焦点は非常に幅広い技術政策、及

びその中の特にイノベーションに充てられてきた」という

内容につき、研究の焦点が現在も維持されているかどうか

は確認できなかった。 

3.6 米国 スタンフォード

大学 
Stanford 
University 

法科大学院 
法律・科学・技術プロ

グラム 
Law School 
Program in Law, 
Science and 
Technology（LST）  

 法律家の社会におけ

る実践を重視する。そ

のためには多様なデ

ィシプリンを学ぶ学

際教育が必要と考え

ている。 
 各研究分野において、

産学官の連携プラッ

トフォームとなるこ

とを目指している。 

 スタンフォード法科

大学院は「法律・科学・

技術」を関心領域の一

つとする（他の領域は

「法と公共政策」、「法

と経済・ビジネス」

等）。 
 科学技術に関し、根拠

の あ る 公 共 政 策

（ informed public 
policies）の国内外での

推進を目指す。 

 博士・修士・法務博士

の学位を法科大学院が

授与。LST に関連の深

い学位として「法とバ

イオエンジニアリン

グ」、「法とコンピュー

ター科学」、「法と電気

工学」、「法と経営科学・

エンジニアリング」、

「法律・科学・技術」

が挙げられている。 

 法科大学院の教員は

88 名。うち LST に参

加するのは 11 名。 
 法科大学院の 2018 年

法務博士課程修了生

は、193 名中 165 名が

司法試験合格を要件

とする職に就いてい

る。 
※過年度調査では法科

大学院教員 47 名、LST
関係分野の教員 9 名。 

 プログラムとしての目標や、プログラムに深く関連する学

位の提供（法科大学院による）は維持されており、教育機

関としての活動は大きな変化なく継続されていると思わ

れる。 
 過年度報告書では、エネルギー法・自然資源・気候変動と

いった環境分野を専門とする教員が 9 名中 5 名であった

が、本調査では環境分野を専門とする LST 参加教員が確

認できなかった点は差異として指摘できる。 

3.7 米国 マサチューセッ

ツ工科大学 
Massachusetts 
Institute of 
Technology 

工科大学院 
データ・システム・社

会インスティテュー

ト 
技術政策プログラム 
School of Engineering 
Institute for Data, 
Systems, and Society 
(IDSS) 
Technology and 
Policy Program (TPP) 

 政府や産業界におけ

るリーダー育成を目

的に 1976 年に設立。

重要な技術的問題に

リーダーシップを発

揮する人材の育成が

ミッション。 
 学術研究の継続を希

望する学生は、TPP か

ら工学システム科博

士課程へ進学する。 

 TPP は、工学システム

科廃止に伴い、「デー

タ・システム・社会イ

ン ス テ ィ テ ュ ー ト

（IDSS）」に所属する

こととなった。 
 TPPは 2年制の修士課

程で、重要な技術的課

題に取り組むリーダ

ーを教育する。 

 2 年制の「技術政策修

士プログラム」（TPP）
を提供する。 

 学生が価値観の違いを

理解し、支持者を集め、

解決策の交渉能力を高

めるためのカリキュラ

ム構成としている。 
 博士プログラムへの進

学も可能。 

 TPP のスタッフはデ

ィレクター、教育ディ

レクター、学業管理

者、管理スタッフの 4
名。 

 他に TPP 教員ネット

ワーク（18 名）がある。 
※過年度調査では教員・

研究者は約 40 名、学

生は約 130 名。 

 プログラムの目的・内容は過年度報告から変化なく維持さ

れているものと思われる。 
 過年度報告書では、TPP に約 40 名の教員が在籍するとの

ことであったが、今回スタッフとして確認できたのは 4 名

（教員ネットワークは 18 名）である。 
 TPP が所属していた工学システム科が 2015 年に廃止され

るという学内の組織改廃があり、それに伴い規模的な縮小

が生じた可能性がある。 

3.8 米国 カーネギー・メ

ロン大学 
Carnegie 
Mellon 
University 

工学カレッジ 
工学・公共政策学科 
College of 
Engineering 
Department of 
Engineering and 
Public Policy (EPP) 
 

 工学系の学生に技術

及び政策における問

題を理解し対応する

スキルを提供するこ

とを目的として 1970
年に設立。 

 エネルギーと環境シ

ステム、情報技術政

策、リスク分析と規

制、R&D とイノベー

ションの管理等を研

究テーマとして扱う。 

 EPP は技術と社会の

接点上にある問題の

解決に努める学科で

ある。 
 技術は、リスクや望ま

しくない影響を受容

可能な水準に抑えつ

つ、より幸福・自由で

充実した生活の実現

に寄与できるが、その

ためには技術と社会

の両方を理解する人

材の努力が必要だと

している。 

 工学・技術イノベーシ

ョン経営修士プログラ

ムや、科学技術政策を

扱う博士プログラムを

提供する。 
 学部レベルでは、他学

科等で学ぶ学生に工

学・公共政策を追加専

攻（ダブルメジャー）

するためのコースを提

供する。 

 教員 52 名、リサーチ

スタッフ 8 名、博士プ

ログラムの学生 66 名。 
※過年度調査では教員

は 45 名。 

 学士、修士、博士それぞれで提供している学位・コースに

大きな変化はなく、教育機関としての活動はほぼ維持され

ているものと見受けられる。 
 過年度報告では、教員の重点的な研究対象の一つとして

「技術と国際平和・安全保障などにおける政策課題」が挙

げられていたが、今回調査では研究対象として確認できな

かった点は小さな差異として指摘できる。（現在の教員の

研究分野は「エネルギーシステム」、「気候と環境」、「情報・

コミュニケーション技術」、「リスク分析」、「技術イノベー

ション政策」）。 
 EPP は工学カレッジ（College of Engineering）所属の一学

科である（過年度報告書では工科大学院（Institute of 
Engineering）所属であった）。 
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第 V 章 SCIREX 事業において実施してきた研究活動の整理 

1. 調査の概要 
(1) 調査の背景 

SciREX 事業の一環として平成 31 年３月まで実施された旧重点課題に基づくプロジェクトについ

て、文部科学省は、成果をまとめた成果概要の提出を求め、会議資料として公表すると共に、成果概

要には集約しきれない、論文発表や学会発表等の関連研究活動の成果を第三者的な目線から収集し取

りまとめることとし、SciREX 事業関係会議でもその方針を表明した。 

 

(2) 調査の目的 
上記のような文部科学省での取組方針を受け、本調査研究では、旧重点課題に基づくプロジェクト

の事業の関連成果はこれまでウェブサイト等において広く公表されていなかったことを受け、幅広く

成果を共有すべく、ウェブサイトにおいて体系的に成果を公表することを企図した。その際、旧重点

課題に基づくプロジェクトの事業は高度な内容を取り扱うものもあることから、単に関連の参考資料

を提供するだけでは不十分だと考えられた。政策研究や STI 研究等に必ずしも造詣が深くない閲覧者

であっても、関連研究活動の成果物の概略を理解できるような工夫が必要だと考え、関連の参考資料

を概括し、平易な用語を用いた「目次資料」を作成することとした。 

このような目次資料が広く公表されることによって、同時に公表される関連研究活動の参考資料本

体を閲覧することを促すと共に、現在の更なる関連研究へのアクセスを促すことを目指した。また、

SciREX 事業に関心を持った者が研究者に直接アクセスし、ネットワークの拡大や協働のきっかけづ

くりに寄与することも期待して実施した。 

 

(3) 調査期間 
以下の調査スケジュールで取りまとめを行った。 

 

令和元年９月～：文部科学省より参考資料や成果物に関係するレポートの提供、調査設計 

令和元年 11 月：目次資料として紹介する２～３の参考資料を抽出、サンプルとなる参考資料目次

を作成 

令和元年 12 月 ：９プロジェクトの参考資料目次を作成、研究担当者への照会 

令和２年１月～ ：研究担当者との継続的なやりとり、文部科学省に成果報告 

令和２年３月 ：完成形を文部科学省に納品 
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(4) 目次資料の対象と構成 
旧重点課題に基づくプロジェクトは、図表 V-1 の９つのプロジェクトがある。これらの９つのプロ

ジェクトについて、図表 V-2 の構成で目次資料を作成した。 

 

図表 V-1 旧重点課題に基づくプロジェクト一覧 

 
（出所）科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」アドバイザリー委員会（第５回） H28.12.19 を参照し 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング作成 

 

No. 重点課題 重点取組分野 プロジェクト名 実施期間 研究代表者 リサーチクエスチョン

1
重点課題A-①
政策のｲﾝﾊﾟｸﾄ評
価

政策の経済的影響の分析
に関する手法・指標の開
発

経済社会的効果測定指標の開発の全体像 H28.4～H31.3

黒田昌裕（政
策研究大学院
大学　SciREX
センター客員
教授）

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策が解決すべき課題について、有
効かつ実行可能な政策ｵﾌﾟｼｮﾝを作成し、その社会・経
済的ｲﾝﾊﾟｸﾄを評価

2
重点課題A-②
政策ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ
ﾑ

政策のPDCAの確立のため
の指標・手法開発

政策のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと改善のための指標開発（科
学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと社会に関する測定（ｻﾌﾞﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ））

H28.4～H29.3
有本建男（政
策研究大学院
大学教授）

科学技術イノベーションが社会にもたらす多様な効果
をどのように可視化できるか？

3

重点課題A-③
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｾｸﾀｰに
おけるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑ

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｾｸﾀｰの機能強化の
ための制度設計

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを推進する公的研究機関の制
度的課題の特定と改善

H28.4～H31.3
林　隆之（政
策研究大学院
大学　教授）

我が国の大学・公的研究機関の機能強化に向けた制度
設計及び経営支援に資する指標を明らかにする

4

重点課題A-④
国家的課題への
迅速・戦略的な
対応

国家的課題に対応した政
策ｼﾅﾘｵ等の作成手法の開
発

新しい国家的課題に対応した戦略的政策ｼﾅﾘ
ｵ及びその作成手法の開発

H28.4～H31.3

角南篤（政策
研究大学院大
学　学長特別
補佐）

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策において緊急性が高い課題につ
いて集中的に検討を行い、政策ｼﾅﾘｵや政策ｵﾌﾟｼｮﾝの骨
格をﾃﾞｻﾞｲﾝ

5

重 点 課 題 A- ⑤
政策形成ﾌﾟﾛ ｾｽ
の改善

共創的な政策形成ﾌﾟﾛｾｽの
構築に向けた手法開発

政策課題解決のための情報の役割とその共
有に向けた政策形成過程の研究

H28.4～H31.3

森田朗（政策
研究大学院大
学客員教授、
津田塾大学教
授）

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策（計画、事業、規制等）の形成
過程における関係者、国民等を巻き込んだ「対話型」
技法とｼｽﾃﾑを提案すると同時に、責任ある研究ｲﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝ(RRI）の実態把握を試みる

6
重点課題B-①
超 ｽ ﾏ ｰ ﾄ 社 会と
STI政策

先端技術の研究開発実施
と社会実装に向けた制度
設計

新しい科学技術の社会的課題検討のための
政策立案支援ｼｽﾃﾑの構築

(H28年度は企画調査期間と位置付
け、年度後半にH29年以降の実施の

方向性について決定する。)

平川秀幸（大
阪大学COデザ
インセンター
教授）

新しい科学技術の研究開発や社会実装に伴う社会的課

題が研究開発の早い段階から検討され、関連施策の立
案に的確に検討・反映され、社会的により望ましい研

究開発や関連制度等が実現されるようにするために

は、どのような支援が必要か。

7
重点課題B-②
少子高齢化社会
とSTI政策

少子高齢化社会に向けた
医療・健康ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの利
活用手法の開発

自治体の持つ行政健康資料の可視化とその
利用に向けての基盤構築

H28.4～H31.3
川上浩司（京
大）

行政健康資料を研究可能な形で可視化し、学術、産
業、政策において有効に利活用し、新たな付加価値を
与える

8
重点課題B-③
地方 創生 とSTI
政策

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策の政策
形成立案支援ﾂｰﾙ手法の開
発

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに資する事例研究と科学技術
政策支援ｼｽﾃﾑの開発

H28.4～H31.3
永田晃也（九
大）

なお目指すべきｱｳﾄｶﾑの達成に至っていないとの評価が
なされている地域科学技術政策の改善に寄与する

9
重点課題B-④
ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
政策と産学連携

大学・研究機関における
産学連携の役割等に関す
る制度設計

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に向けた産学官連携：知識ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄと制度設計

(H28年度は企画調査期間と位置付
け、年度後半にH29年以降の実施の

方向性について決定する。)

城山英明（東
大）

研究成果のｵｰﾌﾟﾝ化、利益相反等に関して、研究活動の
信頼性を維持する大学の制度環境を整えることで、研
究者が産学官連携を通じたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出に向けて新
たな取組を行うことを可能にする
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図表 V-2 プロジェクトごとに作成する目次資料の構成 

 
 

(5) 今後の公表について 
SciREX 事業に関する情報は、SciREX センターの運営するウェブサイト（https://scirex.grips.ac.jp/）

に集約されており、同 HP に旧重点課題に基づくプロジェクトについてのリサーチクエスチョンも掲

載されているため、当該情報の掲載されているページに目次資料と参考資料本体を掲載することとす

る。 
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2. 調査結果（成果物） 
(1) 経済社会的効果測定指標の開発の全体像 
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(2) 政策のモニタリングと改善のための指標開発 
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(3) イノベーションシステムを推進する公的研究機関の制度的課題の特定と改善 
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(4) 新しい国家的課題に対応した戦略的政策シナリオ及びその作成手法の開発 
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(5) 政策課題解決のための情報の役割とその共有に向けた政策形成過程の研究 
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(6) 新しい科学技術の社会的課題検討のための政策立案支援システムの構築 
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(7) 自治体の持つ行政健康資料の可視化とその利用に向けての基盤構築 
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(8) 地域イノベーションに資する事例研究と科学技術政策支援システムの開発 
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(9) ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に向けた産学官連携：知識ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄと制度設計 
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第 VI 章 SCIREX オープンフォーラム 

1. 企画概要 
(1) 開催のねらい 
社会における様々な問題、諸課題を解決に導くためには、政策形成に貢献しうる研究成果を創出す

るとともに、その成果を政策形成プロセスに活かすなど、研究者と行政官の連携・共創・協働が重要

である。オープンフォーラムでは、このような連携・共創・協働に関わってきた有識者の知見や教訓

を供覧し、また政策や研究の最前線に立つ参加者同士も経験を共有しあえる場を提供することで、科

学による政策課題の解決を目指す“政策コミュニティ”の形成に寄与することを目指した。 

 

(2) キーコンセプト 
・SciREX 事業の知見・教訓といった成果を分かりやすく整理し、関係者内での共有（横のつながり）

を促す。 

・参加者同士が接点を持ちやすい場づくりにより、これまで SciREX 事業と接点がなかった研究者や

行政官にも認知・理解（外とのつながり）を広める。 

・SciREX 事業と類似の取組の成果・課題も紹介し、事業の将来展望に関する意見交換を行う。 

・類似の取組で形成されているコミュニティとの接点を設け、幅広い層に対して SciREX 事業への関

心を喚起する。 

 

(3) テーマ 
① 現代社会の政策課題に対する科学の役割とは何か 

社会課題の複雑化によって政策課題の解決もより困難になり、科学への社会の期待が高まっている。

一方で、科学の不適切な活用、拠って立つ事実そのものの揺らぎ、科学への過剰な期待や誤認なども

表出している。科学を通じて社会や政策を考え関わることの意味を問い直すため、オープンフォーラ

ムでは３種類のセッションを企画した。 

まず、基調講演①では、人工知能による政策オプションの提示という研究者と行政官の本格的協働

事例を題材に、現代社会の政策課題に対する科学の貢献の道筋を考える内容とした。次に、セッショ

ン①では、個票データを含めた行政データを活用した政策研究の事例から、社会の倫理や信頼を損ね

ることなく科学を課題解決に用いるための留意事項を討議した。また、セッション②では、「ポスト真

実」時代の情報発信における科学技術の正負の関与を正面から捉え、科学への信頼を高めるためにい

ま必要なことを参加者と討議した。 

 

② 政策形成における政策研究のあり方とはどのようなものか 

科学的手法を用いた政策研究では、領域横断的・集学的なアプローチ、実証的かつ叙述的な手法、

知識移転方法の開発、セクターを超えた高度な実践などが求められるようになっている。しかしなが

ら、研究者と行政官のパートナーシップ形成に至るまでには未だ高いハードルが存在する。協働にお

ける葛藤を乗り越えた先にある政策形成と政策研究のより良いあり方を、第一線で活躍する有識者た

ちと共に考える場を設けた。 
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基調講演②では、国家レベルの政策・合意形成を多数経験し、科学的判断根拠を提供してきた研究

者から、政策研究のあり方や研究者の役割の将来展望について討議した。セッション③では、国会レ

ベルでは解決困難な課題を題材として、研究と行政が協働する際、規模や枠組みの違いを乗り越えた

関係構築の課題や工夫を紹介した。また、セッション④では、行政官と研究者が協働する際に目標設

定や時間軸の違いで葛藤が生じることを所与と捉え、いかにそれを乗り越えたかを参加者と共に考察

した。 

 

 

2. 開催概要 
(1) タイトル 
第 2 回政策のための科学オープンフォーラム 

～科学による政策課題解決への挑戦：たゆまぬ共創・協働～ 

 

(2) 日時 
2020 年 1 月 15 日（水）13:00～18:00 

 

(3) 会場 
政策研究大学院大学（東京都港区六本木 7-22-1） 

・大会場 想海樓ホール 

・中会場 1 階 1A・1B・1C 会議室 

・ポスター会場 1 階ホワイエ 

 

(4) 主催 
① 主催 

文部科学省 

 

② 共催 

政策研究大学院大学（GRIPS）／SciREX センター 

 

③ 協力 

・SciREX 拠点大学（政策研究大学院大学 GIST／東京大学 STIG／一橋大学 IMPP／大阪大学・京都大

学 STIPS／九州大学 CSTIPS） 

・文部科学省科学技術・学術政策研究所（NISTEP） 

・国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）社会技術研究開発センター（RISTEX） 

・国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS） 

・研究・イノベーション学会 

 

(5) 参加費 
無料 



84 

(6) プログラム 
オープンフォーラムは、参加者の移動の利便性や時期を考慮して 2020 年１月 15 日（水）午後の開

催とした。開会の挨拶及び趣旨説明の後、２名の研究者に基調講演を依頼した。また、同時に２会場

でセッションを実施（パラレルセッション）する時間帯を２枠設け、参加者が関心に応じ選択して参

加できるようにした。また、ポスターの発表者をオープンフォーラムも参加募集と同時期に公募して

おり、応募のあったポスター発表について終日に渡り掲示するとともに発表時間を設け、セッション

終了後には交流会を設ける等して参加者同士の交流の創出に努めた。 

 

図表 VI-1 オープンフォーラム日程表 

 大会場（想海樓ホール） 中会場（1A・1B・1C） ポスター会場 

13:00- 

13:05 

挨拶 [5 分] 

菱山豊氏（文部科学省） 
 

ポスター掲示 

（終日） 

13:05- 

13:15 

趣旨説明 [10 分] 

山下恭範氏（文部科学省） 
  

13:15- 

13:45 

基調講演① [30 分] 

白石隆氏（SciREX センター） 

政策形成の中で研究者が担う役割

の将来展望 

  

13:45- 

14:15 

基調講演② [30 分] 

広井良典氏（京都大学） 

AI を活用した社会構想と政策提言 

  

14:15- 

14:50 
  

ポスター発表者

滞在 

14:50- 

16:05 

セッション① [75 分] 

事例から紐解く、個票データを含

めた行政データを利活用する際の

教訓と展望 

セッション② [75 分] 

「ポスト真実」時代 3 年目の

科学技術 

 

16:05- 

16:10 
休憩・移動 [5 分]   

16:10- 

17:25 

セッション③ [75 分] 

STI for SDGs とステークホルダー

間協働 

セッション④ [75 分] 

行政官と研究者が直面する

葛藤をどう乗り越えるか 

 

17:25- 

17:30 
休憩・移動 [5 分]   

17:30- 

18:00 

セッション⑤ [30 分] 

政策研究と政策形成の「共創・協

働」を如何に進めるか 

  

18:00-  交流会 

※なお、本章での登壇者等の役職はオープンフォーラム開催時点のものである。 
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(7) 告知 
① 参加募集 

主催・共催・協力団体のメーリングリストやウェブサイト等を通じて、広く広報を実施した。ま

た、研究・イノベーション学会や科学技術社会論学会の会場等において、告知用チラシを配布し

た。さらに、文部科学省内へポスターを掲示し、行政官への情報提供も行った。 

 

図表 VI-2 オープンフォーラム告知チラシ 
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② ポスター発表公募 

ポスター発表は一般公募を広く受け付けることとし、以下の要領で募集した。また、SciREX 旧重

点課題 PJ の研究者、RISTEX 第 1 期 PJ の研究者、SciREX サマーキャンプ 2019 の優秀チーム上位 3

組には公募以外に別途告知し、応募を促した。 

 

図表 VI-3 オープンフォーラムポスター発表公募要領 

発表資格 制限なし ※研究者でも、研究者でない方でもご応募可能です 

発表内容 政策研究や政策形成に関する知見（科学的手法を用いたもの）を扱った研究・実践 

使用言語 
原則日本語としますが、英語も可とします。発表題目、審査用発表要旨、当日の発

表言語は統一するようお願いします。 

募集期限 11 月 22 日（金）まで 

応募方法 

本募集要項末尾の「お問合せ先」まで、以下の各事項を電子メールでご送付くださ

い。 

・各発表者（代表者および共同発表者）の氏名、所属、役職 

・代表者の略歴、連絡可能な電話番号、メールアドレス 

・発表タイトル 

・審査用発表要旨（日本語の場合 500 字程度、英語の場合 250 語程度） 

※書式自由 

※審査用発表要旨と異なる内容を当日発表することはできません 

審査 

以下の要領で審査を行います。 

・審査用発表要旨を基に、審査者がオープンフォーラムの趣旨に沿った内容である

かを検討し、採否を決定します。 

・採否結果は応募者に逐次連絡し、遅くとも 12 月 13 日（金）までにはすべての応

募者にご連絡します。 

・不採択の場合、不採択理由や審査者情報等は開示しません。 

ポスターの 

作成要領 

以下の要領で、掲示するポスターを作成していただきます。 

・ポスターは A0 サイズ（縦置き：841mm×1189mm）とします。 

・ポスターには発表タイトルと各発表者名を上部に記載したうえで、研究やプロジ

ェクトの概要、成果・実績、政策研究や政策形成としての知見、今後の展望等に

ついて自由にご記載ください。 

・発表後の問合せや意見交換のために発表者のメールアドレス掲載を希望される場

合は、発表者名に続けてご記載ください。 

・作成や印刷、掲示等に要する費用は、すべて発表者負担となります。 

当日の発表 

当日のご発表においては、以下の事項にご対応ください。 

・発表者自身でお持込みのうえ、各自で掲示・回収してください。掲示可能な時間

帯は当日 11:00 以降、回収可能な時間帯は 18:00 以降です。 

・当日 14:15～14:50 は発表者が掲示したポスター付近で待機し、参加者の質疑応答

に応じることとします。そのため、同時間帯は必ず 1 名以上で待機してください。 
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3. 実施結果 
(1) 基調講演 
① 政策形成の中で研究者が担う役割の将来展望 

基調講演①は、SciREX センター長でもある白石隆氏に「政策形成の中で研究者が担う役割の将来

展望」と題した講演を依頼した。白石氏からは、科学技術基本計画などハイレベルの政策形成にお

ける豊富な経験の一端と、「政策のための科学」に貢献する研究者の役割に関する洞察、今後の政策

コミュニティの形成への期待等の紹介があった。 

 

図表 VI-4 オープンフォーラム基調講演①の企画概要 

タイトル 政策形成の中で研究者が担う役割の将来展望 

会場・時間 大会場 13:15-13:45 [30 分] 

登壇者 白石隆氏（SciREX センター長 兼 熊本県立大学理事長） 

概要 

「社会課題に対してどのような政策をとるべきか」という問いに対する唯一の答え

はないが、政策形成や意思決定の基盤として科学が判断の根拠を提供することで、

政策の意思決定プロセスをよりよいものにできることが期待されている。 

内閣府総合科学技術会議（現 総合科学技術・イノベーション会議）の有識者議員、

あるいは核軍縮のための賢人会議座長など、様々な場で政治・行政・財界などとの

政策形成を図ってきた経験を踏まえ、これからの政策研究に求められる期待と将来

展望を探る。 

参加者数 約 120 名 

 

② AI を活用した社会構想と政策提言 

基調講演②では、京都大学こころの未来研究センター教授の広井良典氏が講話をした。国や自治

体との共同研究を紹介しつつ、AI（人工知能）技術の政策への活用可能性と現状の課題、シミュレ

ーションによるシナリオの導出、持続可能な福祉社会のあり方と展望などが提示された。 

 

図表 VI-5 オープンフォーラム基調講演②の企画概要 

タイトル AI を活用した社会構想と政策提言 

会場・時間 大会場 13:45-14:15 [30 分] 

登壇者 広井良典氏（京都大学こころの未来研究センター教授） 

概要 

京都大学こころの未来研究センターでは、人工知能を用いた未来シナリオの描出

等、政策課題に対する科学の活用を実践してきた。 

日立京大ラボとの共同研究では、人口減少の中で持続可能な社会を構築することを

目的としたシミュレーションにより、財政・社会保障、地域、環境・資源など、様々

な政策領域での政策オプションを提示している。 

最近ではシミュレーション結果を政策決定に活用する取組を長野県と実施するな

ど、行政との協働にも注力している。研究者と行政の協働における成果と教訓に焦

点を当てて、政策課題に対する科学の役割に関する示唆を得る。 

参加者数 約 130 名 
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(2) セッション 
① 事例から紐解く、個票データを含めた行政データを利活用する際の教訓と展望 

セッション①では、モデレーターである小林信一氏より趣旨の説明を行い、３名のパネリストよ

り話題提供があった。 

はじめに祐野恵氏から、「自治体が保有する健康情報の活用と政策立案に関する期待と課題」とし

て、取り組んでいる研究の概要と知見が紹介された。当該研究を推進する際の課題や、個票データ

を含む行政データを活用した研究を推進する際の論点の提示があった。続いて秋生修一郎氏より、

「未来へつなぐあだちプロジェクト 足立区子どもの貧困対策実施計画」について、共同研究の概

要と政策への反映状況の紹介があり、自治体からみた行政データの取扱いの現状や今後のあり方に

ついての意見の提示があった。また、島津太一氏からは「政策形成におけるエビデンスの利活用」

と題して、実装科学の概要（問題意識、研究の枠組み、参考事例等）が紹介され、研究成果を政策

形成に活用する際の留意点や着眼点、ファンディングエージェンシーへの期待等の提示があった。 

その後、モデレーターとパネリストとの意見交換、及び参加者からの質問をオンラインで受け付

けるアンケートシステムにより質疑応答を行った。 

 

図表 VI-6 オープンフォーラムセッション①の企画概要 

タイトル 事例から紐解く、個票データを含めた行政データを利活用する際の教訓と展望 

会場・時間 大会場 14:50-16:05 [75 分] 

概要 

産業領域ではビッグデータの活用が急速に進み、データ利活用が新たな競争力の源

泉となる一方、機微な情報が本人許諾なくマーケティングに用いられるなど、デー

タ活用上の倫理や信頼が課題となっている。 

政府でも EBPM の推進や行政データの活用が方針として示される中、匿名化され

た個票データを政策領域横断的に統合して分析することも検討されている。個票デ

ータの利活用は自治体レベルで先行しており、それらの事例から学ぶべきことは多

い。本セッションでは、個票データを用いた政策研究を充実させ、研究成果を活か

した政策形成過程を構築するために、これまでの実践から留意事項や教訓を供覧す

る。 

モデレーター 小林信一氏（広島大学／委託調査有識者会議委員） 

パネリスト 
秋生修一郎氏（足立区）  ／  島津太一氏（国立がん研究センター） 

祐野恵氏（京都大学） 

コーディネー

ター 

井上敦氏（NIRA 総合研究開発機構／委託調査検討会委員） 

参加者数 約 90 名 

 

図表 VI-7 セッション①における主な討議内容 

【主なやりとり】 

・研究者と行政官とでは「文化が違う」とのコメントがあったが、実務家と研究者、ないし研究者

の領域にも違いがある場合、どのような工夫があり得るか。 

→調査項目のすり合わせを徹底して行う中で、研究者と行政官の互いの要求を明確化する。例え
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ば、研究者が追加したい調査項目があっても、政策を打てないならばなぜ追加する必要があるの

か、といった議論を徹底的に行う。また、行政内の優先順位と比較衡量することも必要になる。 

・研究者が協力を得られない自治体の背景には、どのようなことがあるか。 

→協議に赴くと６～７割の自治体からはデータ提供に協力してもらうことができたが、どの自治体

でも理解してもらえるわけではない。また、自治体のキーパーソンが理解していても単発な取組

になりがちであり、継続するには事務方が理解した上で幹部層に説明できるかが鍵になる。 

→現場と価値観が共有できれば比較的通りやすい。 

・[参加者からの質問] 法律で規定して、データの提供を義務付けるような活動はされているのでし

ょうか。また、学校検診以降のデータの取得状況はいかがでしょうか。 

→学校検診は初等中等教育局で校務支援システムを活用してデータベース化する方針が示されてい

るが、法律による規定ではない。 

・[参加者からの質問] データ提供者とのデータ提供利用に関する契約締結や同意書取りはどのよう

に、どのような内容で行っていますか。小学校の健康調査の事例ですと学校との契約とのことで

したが、別途保護者から取る同意書の内容（データ加工、分析、公表の仁義切りについて）をご

教示いただければと思います。 

→個人情報はあくまで本人同意であり、学校との契約ではなく、父兄と個々に同意取得が必要にな

り、そうでないと個人情報に関する審議会に通らない。学校を通じて説明するが、提供したくな

い場合はオプトアウトできる方法を採用している。 

→個人情報保護は規制が厳しくなる面と緩和される面があるが、総じて基盤として使える範囲が増

えてきている。ただし、対象者の同意が必要なのは変わらない。 

・[参加者からの意見] 足立区のように取り組める自治体はどんどん進めていただいて良いと思うの

ですが、基礎自治体にすべてを求めるのは酷だと思います。 

→自治体ごとに状況は異なる。また、すべての研究者にデータを最初から開示するわけではなく、

自治体の状況に理解のある研究者を中心にデータ開示や利用のルールを作るところから関与して

もらうことが必要。そういった合意形成に行きつくまでの努力を自治体がする必要がある。 

・[参加者からの質問] エビデンスが一度得られたら、それを忠実な形で行政サービスでの実践に用

いなければ効果がないのか、それとも現場で解釈を交えてよいのか。 

→介入研究の詳細を変えてよいかはいつも議論が必要である。現場での介入は複雑なため、何が中

核になっているかを研究で観察するのが大事。そのための方法論は研究されつつある。 

→昨今はエビデンスが妙に強調されているが、将来を保証するわけでも確証を得ているわけでもな

い。かといって、正しい解釈をせずおかしな解釈をするのは困る。エビデンスが何を意図して作

られたかが重要である。 

・[参加者からの質問] ご紹介いただいた事例はいずれも研究者と行政が協力し合えた例と思います

が、その裏には数多くの協同がとん挫した事例があってのことかと思います。成功した事例とう

まくいかなかった事例の違いとして、共通は何でしょうか。 

→現場の職員が持っているノウハウと研究者が持っている政策に関する知識には差があり、うまく

いかない要因になる。また、データを使うことへの抵抗感など心理的・感覚的な障壁を取り除け

ないと、うまくいかないのではないか。 

→行政官にも研究者のマッチングがうまくいかないことも多いが、米国では実践と研究が同じフィ
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ールドで対話できる場が、リアルにもウェブにもある。そういった場を調整・準備しているのが

ファンディングエージェンシーである点も、研究者が了承しやすい要因だ。 

→[参加者からの意見] 行政と研究のマッチングアプリのような物が手軽に繋がることができるプラ

ットフォームがあると良いですね。公平性を担保するのか難しいですが。 

【最後に】 

・研究者は研究として行うため 3～4 歩先を研究したいが、現場はそんな先ではなく来年度どうする

か、半歩先を考えている。互いにすり合わせをしないとうまくいかないが、研究者としては、実

践的で役に立つ研究、問題解決に資する研究だけに限ってよいか疑問がつきまとう。これも研究

として認めようとの議論はあり、それゆえ SciREX や RISTEX が今後重要になるはずである。 

・現場の知識を研究に至る前のデータベースに取り入れるのは難しいが、どんなインセンティブが

あれば協力してもらえるかを、行政にも加わって考えることが必要なのではないか。 

・実装科学では、ステークホルダーの考えを重視して実装戦略を作る。エビデンスを作るときも、

使うときにも求められる試行であり、それをどう乗り越えるかを考えたい。 

・行政は個人情報を保護する方向に考えがちだが、活用する方向にも目を向けないといけない。 

・行政データの利活用は現実には甘くない。自治体は意外にデータを持っているが、研究者は研究

上の仮説を検証したい願望があり、これが行き過ぎると本当の意味でのエビデンスに基づく政策

を見誤る危険もあり、さらなる議論が必要である。 

※なお、参加者からの質問については、投稿の原文を採用した。（以下、本章では同様。） 

② 「ポスト真実」時代 3 年目の科学技術 

セッション②では、モデレーターの平川秀幸氏によって「ポスト真実の状況におけるエビデンス

の困難と課題を探る」をテーマとして、現在のエビデンスベースの意思決定・コミュニケーション

が置かれた困難な状況を作りだしている要因や、それに力を取り戻す（与える）ために必要なこと

を問いとして設定された。 

この問いについて事例を挙げて検討を深めるため、BSE（牛海綿状脳症）の問題が現代に起きた場

合を仮定して、神里達博氏より「BSE 報道におけるエビデンス」と題したプレゼンテーションがあっ

た。2001 年９月以降の英国における一連の BSE の事象及び報道と、そこで研究やエビデンスがどの

ように扱われていたかの紹介がありながら、科学的研究やエビデンスとメディアの関係に関し、ど

のように人々の理解・行動に影響を及ぼし得るかについて示唆を得た。 

その上で、細野光章氏と西田亮介氏も議論に参加することで、神里氏の話題提供に関して日本の

状況に引き付けながら、さらに論点が加えられた。また、アンケートシステムを用いて参加者の質

問を交えながら議論を深めた。 

 

図表 VI-8 オープンフォーラムセッション②の企画概要 

タイトル 「ポスト真実」時代 3 年目の科学技術 

会場・時間 中会場 14:50-16:05 [75 分] 

概要 

2017 年頃から「ポスト真実」の時代と言われ始め、3 年目を迎える。この間、ディ

ープフェイクやフィルターバブル等、最新の科学技術を用いたデジタル情報の発信

にまつわる論争は勢いを増している。 

SNS のトラフィックの急増によってメディアや報道に対する市民社会の姿勢に変
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化が生じていることは、政策課題の解決にも影響する重要な要素である。科学がこ

の現状にどのように関与していると捉えるか、今後どのように関与すべきと考える

か、科学技術への信頼を高めるためにいま必要なことは何か、参加者と共に検討す

る。 

モデレーター 平川秀幸氏（大阪大学／委託調査有識者会議委員） 

パネリスト 
神里達博氏（千葉大学）  ／ 西田亮介氏（東京工業大学） 

細野光章氏（岐阜大学） 

参加者数 約 70名 

 

図表 VI-9 セッション②における主な討議内容 

・BSE が現在の日本で起きても、行政的な取り扱いは大きく変わらないかもしれない。ただし、

SNS 等があるため、噂レベルのものがすぐ広まる。これは、議論を活発化させるのではなく分断

を生じさせ、後の意思決定を難しくする可能性がある。 

→より複雑で予測しづらい状況になるだろう。政治的な決定はネット世論に配慮しており、この傾

向は行政でも政治でも大きくなっており、ネットが強い影響力を持ちうる時代である。また、政

治の行政への影響力も強くなるなど、伝統的な日本の政策プロセスの力学が変容している。コミ

ュニケーションも動画・静止画に移行しており、文字よりも政治的反応を誘発しやすい。 

・参加者からの意見も踏まえて、「専門家とは誰か」という問題を考えたい。「専門家」の情報はネ

ットでも多く流通し、行政も意見を受ける機会が頻繁になるので、プラスに働くかもしれない。

一方で、「専門家」候補も多くなり、誰が適切な専門家なのかが分かりづらく混乱要因でもある。 

→専門家を選ぶ側の育成も十分でない。専門家を政策に採用する文化の存在自体も怪しいところ。

行政プロセスでは基本的に専門家の助言を得た合理的なものを選ぶ慣習があるが、政治では合理

的なものは必ずしも好まれない。 

・[参加者からの意見] エビデンスベースなコミュニケーションを望まない人もいるかと思います。

エビデンスベースを望んでいるのはここにいる私たちだけかもしれません。 

→SciREX が始まる前から、政策はエビデンスに基づいていなかった。近年は、より政治の影響力が

増しており、フィードバックを政策の改善に活かすルートが明確でない。 

→これは政策だけでなく、社会全体にも言えることではないか。政治が合理的でないゆえ、メディ

アもそのような報道になりがちで、さらに行政も市民社会もエビデンスを踏まえて議論しないの

で悪循環になる。日本はもともとこのような状況だったとすると、「モダン／ポストモダン」の枠

組みでは「プレモダン」と言える状況かもしれない。 

→日本ではポピュリズムがない、社会的分断が進んでいない、といった主張をする海外の政治学者

がいる。日本社会はエビデンスに基づく議論を誰も好んでおらず、好んでいるのは専門家集団と

官僚コミュニティだけかもしれない。さらに、これらのコミュニティの力が減退している。 

・エビデンスを用いたコミュニケーションをいかにつくるか。教育では相当な時間がかかるし、専

門家集団がメディアと組んでいた時期もあったが定着していない。 

→政策集団も学術界も、信頼の再構築をどうするかが喫緊の課題になっている。エビデンスに基づ

く政策を根付かせるには、SciREX を進めれば根付くのか、または、より積極的に働きかけるの

か、好事例をつくるのか。信頼が乏しい中で、どのような方策があるか。 
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→専門家はコミュニティ内で議論しがちな雰囲気だが、専門家が社会に出ないと仕方ないのではな

いか。10 年ぐらい前には文系研究者がもっと前に出ていたが、いまはそういったことをするとコ

ミュニティ内で批判されがちである。社会と多く接点を持って引き受ける人にも社会的役割があ

り、町医者のような人たちが尊敬を集めないといけないのではないか。 

→町医者が出ていくのは専門外のことに口を出すことにつながり、エビデンスを重視する時代とは

相性が悪いし、研究者としての業績にならない。リスクを背負うばかりで、本物の専門家に攻撃

されることもある。 

→研究者ないし知識人の役割は必要だが、孤立しないようにネットワークを作れるかがポイントで

はないか。英国の科学的助言に関する報告書では、knowledge broker（知識仲介者）の役割に言

及している。 

・[参加者からの質問] BSE のような危機の際に、民間セクター（業界団体）などが果たした役割が

気になります。 

→英国では業界団体が果たした役割はあまり大きくはなかった。（但し制度化の中ではあった。） 

・④英国では、ヒトにうつるのが分かってからは社会的分断があったが、それを政権交代によって

吸収した面があった。新しい政権が正義になる。 

→日本の BSE は、分断が可視化されていなかった。ネットはあるが SNS がない時代だった。その当

時は権威しかなかった。いまはネットのトレンドがある種の権威になっている。 

・[参加者からの質問] BSE の時代よりは、体感ですが確かに科学の権威は失墜していると思いま

す。この原因はなんなのでしょう？ 

→科学に限らず、大学も研究者も権威を失っており、素人の時代と言える。専門家集団が社会に露

出していかなくなったことや、経済界の声の大きさも影響しているのではないか。研究公正の面

からも、信頼を失っている点は努力が必要である。 

・専門性の再構築をする必要があるが、大学が置かれている環境も厳しくなり、社会に働きかける

研究者を置いておけなくなりつつある。 

・BSE と同様の事象は何度でも起こりうるが、その時に社会の安定性をどう保てるのかを考える必

要がある。日本には理屈を言っても仕方ないと思う人が多く、良い意味でも悪い意味でも何も起

きないかもしれないが、それでよいのかを問うべきである。 

・専門家であっても間違えるし、間違えたら謝って訂正するのが専門家コミュニティそのものでは

ないか。行政は「無謬性の原則」があるが、謝るべきところは謝るとのスタンスも必要だろう。 

 

③ STI for SDGs とステークホルダー間協働 

セッション③の冒頭では、モデレーターの狩野光伸氏、パネリストの飯塚倫子氏、木村めぐみ

氏、小林俊哉氏より、自身の専門や取り組んでいる研究の概要の紹介があった。また、テーマであ

る STI for SDGs（SDGs 達成のための科学技術イノベーション）との関連性についてコメントがあっ

た。 

次に島谷幸宏氏から、RISTEX の研究プロジェクト（持続可能な多世代共創社会のデザイン）であ

る「分散型の水管理システムを通した風かおり、緑かがやく、あまみず社会の構築」について、問

題意識や実施内容の説明があった。ビジョン作成から体制作り、ステークホルダーとの連携等の一
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連の研究における困難なポイントや、研究者としてディシプリンを越えた取り組みをする際の面白

さについて提起があった。 

その後のパネルディスカッションは、狩野氏の進行で各パネリストが発言をした。アンケートシ

ステムを通じて寄せられた参加者からの質問に対する応答を踏まえつつ、科学技術イノベーション

を軸としてマルチステークホルダーでの協働を進める際、いかにして規模や枠組みが異なるステー

クホルダーと関係を構築できるか等について討議し、多くのコメントを得た。約 80 名が参加した。 

 

図表 VI-10 オープンフォーラムセッション③の企画概要 

タイトル STI for SDGs とステークホルダー間協働 

会場・時間 大会場 16:10-17:25 [75 分] 

概要 

2015 年 9 月の国連サミットで SDGs が採択されてから、テクノロジーとイノベーシ

ョンで社会課題解決を導く「STI for SDGs」への関心が寄せられ、それにより「テ

クノロジーファースト」ではない「課題ファースト」な研究活動への期待が高まっ

ている。また、近年はローカル SDGs が叫ばれるようになり、グローバルなゴール

に向けてローカルな実践を展開することの重要性が認識され、地方自治体における

挑戦も多く見受けられるようになってきた。 

実際に取り組む上では、ステークホルダーと連携しながらビジョンや課題、指標を

設定し、役割を見出しながら協働していくことが必要である。そこで本セッション

では、自治体や地域での研究事例をもとに、行政、企業、大学、NGO 等が協働して

課題解決に取り組む際のポイントや、科学技術イノベーション政策として取り組む

べきことについて議論する。 

モデレーター 狩野光伸氏（岡山大学／委託調査有識者会議委員） 

パネリスト 
飯塚倫子氏（GRIPS）   ／ 木村めぐみ氏（一橋大学 IMPP） 

小林俊哉氏（九州大学 CSTIPS）  ／ 島谷幸宏氏（九州大学） 

コーディネー

ター 

鈴木和泉氏（GRIPS／委託調査検討会委員） 

参加者数 約 80 名 

 

図表 VI-11 セッション③における主な討議内容 

・[参加者からの質問] 市民を置き去りにせず、市民との信頼関係を構築するためのコミュニケーシ

ョンについては、どのような施策がとられていますか？ 

→「信頼関係ベースドな合意形成」だと考えている。選択肢があるなら、どちらの選択肢のほうが

信頼関係を得られるかで判断する。 

・[参加者からの質問] 身をもって参画する活動以外に、市民が参画する方法として、クラウドファ

ンドの活用がよく聞かれます。現代版市民パトロンってあり得ますか？ 

→科学は納税者との関係性が問われるようになってきている。研究費の配分では勝ち負けを決める

必要があり、勝敗のルール設定によって研究に求める価値観が決まってしまっている。 

→学際的なコースも増えているが、評価できる研究者がいるとは限らない。 
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→資金獲得は様々な形でできるし、それがある種の支持の表明だとも言える。国の研究費だけでな

く、クラウドファンディング等の民間資金もある。そのための税制の仕組みもあってもよい。 

・[参加者からの質問] 社会的な活動と研究のギャップが出てきたが、自身の活動をどのように研

究、論文としているのか。 

→同僚に社会との科学コミュニケーションに熱心な研究者がいるが、熱心であるほど業績にはなり

づらいし、本業の時間ではないと周囲から見られがちである。そんな中で市民とのコミュニケー

ションをどうするか。 

→研究の中で地域のアクターと高密度のコミュニケーションを取るのは大変であり、研究にも発展

しにくい。研究では成功要因や失敗要因を示そうとするが、地域ではそういった単純な話では片

付かないことも多い。そのため、地域研究をサポートできる仕組みが学術的にできたらよい。 

→所属学会以外で論文を書く機会は世界中に多くある。学術領域は細分化されているが、出し先を

あまり気にしなければ困らない。 

・[参加者からの質問] 活動に参画する方は、なんだかんだいっても、意識の高い方です。市民全般

の参画はあり得ますか？また、その必要はありますか？ 

→市民が STI for SDGs に参画するには、達成目標の中には必ず関心がある分野があるはずなので、

自治体のワークショップなどで関心があるところから参加できるようにするとよいだろう。身近

な自治会の清掃活動から参加するルートなど、実は参加機会は多くある。 

→敷居を低くすることで、「なんだ、そうだったのか」と科学の考え方や情報を発信するやり方はあ

る。シティズンサイエンスとして、市民参加や在野研究支援などの仕組みを作るべきである。 

→科学を経験できるように、科学者がどう落とし込めるかがリテラシー形成では重要になる。感性

の内側にもってこないと参画は拡がりづらいので、工夫が必要だ。「環境教育が大事です」と言う

だけでは伝わらないし、科学者のためだけの科学になってしまう。 

・[参加者からの質問] 民間セクターや産業界・経済界に対して思うところがあればお聞きしたいで

す。／企業としてイノベーションをおこしながら経営していく上でのヒントをいただければ嬉し

いです。 

→産業界も、代表としてのリーダーシップの側面と個人のボランタリーな側面とがある。どんな分

野の人でも、初心にかえって志を一緒にできれば、セクターは関係ない。 

→経済とのバランスをいかに取るかが重要である。社会的な活動をする人たちの中には経済に興味

がない人が多いが、それだと持続的な活動にはなりづらい。皆が協働できることが重要。 

→社会的なイノベーションが起きれば新しい分野ができ、仕事が生じる。最初はボランタリーなも

のでお金は後からついてくる。それらの一つひとつまで、研究者がすべて用意するのは難しい。 

→スタートアップへの資金提供が、社会では不足しているかもしれない。 

・今後、各事例からみる教訓は何か、その教訓は移転できるか、を研究したい。橋渡しをする人材

をどう作れるか、仕組み化できるかを考えたい。 

・地域の将来のデザインをする人材、未来の全体像を描ける人をどう育てられるかを考えたい。世

界的にはデザイナーがその役割を果たしているが、「自分たちが何をして、何をしないか」を議論

し続けることが重要。 

・地域の人に議論してもらうだけでなく、自分たちが学んでいる足元がどうなっているかを学生に

も感じてもらう。そういったことを SciREX のプログラムとしてやっていきたい。 
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→フォロワーシップも大切である。最初に何をする人が出てきたとき、応援するのは誰でも明日か

らできる。少しだけでも応援すると何か変わるかもしれないし、それを学生に教えられたらと思

っている。 

・[参加者からの意見] 研究者、起業家、行政官、などなど、キャリアパスが複線化している人材は

イノベーションを牽引していると思います。そういう環境整備に努力します。 

 

④ 行政官と研究者が直面する葛藤をどう乗り越えるか 

セッション④では、はじめにモデレーターの小林直人氏からセッションのテーマに込めた意図の

説明があり、その後３名のパネリストからそれぞれの研究における取組と、テーマに関連したこれ

までの経験やそこでの工夫等について紹介があった。 

森川想氏からの話題提供「行政官と研究者のパートナーシップ形成について」では、GRIPS での

取組について言及があった。研究の概要とともに、研究を通じて直面した課題や、パートナーシッ

プ型協働の要件について考察した政策的インプリケーションについても提示があった。次に、吉田

朋央氏からは「NEDO と一橋大学との共同研究を事例に」として、NEDO における評価情報の研究

への活用プロジェクトを題材に、ファンディングエージェンシーとしての NEDO が大学との協働を

進める際に直面した問題と、それを乗り越える努力や NEDO 側の変化について紹介があった。さら

に、赤池伸一氏からは、政策形成と政策研究（特に学術研究）における思考様式の違い、ストーク

スの４象限に模した政策に関する調査研究の位置づけについて、概念整理のための枠組みが示され

た。 

その後、コーディネーターの吉岡徹氏も加わり、アンケートシステムに投稿のあった会場からの

質問をパネリストに投げ掛けながら、議論を展開していった。 

 

図表 VI-12 オープンフォーラムセッション④の企画概要 

タイトル 行政官と研究者が直面する葛藤をどう乗り越えるか 

会場・時間 中会場 16:10-17:25 [75 分] 

概要 

行政官と研究者が協働するプロジェクトでは、互いの目標設定や時間軸の違いから

葛藤が生じることは不可避である。国では政策リエゾンや行政官研修など歩み寄り

の方策も講じられているが、葛藤の調整がプロジェクトの成否を左右するため、調

整実務者の力量が試される。 

ここでは、最終的にパートナーシップを形成できた事例を供覧し、その過程で生じ

た障壁や課題も参加者に共有する。その上で、様々な立場の参加者がそれぞれの現

場でニーズとシーズの調整を超えて、よりよい協働にたどり着くための方策を模索

する。 

モデレーター 小林直人氏（早稲田大学／委託調査有識者会議委員） 

パネリスト 
赤池伸一氏（NISTEP）  ／ 森川想氏（GRIPS／東京大学） 

吉田朋央氏（京都大学） 

コーディネー

ター 

吉岡徹氏（一橋大学／委託調査検討会委員） 

参加者数 約 80 名 
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図表 VI-13 セッション④における主な討議内容 

・[参加者からの質問] 国立研究機関の結果が政策に反映されていない。どう対応するか。 

→研究者と行政官の双方がやりたいことを話して、なんとなくキーワードが一致しても、最終的には

持ち帰って終わりになってしまう。共進化 PJ では行政側からニーズを出してもらい、研究者から

提案をする部分の作り込みを丁寧にやっている。そうすると、引き続き同床異夢かもしれないが、

少なくとも出会うことはできる。 

→行政側も、研究者と出会う機会が乏しいが、組織的なネットワークの中できっかけができることも

ある。例えば、学会に出席し、関心ある研究者と名刺交換して互いに連絡を取ることがある。 

→協働のマネジメント（互恵性や責任の切り分け）が鍵である。NISTEP は基本的には研究者集団だ

が、本省出向や企業の人など多様性がある。文部科学省とは物理的に同じ建物で、政策への感度も

良い。行政が説得力のある情報を探し始める時、まずは NISTEP に聞いてもらうことが重要だ。個々

の大学も、よいシーズがあっても、URA やマッチングサイトなど、何か一工夫が必要である。 

→研究者と行政官の板挟みにはなりがちだが、こういうアウトプットを出してほしいというのを明確

にすれば、互いに理解しやすい。研究者にとっても、現場でどうなっているかを教えてもらえるメ

リットがあり、楽しいと思える。 

・[参加者からの質問] 現在進めておられる共進化プロジェクトが良いと思う特徴について、いくつか

（一つでも）教えていただければ。 

→研究体制についてはどうか。 

→チームが小さく、個人的に成立している小規模な研究であるため、研究者側は URA 的な役割も果

たしている。URA が研究と行政の間をうまくつなぐ役割があるように思う。これを広げたり、他

の人もできるようになるには、自分の文脈でなく組織で考えないといけない。組織的なバックアッ

プのあり方は、まだできていない部分である。 

・[参加者からの質問] 霞が関の６月人事が政策の継続、遂行に大きな妨げとなっている。政策を実行

するために専門家を育てることは出来ないか？ 

→感度の悪い行政官に当たった場合は、諦めざるを得ないのか。 

→SciREX センターに紹介してもらったことがあった。研究者がやりたいことを当初の計画通りにで

きているかというと、ある程度研究者側が譲歩する部分はある。研究者側だけの計画では行政官側

が応答しないことは想像できるだろう。 

→上や横にも当たってみる、答えないといけない状況に追い込むなど、研究者側に工夫が必要で、相

談相手は柔軟に考えるべきである。また、研究者の説明の仕方にも問題があり、政策担当者が既存

の枠組みから考えることに準拠した説明をする、前提情報を共有するなどが想定される。 

→省庁の中でも横割りの部署と縦割りの部署があるので、それを見極める。 

→行政側で人事異動があっても、担当が一人ではなく複数で動き、組織としてつながっていれば継続

性は保ちやすい。 

・[参加者からの質問] 政策と研究の境界領域における組織や人のあるべき理想像のようなものはあ

りますか。／「まずちょっと試してみない？」という寛容さのようなものはあるのでしょうか？試

してみてよかったら正式に組んで、ダメそうだったらやめるというのをもっと気楽にできればと。 

→理想像は、研究に理解のある、リエゾン的な人や理念の共有ができる人である。担当官の所掌の範

囲はさて置き、社会をどうしたいかを話せるか、そういう対話ができる関係を希望しており、行政
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官も社会のためにどう役に立てるかを自分の言葉で語るべきである。 

・[参加者からの質問] 米国では政権交代により、行政官と研究者の立場を行き来するのに対して、日

本においても元行政官で大学で政策研究をしている人たちは存在しています。この人達は、個人的

に葛藤を処理しているのですから、元行政官の研究者にフォーカスをあてて、意見を求めることが

必要では。 

→SciREX の政策リエゾンは、行政官がポストを超えて政策研究に携われる仕組みである。これには

上司や人事の理解が必要で、包括的な必要性としてポストをゆるやかにするなど、組織を代表しな

い政策の専門家の育成が必要だ。 

→行政を経験した研究者は、行政もキャリアパスを多様化しないといけない。制度化や組織の許容度

をあげることが必要だ。 

・[参加者からの質問] 「戦略的互恵関係」を成り立たせる能力やチーム組成は戦略的に育成・設計で

きるものだとお考えでしょうか？また、その場合どういった方々が育成・設計を担うと「戦略的互

恵関係」を作るための条件が整いやすいとお考えでしょうか？ 

→関係性の基盤をゼロベースで考えないといけない。研究者は効率よく数多くの論文を書く必要はあ

り余裕がないが、本当にそれでよいのか。 

→研究者は成果を厳しく求められている。社会に役立つことが大事だと考えてはいるが、実験を数多

く行いショートペーパーで英語で論文を書くことが求められている。一方で、眠っているデータが

オープンになればそれらは両立するのかもしれないが、条件が整わない限りは成立しない。 

→適切なデータを集めてオープンにする必要がある。内閣府でも検討されているが、データ公開のガ

イドライン作りなどが進められている。なお、論文の根拠になるデータをアカデミアで標準化する

必要があり、社会科学でもそれをやるべきではないか。 

・[参加者からの意見] 小さな自治体であれば、研究、分析、企画、実施が一人でできるが、大きな行

政組織であればなかなか困難。JICA の専門家で研究者上がりの方が、実際に国外で上記を試して

いた方がいたが、こういうことを研究者が厭わなければ、実務と研究がつながる可能性がある。 

→行政官が忙しすぎるという状態は何とか改善できないのか。 

→行政の評価システムが、外からエビデンスベースが求められ、それが評価されるサイクルを組織的

に作るのが重要になる。予算を取るとき、財務省や永田町で話すほうがよければ、行政官はそうい

うやり方をする。これを、政策研究者とも協働が評価されるようにしないといけない。 

・行政と研究は別の論理で動いており、評価軸も違うが、国民からすればそれぞれに期待しているも

のがある。互いに対話するにはエビデンスが必要である。合意しないと目標はできない。そのため

にも、多層なレベルで対話をしないといけない。 

 

⑤ 政策研究と政策形成の「共創・協働」を如何に進めるか 

クロージングセッションとなるセッション⑤では、モデレーターの小林信一氏よりオープンフォ

ーラムで目指したことについて言及があった後、各パネリストからピッチ形式で簡潔なコメントが

あった。パネリストからは、これまで SciREX 事業に関わってきた経験や本日の各セッションにおけ

る議論を踏まえ、SciREX 事業としての教訓や示唆について発言があった。また、今後、挑戦すべき

（新たに取り組みたい）テーマについても意見があった。 

最後に、小林信一氏が全体を通じた所感を述べ、オープンフォーラムの閉会とした。 
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図表 VI-14 オープンフォーラムセッション⑤の企画概要 

タイトル 政策研究と政策形成の「共創・協働」を如何に進めるか 

会場・時間 大会場 17:30-18:00 [30 分] 

概要 

SciREX 事業が掲げる政策研究と政策形成の「共進化」は、他の研究機関も独自のア

プローチで取り組んでいる。ここでは、SciREX 事業及び類似のイニシアティブの成

果を供覧するとともに、社会全体でこれらのアプローチを発展させる方向性や課題、

今後の論点を考える。 

モデレーター 小林信一氏（広島大学／委託調査有識者会議委員） 

パネリスト 

有本建男氏（GRIPS）  ／ 小林傳司氏（大阪大学） 

小林俊哉氏（九州大学）  ／ 小林直人氏（早稲田大学） 

坂下鈴鹿氏（文部科学省） ／ 城山英明氏（東京大学） 

祐野恵氏（京都大学）  ／ 吉岡徹氏（一橋大学） 

参加者数 約 120 名 

 

図表 VI-15 セッション⑤における主な発言 

・政策研究の中でも、政策プロセスでつかうエビデンスと、政策プロセス自身がどうなるかという 2

面が挙げられる。昨今の EBPM ではエビデンスをどうつくるかが重要とされているが、プロセス

のイノベーションも重要で、本来は両輪である。後者が正面からより一層議論されるとよいので

はないか。 

・SciREX では行政とチームを組んで課題を研究することが始まっているが、遠すぎもせず近すぎも

しないテーマを見つけることが重要である。ただ、本来的にはすべての政策に通じるものだが、

文部科学省内だけでも一層の浸透の余地がある。 

・事例研究を共有（蓄積、共有、世代継承）する仕組みが求められる。また、グローバルな議論だ

けでなく、ローカルな議論に戻す必要もある。 

・社会のための研究の方法論は研究だけでなく政策についても同様で、何を実現したいかを対話で

設定し、それに研究や行政や市民がどんなアプローチをするかを共有することが重要である。政

策のための科学でも、基本は対話となるべきである。 

・科学的な観点で政策立案ができる人材の育成を継続的にやってきた。文系・理系の壁を超えて受

講できる環境を整備すること、地域の社会人との接点を作ることを心掛けている。 

・今後、行政官と研究者の視覚のズレに自覚的に取組みたい。研究者はマスで捉えたいが、自治体

は自分たちのことに関心がある。そのため分野間・セクター間をつなぐ人材育成が必要である。 

・協働に葛藤はあるが、それをどう乗り越えるかは同床異夢を作ることだとセッションで議論し

た。戦略的な互恵性を設計できることが重要であり、ドライだけどビジョンがある行政官と一緒

に協働したい。 

・SciREX のコミュニティの広がりと熱意の高さを感じた。多様なアプローチに進化しており、政策

研究を政策形成にどう使うかの経験と、課題の抽出がみられ、共進化への道筋もより具体的にな

ってきた。人材育成面でも、アカデミアと行政をつなぐ人材が社会に出てきているのも成果と言

える。科学技術基本法改正に関する報道もあったが、これからは人文科学・社会科学が科学技術
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と一緒に SDGs やイノベーションに向かう位置づけが強まっていくのではないか。そこでは、政

策科学や政策研究はますます重要になるだろう。 

・SciREX のコミュニティに多様性が出てきたことは評価すべきである。次は、若手の研究者や行政

官がもっとここに加わることが期待される。学生が育っても、流動性がないことは危険である。

また、行政との対話も本格的に実施される段階まで来ているし、関連する研究プログラムでも多

様性があって面白く、地域を対象とした研究もスコープに入ってきている。今後、国レベルだけ

でなく地域レベルの研究とも連携が期待される。 

 

(3) ポスター発表 
オープンフォーラムでは、ポスター発表を一般公募により募集したところ、24 件の応募があっ

た。企画概要は図表 VI-11、応募内容の一覧は図表 VI-12 のとおりで、多様な研究テーマのポスター

が展示された。内訳としては、一般公募６件、SciREX 旧重点課題関連９件、RISTEX 関連５件、サ

マーキャンプ関連４件だった。 

発表者は基調講演とパラレルセッションの間の休憩時間中（35 分間）、ポスター会場で各自の発表

内容の前に待機し、来場した参加者からの質疑に応じることとした。発表者と来場者の議論は盛況

であり、意見交換及び名刺交換が随所で見られるなど、一定のネットワーク形成に寄与したものと

考えられる。 

 

図表 VI-16 オープンフォーラムポスター発表の企画概要 

会場 ポスター会場（掲示：終日、発表者滞在：14:15-14:50 [35 分]） 

概要 

これまでの SciREX 事業や類似事業等の成果を分かりやすく身近なものとし

て理解してもらえるよう、ポスター発表で紹介する。また、議論しやすい環

境を整えることで、発表者と参加者の相互交流や対話を促す。 

公募対象者 制限なし 

募集内容 

対象は「政策研究や政策形成に関する知見（科学的手法を用いたもの）を扱

った研究・実践」。ポスターは A0 サイズとし、当日持込みのうえ各自貼付し

ていただく。 

コアタイム（14:15-14:50）は発表者自身が会場で待機し、参加者の質疑応答

に応じる。また、質疑応答とは別途、参加者が発表内容に自由にコメントで

きるようにする。 

募集方法 

学会メーリングリスト等で告知し幅広く参加を募る。また、SciREX や RISTEX

の研究者に関しては事務局から個別にご依頼する。 

発表者氏名（複数の場合は個別に）・所属・略歴・抄録を事務局へメールでお

送りいただき、審査した上で、合格した発表者には当日の段取りを個別に案

内する。 

主要な論点 

・研究やプロジェクトの概要 

・成果・実績、政策研究としての知見、政策形成における含意 

・今後の展望 
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図表 VI-17 オープンフォーラムポスター発表一覧 

発表者（敬称略） 発表タイトル 

林 隆之（政策研究大学院大

学） 他 

イノベーションシステムを推進する公的研究機関の制度的課題の特定と改

善 

池内 健太（政策研究大学院

大学） 他 
経済社会的効果測定指標の開発 

栗山 康孝（九州大学） 他 地域イノベーションに資する事例研究と科学技術政策支援システムの開発 

祐野 恵（京都大学） 他 自治体の持つ学校健診情報の可視化とその利用に向けての基盤構築 

飯塚 倫子（政策研究大学院

大学） 他 
国家的課題に対応した戦略的政策シナリオ及びその作成手法の開発 

岸川 丈流（大阪大学） 風力発電施設建設をめぐる反対運動～天神丸周辺地域を事例に～ 

若山 賢人（東京大学） ヒューリスティクスを用いた震災時配水管網復旧計画アルゴリズムの開発 

尾上 洋介（日本大学） 
JUDGIT! - 行政事業レビューシートのオープンデータ化と可視化の取り組

み 

小川 紗貴子（東京大学） 他 複数ステークホルダの政策共進化シミュレーション 

小柴 等（科学技術・学術政策

研究所） 

EBPM のための情報工学からのアプローチ：データマイニングの政策立案

支援応用 

白石 優子（理化学研究所） 他 
重度の子ども虐待事例におけるバイオサイコソーシャルな背景要因分析と

支援方策 

山下 元暉（東京大学） 
想定シナリオ作成のための災害被害影響に関連する因果知識の抽出・蓄積・

再利用 

加納 信吾（東京大学） 他 イノベーションとレギュレーションの共進化 

村木 志穂（文部科学省） 他 
行政とアカデミアの連携はいかに取りうるか？～イギリスにおける連携の

実例から～ 

関口 訓央（経済産業省） 他 今後の地域経済分析システム（RESAS）の在り方について 

小西 孝明（東京大学） 他 高齢社会の医療費の行方 

早見 直樹（大阪大学） 他 
SDGs 達成に向けたバイオエコノミー政策 ～小学校へのバイオ食器導入

～ 

近藤 真帆（京都大学） 他 ボランティア de 納税 

Agung Putra SULAIMAN（東

京大学） 他 
Translational Research and Access to Medicines 

加藤 和人（大阪大学） 他 
患者・研究者・政策関係者の協働による医学研究政策のための論点抽出およ

び priority setting 

（政策研究大学院大学） 政策課題解決のための情報の役割とその共有に向けた政策形成過程の研究 

（政策研究大学院大学） 政策のモニタリングと改善のための指標開発 

（東京大学） イノベーション創出に向けた産学官連携：知識マネジメントと制度設計 

（大阪大学） 新しい科学技術の社会的課題検討のための政策立案支援システムの構築 
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4. オープンフォーラムの振り返り 
ここでは、今年度実施したオープンフォーラムの振り返りとして、参加者へのアンケート調査（参

加登録、当日アンケート調査）の回答、及びオープンフォーラムの各セッションで司会進行として関

わりのあった本調査研究の有識者会議の委員からのフィードバックを整理した。 

 

(1) 参加登録 
オープンフォーラム当日の来場者数は合計 186 名だった。これに登壇者等を含めると、オープンフ

ォーラムの参加者総数は約 200 名となった 

この参加者の属性（事前登録情報と照合可能だった人数）の内訳をみると、「行政」が 30 名（16.1%）、

「研究機関」が 96 名（51.6%）、「民間」が 49 名（26.3%）、「メディア」が５名（2.7%）、「その他」が

６名（3.2%）だった。 

また、参加者の属性をセッション別にみると、セッション③（STI for SDGs とステークホルダー間

協働）で「行政」がやや少なく「民間」がやや多いが、他のセッションは総じて類似の割合であり、

各セッションのテーマが広く参加者の関心に適合していたと考えられる。 

 

図表 VI-18 セッション別 オープンフォーラムの参加者属性 

 
 

 

(2) 参加者アンケート調査 
当日、オープンフォーラムの会場でのアンケート調査は、各セッションと同様にアンケートシステ

ムのQRコードを発行しておき、スマートフォン等からアクセスする形で参加者に回答してもらった。

有効回答数は 32 件だった。 

 

① アンケート回答者の属性 

アンケート回答者の属性については、「研究機関」が 50.0%、「行政機関」が 31.3%だった。 
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図表 VI-19 アンケート回答者の属性 

 
 

② 参加したセッション 

アンケート回答者が参加したセッションは、「基調講演１」が 84.4%、「基調講演２」が 81.3%、

「セッション５」が 71.9%となった。他方、パラレルセッションとして実施した各セッションは約

３～６割だったった。 

 

図表 VI-20 アンケート回答者が参加したセッション 

 
 

③ 参考となる情報や考え方の有無 

オープンフォーラムの実施内容で、参考となる情報や考え方があったかを尋ねたところ、「あった」

「どちらかといえばあった」の合計が 87.5%を占めた。 
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図表 VI-21 参考となる情報や考え方の有無 

 

 

④ 参加した満足度 

オープンフォーラムの企画内容について回答者に評価を求めたところ、「満足」と「やや満足」の合

計が 84.4%に上った。 

 

 

 

⑤ オープンフォーラム全体を通して良かった点、改善すべき点 

アンケート回答者に、今年度のオープンフォーラムのプログラム全体を通じて良かった点と改善

すべき点を尋ねたところ、研究者と行政官の協働に関心があるとの意見とともに、ポスター発表は

特に時間が不足していた、行政官の登壇や発表が少なった、などの指摘があった。 

 

・研究者と行政が、いかに摺り寄せができるかが重要だと感じました。 

・行政と研究者の認識の違いは互いの立場でしかものを言わないので、仕方ないと思われる。 

・セッション 3 は、分かりやすく興味深い議論の展開でした。テーマにもよりますが、このようなセ

ッションをまた企画していただけると有難いと思います。 

・ポスターを聴く時間がもっと欲しかった。 

・ポスター発表は質も高く量も多いのに、35 分だけではもったいなかったです。 

・サマーキャンプでの政策を実際に行政機関で取り上げる方法を確保しないと、絵に書いた餅のまま

です。 

・行政機関側の発表者が少ないのがとても残念でした。 
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⑥ 次年度以降取り上げるべきテーマについての意見 

アンケート回答者に、次年度以降イベントを開催するとした場合に、どのようなテーマを取り上

げるべきかを尋ねた。その結果、具体的な社会課題との関連性の強いテーマ（高齢社会、ローカル

な事例／等）を挙げる意見もあれば、やや抽象度を高めたテーマ（EBPM、研究者と行政官のコミュ

ニケーション／等）を期待する声もあった。 

 

・現状を変えるインセンティブ。 

・若者が高齢社会を生き抜く政策。 

・ローカルな事例を徹底的に取り上げてほしい。 

・政策評価と EBPM について取り上げてほしい。 

・研究者と行政のコミュニケーションの取り方など。 

・政策作成のためのエビデンスとは何か？そして、それをどのように利用して行くのか？利用できる

のか？というテーマ。逆に、そのようなことが本当に可能かというような根本的問題。 

・研究の公正。 

 

(3) 有識者会議での振り返り 
ここでは、本調査研究の有識者会議のうち、実施内容の検討や当日のモデレーター等として関り

のあった委員もいたことから、当日の実施内容やネットワーク形成についてフィードバックを得た

内容を記載している。なお、今後オープンフォーラム等のイベントに期待することとして意見があ

った内容は、前掲（第Ⅱ章 2(2)②第 2 回有識者会議の要旨）のとおりである。 

 

〇オープンフォーラムの実施内容を振り返って 

・今回はセッションのテーマが難しく的を絞りにくかったが、面白い切り口で登壇者が議論してくれ

た一方、75 分は短いという印象が残った。ようやくフロアの行政官との議論が始まったタイミング

で終了してしまったが、あと 30 分くらい討議時間が長ければ、フロアの研究者や一般の人と意見

交換が活発にできたのではないか。 

・EBPM の良い事例を教えてくれる場があると参考になる。ここでいう EBPM の定義は、「ある山に

登るルートがいくつかあるとして、どのシナリオ（ルート）をとるかを研究者が選択し、研究者が

行政側に説得的な情報を伝える」というものだ。自身の経験としては、事前に研究シナリオを熟考

し練ったものとすれば研究結果は比較的うまく出る印象がある。 

・SciREX が境界領域的なものであるという特性を活かし、知を糾合するような場として、SciREX が

果たせる意義があるのではないか。ディシプリンを背負う研究者と、行政のそれぞれから距離を置

いた立場として、ディシプリンを背負いすぎていない SciREX が果たせる役割があるのではないか

と思う。自然科学、社会科学、人文科学のそれぞれが融合してチャレンジすべきテーマを設定でき

るとよい。 

・意思決定について、科学で決め切れない部分も多く、政治や社会がどう判断するのかという点もあ

るだろう。科学で決め切れない社会課題について何らかの相場観を決めていくという意味では、

SciREX の取組として見ても重要だろう。 

・科学は決定論ではなく、確率を提示するという性格のものであり、それを説明することも科学者の
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役割だろう。また、科学と行政の間に密なコミュニケーションをとる体制を作ることも重要。科学

はあくまで確率を高めた情報は提供できるが、最終判断は政治が行うと考えられる。 

 

〇ネットワーク形成の場として 

・ポスターセッションは予想以上に活発で、ポスターを挟んで議論できる時間がもう少しあれば良か

ったのではないか。 

・想定以上の参加人数だった。サマーキャンプの学生にとっても発表できる機会があって良かったと

感じる。ポスターセッションの機会から情報を得て行政官とつながった事例もあった。 

・サマーキャンプの学生のポスターは特に注目が高く、観覧する者が列をなしていた、というのが主

観的な印象である。研究者が学生に助言したい、というところもあったのだろう。 

・少し時間が足りないくらいがちょうど良く、時間が長すぎるとかえって間延びすることもある。今

後、共進化の観点でポスターセッションを活用するのであれば、コーヒーブレイクをしながら話せ

る、座って個別に話すことができるテーブルを設ける等、ちょっとした工夫があるとより良かった

のかもしれない。 

・フォーラムやネットワークだけでは（継続性という観点からは）不十分で、組織体にして情報を集

約したクリアリングハウスのようなものを作っておくべきだろう。NPO かシンクタンクか、どう

いったところが担うべきかわからないが、継続性を担保するためには組織体が必要ではないか。 
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